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第1章　序論

第1節　本論文の研究目的と内容

1.研究目的

(1)中国の長江(揚子紅)下流に広がる長江デルタには､上海のように50′し70年代に重工

業基地として形成された地域や､江蘇省や漸江省のように比較的に広大な農村を含む地域が

見られ､ 1978年の｢改革･開放｣以降､それぞれにおいて様々な経済開発の取り組みが行わ

れてきた｡本論文では建国後三つの開発時期に焦点を当て､長江デルタにおける経済開発と

地域格差を実証的に分析し､今後の政策課題を考察する｡また､長江デルタでは建国以来中

国の経済開発が抱える課題を集中的に反映していることから､この地域において明らかにな

った知見は他の地域の開発にとっても大きな意義を持つと考えられる｡

長江デルタでは､建国後の50-70年代､そして改革･開放期の80年代､ 90年代､それぞ

れの段階において､産業構造問題､国有セクター問題､財政政策問題､都市機能の再編問題､

沿海と内陸の地域格差問題などを経験してきた｡これらの問題は｢漸進的開放｣がもたらし

た市場経済の不整合性に複雑に絡んで､常に地域格差の発生に伴って現象化してきた｡

(2)また､本論文では､ ｢格差是正｣をめぐって､ ｢数量的｣視点だけでなく､ ｢空間的｣視

点についても取りいれている｡何故なら, ｢成長ありの格差是正｣のために､ ｢経済的合理性｣

(特化などの効果)に基づく地域間の機能分担が必要からである｡それによって生じる地域

間の｢付加価値生産性｣格差は､ ｢波及効果｣などを通じて周辺地域-還流することが望まし

いが,その実現は地域経済圏の形成を前提にしているのは明白なことである｡

一方､中国のような計画経済体制経験国にとって､ ｢改革･開放｣以降の開発各段階におけ

る地域経済圏形成の程度は､正に市場経済化改革の進捗度そのものを反映しているとも言え

る｡ ｢成長ありの格差是正｣のために､何が必要なのかは問われている課題である｡

以上の理由から､本論文では､ ｢格差の検証｣に併せて､開発各段階における地域経済局面

も併せて考察する｡

2.研究内容

本論文の研究内容は具体的には次の5点にまとめることができる｡

(1)中国建国後の経済開発を三つの時期に分け､それぞれの段階における開発戦略並びに制

度構築を明らかにした上で､各時期における格差の性格及び格差の規定メカニズムを考察す
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る｡

(2)各段階における長江デルタの格差実態､格差規定要因の定量分析を試みる｡

′ (3)長江デルタは, 50-70年代の縦割り･横割りの地域経済局面､ 80年代の地域経済圏(上

海経済区)形成の失敗を経験した｡これらの地域経済局面の実態と地域格差の実態及びその

規定要因の関係を明らかにした上で､ 90年代の地域経済の新たな局面を考察する｡

90年代の上海と周辺諸都市間に新たな｢中心｣ - ｢周辺｣の局面が現れ,初期的な地域経

済圏が形成されているように見え始める｡地域経済圏形成の諸条件に注目しながら､長江デ

ルタ都市経済圏の階層構造を実証的に分析する｡

(4)日本の経験を学び,長江デルタ都市圏と日本47都道府県からなる地域経済圏の比較研

究を試みる｡

(5)建国後の中国において異なった様相を呈した経済開発の三段階に対する比較研究,そし

て日本との比較研究をもとに,政策提言を試みる｡

第2節　先行研究のレビュー

ここで,本論文に関連した既往研究を整理し､それを通じて本論文の位置づけを明らかに

する｡

中国の地域格差に対する既往研究には､以下のような特徴が見られる｡

① 80年代以来実行された｢沿海開放戦略｣の是正や､貧困問題の解決をねらいとし, ｢数

量的｣視点から､ ｢格差是正｣ゐ意味を主に｢格差縮小｣として捉えているoそのため､格差

水準の定量化や､格差規定要因の分析を主眼に置く｡

②研究対象地域として､特定の都市群を対象地域にした格差の研究はあまり見られず､そ

の代わりに､次のような対象地域がよく取り上げられている｡また､各々の対象地域に視点

を置く研究が多い｡

(i)大スケールでの3大地帯(東部､中部,西部)間､沿海･内陸間､省間;(立)省内地

域間;(近)都市部門･農村部門間;(iv)農村部門間(v)都市部門間;(vi) 80年代以来の

成長地域とそうでない地域間｡

･以下に具体的に考察する｡

1.大スケール(特に三大地帯間或いは沿海･内陸間,そして省単位)での格差研究

変動係数など用いて,建国後の50年代から80年代後半までの長期傾向として､格差が縮

小してきたことは､多くの研究者に支持された.ライオンズ(T.Lyons) (1991)は変動係数､

楊偉民(1994)はジニ係数､中兼和津次[1996b]はジニ係数の分解法(工業,農業､その他)､

呉軍華(1995a)は三大地帯と省における1人当り国民収入のジニ係数と変動係数､丸山伸

郎(1992)は省単位の工業特化係数､胡鞍鋼など(1995)は中国における1人当り　GDPの
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絶対極差,相対極差､倍率などをの視点に基づき検討されている｡加藤宏之(1997)は1人

当り　GD･Pの実質値でとった地域間及び地域内の格差をタイル尺度により計算した｡結果,全

国レベルでの地域間格差は1990年代に入って次第に開いていくが,それを引き起こした主な

要因は三大地帯間の格差である｡つまり市場化の進展に伴い,沿海部と内陸部の格差は進行

してきた様子である｡一方､孟建軍･川畑康冶(1998)は､限界資本付加価値(ICVAR)の

分析を中心に､中国省間･三大地帯間における投資効率と地域の経済成長の関係を探った｡

結果, ICVAR値と国有企業工業生産との間で高い相関関係を見出した｡

このほか,中国国家計画委員会国土地区司(1995)が1995年に提出した報告書の中で､ 80

年代以来実行した｢沿海開放戦略｣とそれに伴う地域間の優遇政策･措置面の差は､中国の

三大地域間の格差拡大に拍車をかけたと指摘している｡一方､ AlbertKeidel (1995)は, ｢沿

海開放戦略｣により地理的優位性を発揮した沿海部とそうでない内陸部間の地域格差は,こ

れらの地域における1人当り投資額にあると指摘した｡ちなみに､沿海部と内陸部の1人当

り投資額の比率は4:1であった｡林毅夫(1994)は,中国地域間(特に東部と中､西部間)

格差を拡大させた主たる要因が歪んだ要素･製品価格体系であると指摘した｡葦偉ほか(1992)

は､地域別比較優位構造を計算し､中国における地域格差の要因を比較優位構造の歪みt,こあ

ると主張した｡

そして, 80年代から90年代初期の省間格差について､張曙光(199､3)は従来の生産額(国

民収入)指標ではなく,支出(国民収入使用額)指標で格差の拡大を捉えた｡加藤宏之(1997)

は､ 1人当り実質GDPをタイル尺度で､ 90年代から94年までの格差が開いていたのは三大

地域間の格差によるものと論証した｡一方､呉軍華(1995a)は､国民所得の格差要因をそ

れぞれ市場経済化による非国有セクターの拡大(相関係数)､財政制度の地域差(相関係数)､

軽重工業比で見た産業構造の地域差､歪んだ価格体系のもとでの産業構造の地域差(主要産

業資本収益率偏差値,回帰分析)など多面にわたって分析した｡中兼和津次(1999)は格差

決定要因が,産業構造(3次産業別付加価値生産性),教育水準,財政収支､労働生産性(限

界資本係数,経済の技術的効率性)にあると論述し､更に､中国における格差要因は､ ①初

期条件､ ②体制的･制度的要因､ ③政策的要因に帰結できることを明示した｡

ほかに､ Kong ShuhongとZhouMeng (1994)は三大地域間の国民収入を用いて､ 52-90

年の格差を考察した｡その結果､ 50-60年代は格差縮小,以降は拡大してきたと主張してい

る｡

2.省内格差の研究

改革･開放以降､省内格差が拡大してきた傾向にあるという論説が一般化した　A. Khan

(1993)∫などは1988年全国家計調査をもとに､域内農村間の格差に対して､非農業､特に

工業化程度の影響は決定的であると論述した｡したがって､比較的発展水準の高い省におけ

る省内格差は,低発展地域の省のそれより大きい｡中兼和津次(1996b)が安敏省に対して
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行った擬ジニ係数を用いた検証や､ S. Rozelle (1994)が1983-89年の江蘇省内の県間,郷

間,村間の格差に対する要因分析や,胡鞍銅など[1995]は広東省と貴州省の省内格差に対

する比較研究などを行い､上記の説を支持した｡

3.都市部門･農村部門間格差の研究

全国ベースで,改革開放の78年から85年までは格差縮小,それ以降95年までは拡大した

という世界銀行[1997]の結果がある一方, J. Knightと　L. Song (1999)の研究におい

て､ 50-95年までの都市農村間格差について,収入よりも､消費において倍率が大きいとの

論証がある｡そして, 50-70年代までの間､経済調整期の61-63年を除いて､消費の倍率は

ほぼ変化はなく, 78-85年は収入と消費の倍率が縮小したが､ 85-95年は倍率拡大, 95年

以降､再び縮小する傾向を示したという｡

他方,陳宗勝(1995)の試算によると､ 8ト85年は格差拡大､以降は格差縮小の結論が出

た(全国ベース)｡同氏はジニ係数分解法によって､ 8ト88年中国城郷関係諸変量に対する総

収入差別の寄与度を算出し､総収入格差の規定要因については､農村内部収入分配格差､都

市内部収入分配格差,城郷1人当り収入格差,城郷人口比重の四つにあると仮定した｡分析

の結果､城郷1人当り収入格差と城郷人口比重で解釈できたのは40%,農村内部収入分配格

差と都市内部収入分配格差の説明力は60%(うち農村内部収入分配格差の説明力は35%､都市

内部収入分配格差の説明力は25%)であることが示されている｡

4.農村部門間格差の研究

改革開放以降､農村間の格差はほぼ一貫して拡大してきたという世界銀行[1997]の報告

がある一方,陳宗勝[1995]もこれを支持した(全国ベース)0-モン(X. Meng)とウ-(H. Wu)

(1998)は､広東,吉林,江西､四川､山東省の約1000の農家に対するサンプル調査に基

づき､農家所得と関係している要因は､教育水準や労働経験年数､労働､資本､土地の規模､

女子労働の割合､及び農作業の比重を地域の要因と仮定し,回帰分析を行った結果､教育水

準､女子労働の割合､農作業の比重､地域要因は有意と確定した｡一方,佐藤宏(1997)は､

1987年の河北省と1988年の漸江省を対象地域とし､この2省における1人当り農民純収入

の県間格差を産業構造や市場経済化要素(農産物の商品化率と都市･農村自由市場成約率)

などの諸説明変数を用いて回帰分析を行った｡その結果､産業構造(非農業部門生産額構成

比)の違いは決定要因であることを結論づけた｡また同氏は､農村間の格差に大きく影響す

る｢非農業所得｣の機会は､世帯規模などの世帯属性､学歴･年齢などの個人属性,経済発

展水準などの地域特徴に左右されていることを実証した｡

なお､多くの研究の中では農村間格差は省内格差の主な要因とも考えられると指摘してい

る(例えば,胡軟鋼など1995),
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5.都市部門間格差の研究

改革開放以降､都市間格差は農村間格差よりも低い格差水準(ジニ係数)で緩やかに上昇

したという世界銀行(1997)の報告がある一方､杜進(1992)は都市部門の所得分配･所得

構造を考察し､ 80-　　年の都市住民所得(1人当たり)はジニ係数と｢最高所得家計10%平

均対最低所得家計10%の平均の比率｣で計る場合､ 85年の高値を除けば､ほぼ低下してきた

ものと結論ijhけている｡他方､高柳靖子(1995)は､ 1人当り実質可処分所得を用いて,都

市部の変動係数は1989年以降,農村部のそれは85年以降93年まで一貫として上昇してき

ていることを立証したo鐘非(1998)によると,地域間物価水準の違いを考慮する場合､都

市住民に関する限り85-95年の間に､地域間実質購買力格差は縮小していたことを論証した0

張平【1999】は, 1988年と1995年の全国家計調査に基づき､農村と都市家計における所得源

泉別格差を計算し､全所得に内包している各々の源泉の全所得に対する寄与度とその変化を

求めた｡その結果,農村部門においては,郷鎮企業などで働いて得た収入が全所得に占める

割合はまだ小さいにも関わらず､格差の主たる決定要因となっている｡一方､都市部門でも

同じように賃金収入などが主な格差要因になり､かつて平等化の要因であった現物補助的所

得の効泉が大きく低下した｡

6. 80年代以来の成長地域とそうでない地域間の格差研究

呉軍華(1995b)は｢江漸モデル｣ (郷鎮企業成長型)と｢広東モデル｣ (外資利用型)の比

較に重点を置いたのに対して､渡辺利夫(1995)は東部地域を±っのグループ(成長の省グ

ループと後退の省のグループ)に分け,地域間経済格差の主な原因を市場経済化レベルにあ
●

ると指摘した｡つまり中国の地域間経済力から見た格差は､非国有工業部門の活性化と国有

企業の低迷から生ずる格差にあると指摘している｡一方､干毅波(1997)は､中国における

30の省･直轄市･自治区を｢直轄市,重工業､市場経済､少数民族及び農業地域｣という五

つのクラスターに区分し､労働生産性､資本生産性､資本装備率及び技術などの指標により

分析を行い､農村地域の相対的貧困化が進んだと指摘した｡

第3節　本論文の特徴と位置づけ

既往研究に対して､本論文の特徴は以下のようにまとめることができる(図1-1を参照)｡

(1)先行研究において, ｢数量的視点｣により､ ｢格差是正｣の意味を主に｢格差縮小｣と

して取り上げているのに対して,本論文では‥｢空間的視点｣を取り入れ,また｢数量的視点｣

を｢空間的視点｣に統合させることとしている｡つまり､ ｢成長ありの格差是正｣を経済開

発の目的にし､ ｢空間的視点｣から｢格差是正｣の意味を問うことは本論文の特徴の一つであ

る｡そのため､ ｢格差検証｣と同時に, ｢地域経済局面の検証｣も併せて行う必要があると考
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的

①貧困問題の解決や,

② 80年代以来の｢沿海

開放戦略｣の是正など

* ｢数量的｣視点:｢格

差縮小｣を中心とした｢格

差是正｣観

①格差水準の定

量化;

②格差規定要因

の分析

①3大地帯(東部･中部･西部)

間､沿海･内陸間､省間;

②省内地域間;

③都市部門と農村部門間;

④農村部門間;

⑤都市部門間;

⑥ 80年代以来の成長地域とそ

うでない地域間｡

発展と格差の両方

に注目(成長あり

の地域格差是正)

* ｢空間的｣視点:

地域間の｢合理的

格差局面｣の提示

①地域格差水準の定量化

②格差規定要因分析

③地域経済圏の形成と関

連づけ

建国後の開発三 階

① 50- 7 0 年代 ■

■② 8 0 年代

③ 90 年代

長江デルタ

諸都市

(省ベースの

データ兼用)

日本47都道

府県

(比較研究)

区分(2ケース)

① 広域の長江デルタ21都市

② 狭域の長江デルタ14都市

図1-1　本研究の特徴と位置づ古ナ
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える｡

｢地域格差検証｣を｢地域経済局面の検証｣と関連づけて検討する理由は､地域開発目標

における開発と格差に対する次のような認識に基づいている｡ ①地域経済全体のレベルアッ

プが望ましく､かつ②長期的に地域内部単位画の格差の縮小が望ましい｡

このような｢成長ありの格差是正｣を目指している以上､地域間の機能分担により生じる

｢付加価値生産性格差｣をある程度容認すべきであるが,その前提として､成長中心地から

周辺地域-と､波及効果をうまく発揮させるための環境を整備しなければならない｡本論文

では､この環境が地域経済圏の形成であると強調したい｡

地域格差に関する開発経済論としてミュルダール(G.Myrdal)の｢循環的･累積的貧困説｣

が有名であるが､ ｢貧困の循環･累積1が現れる原因として､低開発国における市場の未成熟

が経済の波及効果を妨げることが指摘されている｡逆に市場の整備が進んだ開発国では,地

域間に｢逆流効果｣の発生とともに､ ｢波及効果｣も円滑に働き,後者が前者を卓越する場合

に､地域格差が縮小するものと考えられる(Myrdal1959),つまり､経済発展と同時に格差

の縮小も望める環境としで､このような｢波及効果｣がう.まく働く｢地域経済圏｣の形成が

望ましいと言えよう｡

従って､中国のような計画経済体制の経験国にとって,従来の行政の縦割り･横割りによ

る分断化した地域経済から脱出し､地域経済圏を形成させることは急務であると考える｡

一方､中国では､ ｢通勤率｣､ ｢通学率｣など日本において一般的に使われている｢圏域｣を

計る指標が確立されていないため､本論文において｢地域経済圏の形成｣を議論する時には､

｢圏域｣を計ることを狙いとするのではなく､中国のような計画経済体制の経験国にとって､

まとまった経済圏を形成させるための条件の検討に主眼を置く｡ちなみに本論文では,その

条件として主に､ ①国有企業改革を中心とした地域における市場化体制の整備､ ②地域成長

中心の創出とその背後地のバックアップが不可欠であるとの仮説を設けている｡

(2) ｢空間的視点｣から､ ｢格差検証｣と｢地域経済局面｣ (｢地域経済圏｣形成の程度)を

併せて考察するため､研究対象地域を一つのブロックにしている.ちなみに本論文では､ 90

年代以降の中国の経済開発において,特に注目を浴びている長江デルタ地域を研究対象に取

り上げ,更に｢長江デルタ｣を｢広域の長江デルタ｣と｢狭域の長江デルタ｣に分けて扱う

こととする､ (図1-2を参照)｡前者は上海直轄市,江蘇省､漸江省の全体を指し, 21都市を

包括している｡後者は､上海を含め上海を緊密に囲む14都市を指す(詳しい説明は第2章･

第1節を参照)0

ここで指摘しておくべきことがある｡研究譜の中の｢都市部門｣は､都市戸籍を持つ都市

住民及び彼らが住む｢城｣域を意味する場合が多い｡本論文で扱う｢都市｣は, ｢市が県を指

導する体制｣を実施する広域都市行政区域の全体を指し,つまり直轄市や､ ｢地級市｣など比

較的規模の大きな市が周辺の県(農村地域)を管轄する｢広域都市行政区域｣として捉える｡
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図1-2　長江デルタにおける諸都市



従って, ｢城｣域である.｢市轄区｣ (研究譜の中の｢都市部門｣)のほか,工業がある程度発達

している･ ｢県級市｣や､農業が中心とする｢県･郷｣ (研究譜の中の｢農村部門｣)も多数含

んでいる(｢市が県を指導する体制｣を実施した｢都市｣行政区域の具体的な構造や特徴に関

する説明は第8章･第1節を参照)｡.1994年末には､全国で延べ196都市が｢市が県を指導

する体制｣を実施し,その傘下において7年3の県を指導していた(浦善新1995)

中国におけるこのような｢都市｣の形態により､ ｢都市化水準｣を現す｢非農業人口｣を

長江デルタ都市間格差の候補説明要因として導入することとし､またこれは比較研究を行う

時に,日本の｢市｣ではなく日本の｢県｣を比較対象地域として選ぶ理由と.もなっている｡

(3)本論文では､二つの比較研究を行う.一つは､中国建国後における開発三段階の比較

研究,もう一つは, 90年代の長江デルタと日本47都道府県の比較研究である｡

前者は､ ｢改革･開放｣以降の中国の経済開発において, ｢成長ありの格差是正｣のために,

何が必要なのかを検証することを目的にしているのに対して,後者は､より長期的な開発を

視野に,戦後日本の経済開発と地域格差,そして地域経済圏の変遷との比較研究を通じて､

中国並びに長江デルタにおけるこれからの政策課題を探ることを目的にしている｡

第4節　本論文の構成

本論文では､ 50-70年代､ 80年代,そして90年代という三つの時期において､長江デル

タにおける格差の実態とそゐ規定要因を考察し､併せて地域経済局面の変遷を比較し､分析

を行う｡事実､建国後の中国は､計画経済体制時期において縦割り･横割り行政により地域

経済が分断化した50-70年代､地域経済圏の結成を試みたが天折した紬年代を経験してき

た｡その中､ ｢地域経済圏形成｣に関する上述した二つの条件が初期的に備えられた90年代

の長江デルタ地域に対して, ｢金融機能｣に着目した都市機能の階層構造を実証的に分析する｡

更に､長江デルタに固有の経済開発における政策課題を明らかにすることを狙いとし,戟

後日本の経済開発を比較対象として取り上げる｡長江デルタ諸都市と日本47都道府県の格差

実態､格差規定要因､そして地域階層構造などの比較分析を行い､互いの類似点と相違点を

考察する｡

各章の具体的な構成は以下の通りである｡

図1_3に示したように,本論文の構成として,第1章では先/行研究のレビューと本論文の

目的及び位置づけを明らかにし､第2章では､本論文の研究の枠組み設定と分析手法を示す｡

第3葦から第8章は本論に相当する｡そこでまず第3章では､建国後50-70年代の開発戦略､

制度構築,そして地域格差のメカニズムについて論じる｡次に第4章では､ 80年代の経済開

発の特徴と長江デルタにおける地域格差の実態､規定要因､そして地域経済圏の局面をそれ

ぞれ考察する｡そして第5章では､ 90年代中国並びに長江デルタの開発動向について論じる｡
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(上ヒ較研究)

図1-3　本論文の構成

(第9章)

結論と政策提言



第6章では, 90年代長江デルタ都市間の格差実態とその規定要因､第7章では, 21都市から

なる地域経済圏の階層構造をそれぞれ考察する｡そして第8章では､長江デルタの場合と同

じ手法で日本47都道府県との比較研究を行う｡最後に第9章では本研究の結論と長江デルタ

及びに中国の経済開発と地域格差の是正に関する政策提言を試みる｡
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第2草　本研究の枠組み設定と分析手法

第1節　研究対象地域である｢長江デルタ｣の設定について

1. ｢沿海開放地域｣として指定された｢長江デルタ｣

1985年に,長江デルタ､珠江デルタ､蘭南デルタの3つのデルタ地域が沿海開放地域とし

て認定された｡

そのうち,上海市のほか､南通市･蘇州市･無錫市･常州市･鎮江市･揚州市･江陰市･

泰州市とそれらの周辺は｢長江デルタ地域｣とされた｡都市部のみならず､農村部を含め,

輸出を目的とする工業,農林牧畜及び養殖業とそれらの加工業に対する外国投資に, ｢沿海開

放都市｣に準ずる優遇措置が与えられた｡

改革･開放の進展に伴って､それぞれのデルタ地域の範囲は拡大され､長江デルタ経済開

放区は､江萄省の南京･塩城､漸江省の杭州･紹興･寧波の各市とそれらの周辺を加えるよ

うになった｡

2.本論文における｢長江デルタ｣の範囲設定(前掲図1-2)

本論文においては, ｢広域の長江デルタ｣と｢狭域の長江デルタ｣に分けて扱うこととするc

前者は上海直轄市,江蘇省,漸江省の全体を指し, 21都市を包括する｡即ち､上海市､南

京市,無錫市,徐州市,常州市,蘇州市､南通市､連雲港市,准陰市,塩城市,揚州市,鎮

江市､杭州市,寧波市､温州市,嘉輿市,湖州市,紹興市､金華市､衛州市,舟山市の21都

市が含まれる｡

後者は､上海を含め,上海を緊密に囲む14都市を指す｡即ち:上海市,南京市,無錫市,

常州市､蘇州市､南通市,揚州市,鎮江市,杭州市､寧波市,嘉興市､湖州市､紹興市､,舟

山市の14都市であり,狭域の長江デルタは広域の長江デルタの一部を構成する.

なお､本論文における｢狭域の長江デルタ｣ 14都市の地理的範囲は, ｢沿海開放地域｣の一

つとして指定された｢長江デルタ｣とはば一致している｡

第2節　中国建国後の経済開発と地域格差問題について

1.経済開発における三つの段階

新中国は49年に建国し,以降｢計画経済体制｣を柱に重化学工業中心の経済開発を進んで

いた｡ 78年に郡小平の･r改革･開放｣路線が打ち出されるまで､実に30年間この体制を維

持してきた｡

78年以降､市場化改革に伴い,まず80年代に｢沿海開放戦略｣が実施され､一定の成果

を上げた｡しかし､ 80年代の開発戦略は､外資誘致と民間企業の奨励にとどまり､市場化体
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制の整備や､中国経済の支柱である国有企業に対する改革の本格化が遅れた上,沿海と内陸

に大きな格差が生じた｡加えて､ ｢軽工業｣と｢労働集約型｣を成長業種にした80年代の産

業構造に､大きなアンバランスも見られた｡

それらの問題を解決するために, 90年代に,上海浦東開発をきっかけに､ ｢全方位｣改革･

開放戦略が新たに打ち出された｡開放地域の拡大や､市場化体制の整備､国有企業間題､沿

海と内陸の格差などに対して､本格に取り組むようになった｡

2.格差問題の抽出

(1)三つの開発段階における格差の性格

①　78年以前(改革･開放前)の中国は平等な社会であったと思われがちである｡確かに､

ジニ係数などの指標から,そのように言えるかもしれない｡例えば､楠木俊詔は,社会主義

国の所得分配は資本主義国よりも不平等性が低いと主張した(楠木1998)｡ Gottschalkがジ

ニ係数をもって検証した結果はこれを支持した(Gottschalk1997)｡

それにしても､現実には計画経済体制下に別の種類の深刻な不平等が存在していた｡それ

は､都市部と農村部を代表とする固定化された｢計画下の権力｣と｢計画下の義務｣であっ

た｡本文には､これを｢構造的格差｣ (体制的･固定化した格差)と呼ぶ｡この時期の上海は､

このような制度上の優位性を持ち､デルタ周辺地域との間に大きな格差が存在した｡

②　80年代は､構造的格差(体制的格差)と政策的格差の併存期であった｡なお､ ｢政策的

格差｣とは､ 78年に｢改革･開激｣路線が打ち出した以降､ある特定の地域に｢優遇政策｣

が与えられたことにより､この地域と他地域との間に生じた格差のことを指す｡ 80年代の｢沿

海開放戦略｣のもとで､この二壷の格差の優位性に立っていた｢広東モデル｣ ･ ｢江漸モデル｣ ･

｢温州モデル｣など非国有セクター地域は成長を遂げたのに対して,上海などの国有セクタ

-地域は逆に二重(体制面と政策面)の劣勢に陥り､地盤を沈下させた｡

③　90年代には､構造的格差の軽減と政策的格差の存続が進んできた｡ ｢構造的格差の軽

減｣は漸進的な市場化体制整備によるものと考えられるが､ ｢政策的格差｣においては,新た

な｢全方位開放戦略｣の打ち出しとともに,その内容も変わりつつある｡ ｢全方位開放｣ Lの意

味は,単なる地理的に｢開放地域の拡大｣を指すだけでなく､ ｢産業･業種の高度化やバラン

ス｣,そして｢企業組識形態の改革｣にも新たなインパクトを与えている｡

まず､優遇政策において地域的に変化が見られた｡ 80年代の華南地域に続き, 90年代の長

江デルタにおいては､上海を代表とした地域は政策的メリットを享受するようになった｡ ｢上

海モデル｣の上昇から､このモデルの指す地域-一主に上海とその背後地の江蘇省南部､漸

江省北部(｢江漸モデル｣),合わせて21都市(特にその中の狭域デルタ14都市)は90年代

の重点成長地域として特に注目'を浴びている｡

また､産業構造のバランス･高度化が新たな開発戦略の視野に入れられ､最も困難と見な

され国有企業の改革も本格化しはじめた｡
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このような開発戦略のもとで､ 50-70年代､ 80年代と比べて､ 90年代の地域格差の実態

とその規定要因,併せて地域経済の局面には変化を現れている｡これらは本論文の主な研究

内容となっている｡

(2) ｢地域格差｣検証と｢地域経済局面｣検証の内在関連性

本論文で,地域格差の実態及び規定要因に関する検証と地域経済局面に対する検証に当た

っては,以下のような内在的関連があると考える(図2-1),

っまり､ ｢地域格差の実態分析｣は､地域経済圏の形成に必要＼と見なされる三つの条件(①

市場化体制の整備､ ② ｢地域成長中心｣の創出, ③背後地のバックアップ)の在か否かを判

断する根拠となる.一方, ｢地域格差の規定要因分析｣は,そのままこの三つの条件の在か否

かの理由の説′明根拠となる｡

第3節　本論文の格差指標及び分析手法

本論文における各研究内容の分析手法を､図2-2のようにまとめる｡本論文における長江

デルタ地理的範囲や､開発三段階の時期区分について既に述べたが､長江デルタと比較する

日本の対象地域､時期の選定に関する説明は第8章･第1節に参照されたい｡なお､開発三

段階における｢開発特徴｣についての分析は､各論に譲る｡

ここで主に格差比較の指標､格差′水準を表す手法､格差規定要因の分析手法､そして地域

の階層構造分析の手法について説明する｡

1.格差比較の指標

既往研究の中では,概ねに次のような療標が用いられ七いるo

(1)生産指標

① GDP或いはGNP

②国民収入(物的生産部門の生産額)或いは国民収入使用額(貯蓄+消費)

③工農業総生産或いは純生産

建国後の中国では､マルクス経済学ゐ影響で, ｢国民収入｣や, ｢工農業総生産｣など物的

生産部門の生産額で経済規模を評価することが通例あり,国際標準のSNA方式でGDPやGNP

が公表されたのは1986年以降のことである｡現在のところ､省レベルのGDPについて1952

年以降の推計値が得られているが,都市レベルのGDPについては､ 1990年以降のものしか

得られていない｡

(2)所得指標

①総所得或いは可処分所得

②生産所得ベース或いは分配所得ベース
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図2-1地域格差検証と地域経済局面検証の内在関連性概念図

計画経済体制下 ‥

｢華東小三線建設｣ の実例

｢上海経済区｣ の軍例

長江デルタにおける

都市階層構造分析



格差規定要因分析

①経済体制;

②開発戦略;

(診制度構築;

④開発の特徴と

格差の性格･メ

カニズム

①GDP:地域の経

済規模を反映

②1　一入　当　り

GDP :地域にお

けるGDPの生

産性を反映

①1人瞥りGDP成

長率･順位

②絶対極差-最大

値一最小値

③相対極差-絶対

極差/平均値

④倍率-最大値/

最小値

⑤変動係数-標準

偏差/平均値

重回帰分析:

①長江デルタ諸都市

(*広域の長江デ

ルタ21都市;*狭

域の長江デルタ14

都市) :85年､及び

90年代;

②日本47都道府県:

65⊥95年間, 5年ご

とに

図2-2　本論文の分析手法
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③賃金所得或いは資産所得

④国民所得と国内所得

(3)消費指標

生計費を考慮する場合､実質購買力平価(purchasing power parity, PPP)が導入できる｡

但し､高級消費財に関する地域間の格差は｢実質購買力平価｣の導入後においても依然とし

て厳しく存在するものと考えられる(筆者注)0

(4)その他

例えば, ｢客観的格差｣と｢主観的格差｣を区分するような視点もありうる.｡そのうち,機

会の不平等は結果の不平等より｢主観的格差｣を増強させるように働くと中兼和津次が指摘

した(中兼1996b)また､このような｢主観的格差｣を計るには,社会的厚生関数理論に

立脚するアトキンソン(Atkinson)尺度を用いて,所得階層にある種のウェイトを付ける方

法などが考えられる｡

本論文では､ GDP及び1人当りGDPを格差比較のための指標として用いる｡その理由は､

上述した諸指標間に高い相関関係が認められるほか､ GDP及び1人当りGDPのデータの含

意が明確であり,そしてデータの入手が容易であることなどがあげられる｡

このうち､ ｢GDP｣で示す地域間の格差は地域間の経済的規模の格差を意味するのに対して､

rl人当り　GDP｣で示す地域間の格差は､地域の経済的規模の影響が除かれた｢1人当りの

GDP生産性｣の格差を意味すると考えられる｡本論文では､この二つの意味での都市間格差

界びその規定要因をそれぞれ検討する｡

なお､地域レベルの｢GDP｣と｢1人当りGDP｣の名疎に関して､本来｢GRP｣くと｢1人

当りGRP｣を用いることも考えられるが,本論文では以下の理由から､すべて｢GDP｣と｢1

人当りGDP｣に統一するようにしている｡

①長江デルタの場合､省べ丁スと都市ベースのデータ､日本の場合,都道府県のデータを

用いているが､更に名称を区別するのは複雑さを増すことになる｡

②国レベルの｢GDP｣及び｢1人当りGDP｣と地域レベルの｢GRP｣及び｢1人当りGRP｣

が同じ表に併記されているところもあるため,名称を前者に統一させるほうが分かりやすい｡

③中国の統計年鑑では,省及び都市レベルの｢GRP｣と｢1人当りGRP｣をすべて｢GDP｣

と｢1人当り　GDP｣の名称で統一しているoデータの出所である中国の統計年鑑の名称と一

致することを優先的に考える必要がある｡

④このような表記は中国に関する研究の中で一般的に見られている0

2.格差水準の比較手法

既得の研究の中で､格差比較に関して次のような手法が用いられている｡①変動係数;②ジ

ニ係数;③タイル尺度;④アトキンソン尺度｡一方,中国の地域格差を計るには､その手
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法を取ってもそれほど大きな変わりがないとの指摘がある(中兼1999)

本文では､格差規定のメカニズムの追跡に重点を置くことから､格差の比較に関しては次

の5つのより単純かつ直接な手法をする｡

①成長率及び順位

②絶対極差(最大値一最小値)

③相対極差(絶対極差/平均値)

④倍率(最大値/最小値)

⑤変動係数(標準偏差/平均値)

その中､ ｢絶対極差｣は物価指数などの上昇によりほぼ一貫として上昇してきたため,あく

までも参考的な意味しか持っていない｡格差水準を計るには､主にほかの4つの手法を用い

ることとする｡

3.格差規定要因の分析手法

長江デルタにおける諸都市のデータに関して､基本的には90年代のものしか得られなかっ

たため, 90年代を考察の重点におく｡

なお､ 50-70年代に関しては､省ベースのデータで簡略に考察する｡ ⊥方, 80年代に関し

ては, 85年と90年の都市ベースのデータを用いて重回帰分析を行う｡ただし､ 85年に関し

ては､被説明変数である各都市の｢GDP｣及び｢1人当り　GDP｣指標がなく, ｢工農業総生

産｣及び｢1人当り工農業総生産｣をその代理指標とする｡説明変数としては､以下の｢格差

規定候補要因グループ｣から選定する｡即ち①第2次或いは第3次産業､ ②財政歳入, ③非

国有工業(日本の場合は｢政府サービス業｣)､ ④外資直接投資, ⑤非農業人口､ ⑥固定資産

投資､ ⑦重工業生産額である｡また得られた偏回帰係数は標準化したものを採用する｡

本論文においては､ 90年代都市間格差の規定要因を重点的に考察する｡都市ベースの各午

のデータを用いて,80年代と同じく竜回帰分析の手法で都市間格差の規定要因分析を試みる｡

ここで,被説明変数は｢GDP｣或いは｢1人当りGDP｣とし,説明変数は,上述した7つの

ほか, ｢国家レベルの開発区｣というダミー変数を新たに導入し､その政策的効果を併せて検

証する｡

以上のような候補説明変数を長江デルタ諸都市間の｢格差規定候補要因グループ｣に選ん

だ理由として, 80年代と　90年代の中国並びに長江デルタにおいては､これらの変数に関わ

る事象において激しい変動と経済成長に対する影響力が現れているからである(これらの変

数に関連した状況の説明については､第4章･第3節を参照).そのほか､日不との比頃分析

の場合にも概ね対応できると考える｡

4.地域の階層構造分析手法

地域経済圏形成のための条件を初期的に備えている90年代の長江デルタ諸都市､及び戦後
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の日本47都道府県に対して､地域間における階層構造分析をそれぞれ行う｡地域の｢階層構

造｣は,､どのような視点に基づくかによって様々なアプローチを取りうるが､本論文では､

経済中枢機能の中の｢金融機能｣に注目し,地域間の階層分析を試みる｡具体的には､以下

の二つの手法を用いることとする｡

①　銀行の支店配置から見た地域階層構造

② ｢金融機関店舗数｣､ ｢国家銀行預金残高｣､そして｢保険契約掛け金｣の三つにより作っ

た｢金融総合指標｣から見た地域階層構造
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第3章　50-70年代の経済開発と地域格差

第1節　開発戦略及び制度構築

1.三大戦略(図3-1,点線枠Ⅰ参照)

開発戦略とは､開発目標のもとで整えられる政策や手段の総称であると言えよう｡具体的

に言うと､資源配分を決める基本的な体制(市場体制か計画体制か)とそのための企業制度

や､社会保障制度､財政･金融制度など,更に産業政策､対外政策なども含まれる｡

中国では､社会主義制度確立後,中央集権による強力な地域開発政策が推進された｡具体

的には､国家財政を通して,地域間の経済格差の是正､経済合理性(企業と原料産地と市場

とを接近させること)に基づく産業立地の再編成､国防上の配慮からの産業配置が重要な課

題となった｡

1949年から70年代末期の30年間にわたった中国の開発路線は,外部世界との対立や緊張

感から,軍事力増強を含む｢追い越す戦略｣が実行された｡開発戦略についてはおおよそ次

の三つに分けられる｡いわゆる, ①内陸開発優先戦略､ ②重工業優先戦略､ ③ ｢三線建設｣

を早める戦略である｡

(1)内陸優先(均衡配置)の開発戦略

内陸地域をめぐる開発論は､工業発展の地域的なバランスを図るという課題と結びつき,

1950年代から活発になった｡その議論は､工業生産力の沿海部集中という従来の経済偏在性

に対する批判から展開された｡

沿海中心の工業化に対して,概ね以下の3つの批判が行われた｡ ① ｢経済的合理性｣から

の批判｡つまり､広大な原料産地と消費市場である内陸に有力な工業基地が不足し､原材料

の沿海部-の運び出すことと商品の内陸部-の運び込むことには､膨大なコストが発生する｡

②広大な内陸農村地域の経済的後進性の放置からの批判｡ ③国防安全からの批判｡沿海都市

は戦時に前線に当たり､そこで立地している工業基地は破滅的な打撃を受けかねない(丸山

伸郎1993),

一方､ ｢沿海既存の工業基地を活用し､強化する必要もある｣といった意見も多数出された

(朱錆基1955)0 1956年に発表された毛沢東の｢十大関係論｣ (1956年4月25日に､中国共

産党中央政治局拡大会議で行われた有名な演説)の中で,第二の関係である｢沿海工業と内

陸工業の関係｣について､うまく沿海工業を発展させ､内陸工業を支援するような論点も含

まれたが,中心は依然として均衡な発展を目指し,内陸を重点的に開発するものであった(『毛

沢東選集』 1977),

これらを受けて､以下の諸項目が地域的均衡配置の開発戦略に含められていた｡ ①建国前

の沿海大都市に集中していた重工業､軽工業の比重を調整すること｡ ②内陸-の投資額を増
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三大開発靭略:

①内陸庭先の開発戦略

②地方自己完結の開発戦略

③ ｢三線建設｣を早める戦略

｢強蓄積モデ/I,Jの実行:

重化学工業優先

農業･農村搾取

追い越す戦略

6大 ■｢経済協力区｣ の建設

､｢省級経済区｣ の強化

_孟.投　　_

三大制度の構築:

①戸籍制度

②統一買付･統一｣坂売

③労働就業の国家管理

実現手段

イデオロギー対立による｢軍事優先主義｣の確立

｢中ソ｣関係悪化によるソ連陵助の中断

点
線
枠
-

_v_.._

｢市県分立｣ ･噸部分離｣

方針

農村部:

自力更生

｢人民公

社｣体制

｢政社合一｣

｢一大二公｣

重工業-の蓄横

都市広域行政区域 (少数の重工業都市で

■顛刊 ‥｢市が県を指導する体制｣

人民公社管理委員会

工
農
業
製
品
の

欽
状
価
格
差

農業集団化労働

農
村
工
業

農
村
過
剰
労
働
力

の
吸
収 原材料

労働力

｢五小工業｣, ｢土法鱒軌

図3-1計画経済体制下の開発戦略と｢行政経済区｣の位置づけ
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加させ､生産拠点を内陸に重点的に建設すること｡ ③重工業部門-優先的に投資すること｡

④水力発電を中心としてエネルギー生産の拡大を図ること｡

1953-1957年に実行された｢第1次5カ年計画｣の具体的な実施策として,東北及び内陸

において重工業を基軸にした拠点的開発が行われた｡遼寧の鞍山鉄鋼所を中心とした東北工

業基地がその代表であった｡この鉄鋼所を中心に,撫順炭坑,鴨緑江発電所､豊満発電所,

更に大連､吉林､ハルビン､チチハル､沈陽などの都市で重工業基地の建設が行われたo一

方､上海,江蘇,山東など沿海地域の工業生産の改造､武漢を中心とした華中工業基地､包

頭を中心とした華北工業基地の再編や建設が進められた｡

｢第2次5カ年計画｣が開始された1958年からは､西南,西北地域において鉄鉱石の生産

と水力発電を基礎として工業基地が建設され､次いで新彊では石油と金属資源の開発､さら

に､東北での大慶油田､西南での撃枝花鋼鉄基地の建設が行われた｡その中,山西,内モン

ゴル､北京等を中心として､華北地区の石炭と製鉄のネットワークが構想された｡また長江

や黄河の上流には,大型･中型の水力発電所が作られた｡

ところが, 1958年から始まった｢第2次5カ年計画｣の実施に当たって､ソ連との関係悪

化などにより国際的情勢に対して一層な緊張感が走り､軍事的な配慮から軍需産業が中心を

据えた次のような開発戦略が打ち出された｡

(2)重工業主体の地方自己完結の開発戦略

これは､各地域ごとに自立的な工業生産の体系を確立してゆく戦略で奉る1958年8月､

毛沢東が天津を視察した当時､次のような講話を発表した｡ ｢地方では,方法を講じて､独立

した工業体系を建設すべきである｡当初は協力区で後に多くの省で､条件さえあれば､すべ

てに比較的独立した､そして各地域の実状に合った工業体系を建設すべきである｣と強調し

た(日本国際問題研究所1974)｡そして､そうした生産の地域的組織体として, ｢大経済協力

区｣が構想されるようになった｡

1958年から60年代にかけて,国家は,一地域当たり人口7千万から1億人の規模の地域経

済圏を想定し,全国に7個あるいは6個の大きな経済協力区を設定し(195畠年に華北､東北､

華東,華中,華南,西南,西北の7大経済協力区､ 1961年にはこれらのうち､華中･華南を

まとめて中南とし､図3-2に示した華北,東北､華東､中南､西南,西北の6つの大経済協力
′

区に調整された)､それぞれ経済発展の目標を定め､長期計画を制定した｡大規模な対外戦争

を想定し､国防的な配慮から軍事工業を中心に据えた内陸の経済発展を求めたのは､主に鉄

鋼コンビナートを核に､ある程度経済的に自立した生産体系を持たせようとするものであっ

た｡これによって,中国の経済生産額に占める重工業の比率が1952-1978年間に急上昇して

きた(上野1993),

大経済協力区にはそれぞれ中央局と大区経済委員会､計画委員会が設置され､区内の経済

建設と区内外の経済連携の調整を担当した｡
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(3)三線建設を早める開発戦略

｢第3次5カ年計画｣期(1966-70年)と｢第4次5カ年計画｣期(71-75年)では､新

たな(対米･対ソの)世界戦争に備えるという毛沢東の戦略思想に基づいて､工業建設の重

点を内地の｢三線地区｣に置いた｡∫いわゆる｢三線建設｣である｡ ｢第三線｣が具体的にどこ

を指すかについては資料面では必ずしも確定できないが,おおよそ四川,貴州､雲南､陳西,

甘粛,青海､寧夏の7省･自治区の全域もしくは大部分､及び山西,河南,湖北,湖南の4

省西部地域を指すとみられる｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　′

なお,三線のうち､ ｢第一線｣とは沿海地域と国境地域などいわゆる戦時の前線を指し, ｢第

二線｣とは｢第一線｣と｢第三線｣の間であるとされる. ｢第4次5カ年計画｣期に入ると,

｢三線｣の範囲はやや拡大され､ 1971年国家計画委員会の説明では､上記の11省･自治区に

広東省北部,広酉自治区西北部､河北省西部が加わり､寧夏自治区が抜けている｡ ｢三線｣と

は長城以南,蔀関以北,京広鉄道以西､甘粛烏鞘嶺以東の広大な内陸地域である(王春才1991),

｢三線建設｣が抱える政策的課題は,軍需工業体系を整備し, ｢戦略的大後方｣を確立する

ことであった｡そのため二つの政策手段が用いられた｡まず投資を｢三線｣地域-傾斜させ､

特に内陸部の西南､西北地域は投資の集中地域となった｡全国に占める｢三線｣地域-の基

本建設投資の割合を見ると､ 1963年から上昇の一途を辿り､ 60年代末と70年代初期にピー

クを迎えた｡その後徐々に減少する傾向に向かった(庄志強1996),次に､内陸部での新規投

資だけでなく,沿海工業都市からの既存設備､ R&D機構､マンパワー,及び技術者､熟練工

などを含む大規模な移転が行われた｡例えば, 1964年から1971年までの間に､沿海部から内

陸部-移されたエンジニア､熟練工の数は14万5000万人､設備の数は3万8000台余りに達-

した(丸山1988),

｢三線建設｣の実施結果として､ ｢三線｣地域特に西南地域は､鉄鋼､機械､エネルギー,

電子､航空機､宇宙ロケットなどを含む重工業､軍事工業基地に築き上げられた｡しかし､

これらの産業の担い手はほとんど国有企業であるため, 80年代以来､従来の｢三線｣地域は

市場化改革の波の中で苦しい立場に立たされることとなった｡

(4)考察

､産業政策の面から見ると,以上の三つの開発戦略は｢重工業優先｣で特徴づけられた｡建

国後極めて困難な経済状態のもとで強力的に推進された｢重工業優先｣の開発戦略は, ｢強蓄

積モデル｣とも言われる(南1990､渡辺1996),広大な農村は事実上重工業発展のための蓄

積源泉として位置づけられた｡

生産財を優先的に発展させるこの開発戦略の理論的根拠は､ソ連経済学者のフェリトマン

(G.Fel5tman)により提出､ドーマー(E.Domar)により精微化された｢フェリトマン-

ドーマー･モデル｣である｡このモデルは不均整開発(unbalancedgrowth)を唱えたハレシ
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ユマン(A.Hirschman)の主張と類似する点がある｡ ｢不均整開発｣は即ち､投資の先行した

部門が外部経済を形成し,それが他部門の投資を誘発し,この投資が新たな外部経済を形成

することによって､更に他の部門の投資を誘発するといった部門間の｢シーソー的発展｣を

想定したものである｡また｢不均衡の連続としての発展｣こそが経済成長にとって有効であ

ると提案､ヌルクセの主張する多部門｢均整成長モデル｣を批判した｡ハーシュマンのいう

｢先行部門｣は､前方関連を期待するような基礎的工業原料部門や中間生産物生産部門より,

後方関連による強い需要圧力をもたらす最終需要財の生産部門のほうがより現実的であると

指摘されている(ハーシュマン1961),

一方､中兼和津次は､この時期に中国で実行された｢重工業化｣はほとんど自己目的化さ

れていて,重工業部門-の多額な投資は経済全体の成長に効果はなかったと指摘したoそし

てその原因は｢制度的非効率性｣にあると分析した(中兼1999),つまり､ ｢制度的非効率性｣

により､ ｢不均整成長モデル｣が期待する誘発･波及効果が得ら得なかったと結論づけられる｡

言いかえれば､ ｢不均整成長モデル｣による誘発･波及効果を得るために､計画経済体制自身

の見直しが求められると言えよう｡

なお､このような｢重工業優先｣を中心とした一連の開発戦略は, 50-70年代における中

国の地域格差メカニズムに大きく影響したと考える(第3章･第2節を参照)0

2.三大制度(前掲図3-1の点線枠Ⅱを参照)

(1) ｢三大制度｣実行の背景

50-70年代に､上述した｢三大戦略｣の実行を保障するために, ｢三大制度｣が併せて設

けられた｡ ｢三大制度｣とは､いわばa戸籍制度､ b口糧制度(食糧の｢統-買付･統一販売｣)､

c労働就業国家管理制度の三つである｡

50年代の国際環境から見ると､中国はこの時期冷戦体制に組み込まれていた1950年の朝

鮮戦争への参戦は,米中対立を決定的なものにした｡国連による経済封鎖に直面した中国は

富国強兵を目指すために､ソ連型の重工業化戦略を導入したのである｡そこで､中国の農村

経済-の依存状態(とくに総人口に83%を占めた農村人口､耕地不足による巨大な農村余剰

労働力を抱えた三と)のもとで､政府は農村と都市の人口を分離し､有限な資源を都市の資

本集約型産業､特に重工業に集中させることにしたo

新たな産業都市を内陸部に建設するために,多くの農民が都市に流入した｡特に大躍進時

期には､重工業の強化が引き続き奨励され､財政の負担能力を無視して､大規模な都市改造

と拡張が相継いだ｡ 1957-60年には､ 44の都市が新たに設置された｡また都市人口は,この

3年間に4870万人の純増を記録したo　ところが,農村集団化政策の錯誤と重なった自然災害

により､食糧不足が発生した｡また都市部でも､生活基盤の劣悪化､失業問題なども相継い

で重なったo　このような深刻な社会･経済･政治問題を解決するために､ 1958年から発足し

た人民公社は､農民の移動制限に効力を発揮した｡そして､ 1950年代から始まった戸籍制度
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(周太和1984)は, 60年代から強化された｡大躍進後の調整期が終了し文革期に至っても､

都市と農村の分離は変わらず維持されてきた｡

国は､農村から都市住民-の食糧の供給や､戦争と自然災害に備えた備蓄食糧を確保する

ため､戸籍制度､食糧配給制度､労働就業制度等によって農民を農村に定着させた｡こうし

た都市と農村の隔絶によって､農村を重工業の蓄積源として位置付けた｡他方,国の財政投

資はほとんど重工業に集中し､農業部門-の投資額は限られ､農業生産の確保は厳しい課題

であった｡そこで､毛沢東は自力更生と集団労働(大衆動員)による生産の発展の取り組み

を唱えた｡

自力更生の強調は､国家財政の支援など望めない状況からして､当然のことであった｡一

方､集団労働の形態は互助組､初級合作社､高級合作社の段階を経て､ ｢政社の合一｣, ｢一大

二公｣の人民公社体制に移行した｡

都市戸籍を持っているかぎり,収入や社会保障など幅広い面で恵まれることを意味した｡

すなわち,住宅･食糧･教育･医療などは､計画経済システムの一環として､政府及び国有

企業､全人民所有制職場によって提供された｡これに加えて,食糧配給と就業管理が､都市

と農村の分離に効力を発揮した｡農産品は政府が一括して買付け.と販売を管理したので,都

市戸籍がなければ､食糧を受給することができなかった｡また､都市の就業は政府の指定に

よって分配されていた｡こうして､農民は農村に固定され､都市住民のような食いはぐれの

ない､ ｢鉄の茶わん｣を持つことはできなかった｡

(2)考察

中国における｢人民公社｣制度は,ヌルクセの｢過剰労働モデル｣の適用であると見なさ

れることがある(ヌルクセ1955),ヌルクセは､途上国の資本形成が貧困の悪循環によづて実

現困難であるなら､膨大に存在する限界生産力ゼロの過剰労働力(偽装失業人口)を資本蓄

積に動員すればよいと考えた｡

また､人民公社制度のもとで行われた伝統技術による農村内部の工業生産(｢五小工業｣､

いわゆる小製鉄所,小炭坑､小発電所,小機械工場,小化学肥料工場など)は､開発論でい

う｢中間技術(intermediate technology)｣或いは｢適正技術(appropriate technology)｣の適用

であると見なされることもある｡中間技術とは,近代的技術のエッセンスを持ち､しかし地

域の実情,例えば要素賦存に適した技術のことを指している(石川ほか1974),シガードソン

(J. Sigurdson)によると,中間技術は都市近代部門の技術を農村に移転し､都市農村間の技

術格差を縮めるためのアプローチである(Sigurdson1977),

しかし,この時期の｢人民公社｣制度は上述したように､ ｢市県分立･城郷分離｣政策のも

とで､重工業発展のための蓄積源泉と位置づけられたため､農村工業が行われても,それは

農村内部の循環にとどまり(渡辺1996)､都市農村間の技術を含む格差の是正にはつながらな

かった｡更に,計画経済体制自身が持つ欠陥(第3章･第2節を参照)により､ 80年代初期
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に人民公社制度がついに破綻することとなった｡

｢三大制度｣により､中国における｢都市部門｣と｢農村部門｣間というもっとも基本的

な格差の局面が定着させられ､農民には生まれつきの｢機会の不平等｣をもたらした｡言い

かえれば､都市部門･農村部門間格差が代表したこの時期の格差は, ｢体制的･固定化された｣

格差であった｡

第2節50-70年代経済開発の特徴と格差のメカニズム

1.経済開発の特徴

(1)経済と行政の一体性

これは計画経済体制の最も特徴的な点であろう.つまり,行政(中央政府)は市場の代わ

りに需要と供給のバランスをコントロールしようとする特徴である｡これに対して,日々刻々

変化する経済社会に対する情報処理能力の不足が計画経済体制のもつ先天的欠陥の一つであ

ると指摘されている｡塩沢由典は､計画経済体制は情報処理能力の問題を解決しない限り､

一般均衡論の成立が困難であろうと指摘した(塩沢1990),

事実､ 1930年代の西洋経済学界では, ｢社会主義経済論争｣が起こった｡ラング(O.Lange)

やグルシュコフ､テイラー(L.Taylor)は,試行錯誤的な価格情報のやり取りを通じて､市

場がなくても需要均衡交換比率を発見でき,最終的に均衡が成立することを｢理論的｣に証

明し､また情報の具体的な操作については､大型コンビュ｣タを導入すればクリアできると

主張した(Lange1967､グ/しシュコフ1976､ Taylor1994),このほか､バラン(P.Baran)や

ドッブ(M. Dobb)らは､経済発展のキャッチアップには､計画体制が必要である､と説いた

(バラン1960､ドッブ1956),特にドップは｢飼い主と犬のモデル｣を使って､計画の有効

性を訴えた｡このような主張は後で空想的であると証明されたが,当時の中国では計画の有

効性や可能性は固く信じられた｡

1978年までの中国の地域開発戦略は､従来の投資体制の枠組みと密接に関連していたと言

える｡いわば,政府(主に中央政府)による高度集中的な投資がなければ,均衡のとれた配

置,地方工自己完結の工業システムの形成､ ｢三線建設｣を早める開発戦略はすべて実施でき

なかったわけである｡

従来の投資体制における1つの基本的な前提として,企業(当時の企業の絶対多数はEg.有

企業であった)は完全に政府の付属物であるということもある｡その運営ルートは次のよう

に簡単にまとめられる｡すなわち､政府の決定により具体的なプロジェクトを建設し,財政

支出という方式を通じて投資し,行政部門によって設計と施工を手配し,完成した後は行政

部門によって工場長を任命し､生産､供給､販売を手配し,生産の利益は(減価償却を含む)

すべて財政に納め､それから再び政府によりプロジェクトを手配し,新しい循環のスタート

が始まるという具合である｡言うまでもなく､このような体制のもとでは､政府は唯一の投
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資活動の主体であり,企業は政府の単なる付属物で,独立した投資･運営主体とはなってい

なかった･｡このような事情から､小宮隆太郎は｢改革･開放｣前の中国においては, ｢企業は

なかった｣と結論づけた(小宮1989),

この体制下で生じたのは経済活動における行政の縦割り,横割りであった｡小島麗逸は『中

国における都市の改革』の中で｢河川航行権｣, ｢同一市内に異なる管理主体が工場を建設す

る場合｣､ ｢都市行政区と農村行政区間の矛盾｣､ ｢官庁が異なると有用資源でも捨てる｣等の

実例を挙げた(小島1986),さらにそれらの矛盾を調整するために､上位官庁が設けられ,屋

上屋を重ねる行政機構の肥大化を生むこととなった｡実に,計画経済体制それ自体を変えな

い限り､これらの問題を解決することは困難であろう｡

(2)低効率性

毛沢東戦略には,人口,コスト､市場という3つのファク′タ-を無視ないし軽視するとい

う重大な欠陥があったと指摘されている(小林1990),

実際に国を建設するには,コストをまったく考慮しないことは不可能であろう｡しかしな

ぜ計画経済の実施中に,国中の人々がコストを重視していなかったのかというと､恐らく各

級の指導者から企業や個人までは､コストを考えずにすむことができる｢計画経済体制｣に

置かれていたからであろう｡例えば,投資体制において,上から下まで｢大釜の飯｣体制を

取り､事実上なんらの投資責任も追及されない状態であったからである｡また､企業に予算

が足りない時や赤字が出た時など､国家はそれを補填し､占ルナイのいう｢ソフトな予算制

約(softbudgetconstraint)｣か生まれた(コルナイ1992),

その根本的な原因は､党と政府の合一性に加えて, ｢議行合-｣ (｢議会と行政の合一｣)と

いう政治体制を取ったために､事実上監督機関が存在していなかったことにもよる(人属公

社失敗の原因の一つもこの監督機能の不在であると言われる｡林毅夫ほか1997を参照)0

伝統的投資体制を簡単に言えば,行政の直接関与により､すべて取りしきり､また､その

権威を基礎とするものであったといえる｡政府(主に中央政府)をその主体としながら､投

資活動の一全プロセスをコントロールする体制である.財政支出制度の最大の特徴は､投資利

用の無償性である｡そのもとで企業は元金の返済や､利子の支払い等の制約を受けることな

く,企業から投資効率向上-の誘因(インセンティブ)を削った｡同時に企業に物量的指標

の達成を下達する国家主管部門も､企業の既存設備の維持と更新に対する関心が薄く,企業

経営効率や稼働率の向上よりも､企業規模を拡大したり､新規企業を設立した方が少なくと

も短期的には生産の拡大という直接的効果を生むが故に,前者を無視し､後者を選択すると

いう傾向を持った｡

そして､現実の中で､低効率性の発生は､実に上述した｢行政と経済の一体性｣､この後述

べる｢閉鎖性｣という特徴と直接にかかわっていたものである｡
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(3)軍事優先性

この点について留意すべきのは､軍事優先性は,冷戦時代に東西両陣営のイデオロギーの

対立により生じたものであり､そして､これは単なるその時代の1つの特色だけでなく､そ

の時代の経済､政治システムを理解する上での原点でもあろう｡これによって､重工業化優

先の戦略が決められただけでなく,指導層の中での｢冒進(暴進)主義｣をしばしば招来し,

それは上述した｢無償かつ無責任｣な投資制度と結びつけて､いろいろな｢冒進主義｣的計

画と行動が取られた｡ ｢三線建設｣のほかに､例えば､ 15年でイギリスの粗鋼生産量に追いつ

くことが｢大躍進｣に標梓され, 1978年の｢経済発展10カ年計画｣では､今世紀中に先進国

水準に達するという目標を表明した｡後にこれは｢洋躍進｣であると批判された｡

(4)　閉鎖性

栗林純夫は｢二階層二重経済構造｣という概念で改革･開放以後の中国経済の特徴を概括

した｡その中で,彼は｢開発経済学｣で見られる都市と農村の｢二重経済構造｣とは異なっ

て､中国の農村セクター内には､農業と非農業,そして､都市セクター内には国営集団経営

(フォーマル)と個人経営等の零細な雑業層(インフォーマルセクター),さらにその上に農

村セクターと都市セクターの関係が存在すると言う(栗林1993)｡陳宗勝も　に階層二重経済

構造｣或いは｢三部門経済｣ (農村工業､農村非農業,都市非農業)の概念で｢改革･開放｣

後の中国における格差構造を分析した(陳1995)

これに対して､筆者は｢改革･開放｣前の中国において､ ｢都市と農村｣という基本的な二

重構造のもとで,更にいくつかの｢サブ二重構造｣が複雑に絡んでいると考え､ ｢改革･開放｣

前の中国経済を｢多階層二重経済構造｣と名づけた｡計画経済体制は次に述べるような｢多

階層二重経済構造｣を組み込んでおり,同時に｢多階層二重経済構造｣の存在は計画経済シ

ステムにおける閉鎖性の裏づけでもあった｡

更に､これらの｢多階層二重経済構造｣はこの時期の格差の発生メカニズムでもあったと

考える｡具体的には以下のようにまとめる｡

2.地域格差の形態

具体的には､当時の経済構造においては､次のような｢多階層二重経済格差｣が存在し七

いたと考え′る｡

(1)都市と農村間

工業化の資本を蓄積するために､政府は｢市県分立･城郷分離｣の方針のもとで､ ｢戸籍制

度｣などの政策で農民を農村に定着させ､更に農産品の価格を低く抑えて､工業製品との間

に鉄状価格差を形成する方法を取った｡このような工業と農業の二重構造が,そのまま都市

と農村間の格差として現れた｡しかも戸籍制度に象徴される人口流動の抑制は､農村と都市
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との格差を固定することを意味した｡

(2)重工業と軽工業間

重工業の拡大の原資は,低価格食糧の確保と工農業製品間の鉄状価格であり､それゆえ,

農民と都市労働者の消費は著しい低水準に置かれた｡軽工業部が鉄状価格を通して得た彪大

な利潤はほとんど商工税とともに国庫に上納され､これも重工業拡大の原資となった｡この

実態は重工業優先戦略の帰結でもあった｡

一方､重工業部門内部で自己循環のメカニズムとも言うべきものが形成された｡要するに,

鋼材､工作機械等は国家統一分配物質であり､コークス､合金鉄なども主管部門の管理物資

であった｡これらの商品は峻別される物資として重工業部門内を低価格で自己循環していた

のである｡

(3)中央直属企業と地方企業間

中央直属企業は言うまでもなく全部国有企業であり,一方､地方企業は,地方政府所属の

国有企業と集団企業(人民公社時代の｢社隊企業｣)に分けられる｡

中･西部地域の大中規模の国有企業はほとんど1950-60年代に国家投資によって設立され

たか､あるいは沿海地域から移転されたものである｡大部分が中央直属であるため､行政上

の上位機閑からさまざまな規制や干渉を受けた｡一方､地方の優遇政策の多くを受けること

ができなかった｡他方､ ｢三線建設｣のような｢はめ込み式｣の開発は,中央直属企業が地方

経済との関連を欠くという構造を作りだした｡中央直属企業は資金･技術面での優位を十分

に発揮することができなかった｡これは､中央･地方の行政における｢縦割り･横割り｣が

もたらした弊害であるといえる｡

(4)軍需工業と一般工業間

内陸で新規に建設された工業のうちの相当な部分は軍需工業であった｡技術等の面での機

密性保持の理由で､一層内製率の高い閉鎖的な生産システムを持っており,市場向けに産品

競争という意識が弱く, 80年代に入って､これらの軍需企業の改造はひとつの政策的課題に

なった｡

(5)農村工業(社隊企業)と都市工業間

社隊企業は地元の原材料､労働力を利用して発展することはできるが､他方で都市部の大

工場,企業のような原材料･資源･労働力の国家配給がなく､都市部の企業との競争も許さ

れず､その活動は農村内に制限されていた｡農村の工業化､いわゆる社隊企業による工業生

産は､あくまでも農業生産の補完や農村建設のために行われ､都市(工業)の領域を侵すこ

とはできなかった｡
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(6)工業中心と周辺地域間

内陸の国有企業が立地した都市の多くは､ ｢三線建設｣のブームで建設されたものであった｡

具体的な分布を見る-と､それぞれ分散して孤立し､閉鎖された状態にあったので,工業地区

や工業中心は多数形成されたものの,それらの多くは周囲の経済の発展を引き起こすには至

らなかった｡周辺地域及び立ち遅れた農村との経済的リンケージを持たない｢飛び地｣

(enclave)のような存在であった｡内陸地域に彪大な工業ストックを築き上げたが､この地

域の生活環境の改善と所得水準の向上には繋がらなかった｡これも-種の｢二重構造｣と考

えられる｡

また､沿海部においても工業中心と周辺地域間の遮断が見られ､実例として､第4節で述

べる｢50-70年代長江デルタ地域経済の局面｣を参照されたい｡

3.地域格差の性格

このように､この時期の格差の性格は､固定化された｢体制的格差｣といってよいと考え

る｡つまり,計画経済体制が規定した｢計画下の権利｣を享受する主体としての都市部,重

工業､国有セクター,中央直属企業､軍需企業､工業中心等と, ｢計画下の義務｣を負う主体

としての農村､軽工業､非国有セクター､地方企業､非軍事企業､工業中心の周辺地域等が

存在していた｡

第3節50-70年代長江デルタにおける格差の実態と要因分析

中国の地域格差の長期推移を観測したライオンズ(T.Lyons)は､毛沢東時代の地域格差が

予想に反して広がったと指摘した(Lyons1991)既往研究の多くも､観測指標(所得指標や､ ′

消費指標､ GDP指標など)が異なるものの､概ねこの結果を支持した｡つまり｢改革･開放｣

後の80年代の地域格差は拡大したと思われがちが､ 70年代までと比べて小さくなったこと

が分かった(楊偉民1992､栗林1993､杜進1993,魂後凱1992､渡辺1994,呉軍華1994､

朱炎1994など)0

本論文では､ 50-70年代の長江デルタの地域格差について考察する｡

1.格差の実態

この時期においては,都市レベルの詳細なデータが得られないほか,都市行政域も現在と

大きく異なったため､ 50-70年代の格差分析については省レベルのデータに絞ることにした｡

｢改革･開放｣が始まった直後の81年のデータを第1開発段階(50-70年代)の結果と

して受け止め,格差の実態を考察する｡結論から言うと､この開発段階における上海直轄市

と江蘇省､漸江省の格差水準は､ 80年代そして90年代のそれと比べて最も大きかった(な
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お,絶対極差は一貫にして拡大してきた).つまり先行研究で見られる全国ベースでの考察結

果とほぼ一致している｡

具体的には,次の2つの側面から考察を行う｡

(1)表3･1が示した｢1人当り工農業総生産｣ (81年のGDPのデータが得られなかったた

め､代理指標として｢1人当り工農業総生産｣を使った)/の全国での順位｡

第1開発段階が終わった時点である81年に､上海は1位､江蘇省は5位,漸江省は8位で

あった｡ 80年代と90年代を通じて,上海の1位に変わりがないが､江蘇省は6位､ 7位と大

きな変動がなかったのに対して,漸江省は8位から4位に上昇した｡

(2)表3-2､図3-3が示した相対極差,倍率,変動係数｡

まず相対極差について､第1開発段階が終わった時点である1981年は1.81で,第2開発

段階が終わった時点である90年の1.13と､第3′開発段階が終わった時点(今のところ)で

ある98年の1.10と比べると､大きかったことが分かった｡次に,倍率にも同じ傾向が示さ

れた｡ 81年は5.83で､ 90年の2.81と98年の2.82に比べると大きかった｡更に､変動係数

についても同じことが言える｡ 81年は1.03で､ 90年の0.65と98年の0.62と比べると大き

かった｡

2.格差の規定要因

格差の規定要因を探るため,本章第2節であげた50-70年代における｢地域格差の6つ形

態｣ (｢多階層二重経済格差｣)に視点を当てて考察する｡その中の1-5番目の形態を産業構

造における以下三つの特徴に要約することができる｡つまり｢重工業率｣, ｢国有企業率｣､ ｢三

次産業構造｣という三つの側面である(なお､ 6番目の形態についての考察は第4節の｢50

-70年代長江デルタ地域経済の局面｣を参照)0

そのために表3-3を作成し,その時期における地域格差の規定要因を分析する｡考察を通じ

て､ 50-70年代における地域格差の規定メカニズムの中､当時の上海は他地域と比べて優位

に立っていたことが分かる｡

表3-3の中で,長江デルタにおける2省(江蘇省､漸江省) 1直轄市(上海市)の産業構造

の幾つかの側面をあげた｡ ①工業総生産に占める重工業の比率､ ②工業総生産に占める国有

セクターの比率, ③三次産業の構成比の三つに注目しながら､分析を行う｡

まず｢重工業優先の開発戦略｣を念頭に､表3-3に示した1978年(第1開発段階が終わっ

た時点)の重工業率を考察する｡重工業率について､上海は江蘇省に接近しながら､漸江省

より一段高かったことが分かる｡

そして｢国有企業中心の産業政策｣を念頭に､表3･3に示した｢国有工業率｣を考察する｡

結果,第1開発開発段階が終わった時点に､上海(80年)における国有セクターの比率は87.39%

32



表3-1各省の1人当りGDP実績順位及び成長率順位の時系列変化

地域

ー98 1 1 98 5 1 990 l 99乏 9 95 19 96 19 97 19 98 8 5 90 9 0 9 8 成長 率

実績 噴位 実績 頃位 実績 頃位 実績 順位 実績 順位 実績 頃位 実績 順位 実績 畷位 ■成長率 頃位 成長垂 慎位 順位変化

全国 75 2

3

2

■12

85 6

2

1 634

3

■2
ー8

2 28 7

2

48 35

2

5 54 7

2

60 48

2

63 92

2

3

13 .80

29

ー8 .59

2 ● ′北 嘉 市 2 60 5 2 70 4 3 224 6 80 5 130 73 1 28 33 1 45 98 184 82 3.58 24 .39

夫 津 市 2 65 7 2 1 98 3 3 62 1 4 69 6 3 103 08 3 1 16 29 3 130 16 3■148 08 10 .5 0 26 ー9.25 10 ●

河 北 省 63 2 7ー9 19 ー4 6 5 184 3 14 44 44 13 5 3 25 12 60 59 12 65 25 ′′､ ー5.3 0 9 20 .53
■8 ■●

山 西 省 6 86 l l 83 8 12 152 8 16■ 174 4 17 35 69 16 41 99 16 47 12 16 50 40 1 7 1 2.7 7 24 1 6.0 9 24 ■ ■

内 蒙 古 5 36 1 6

4■

7

6

∫

5

♂

2 3

8q 9 14

4

ーー

147 8 1 7

4

12

8

∫

7

6

2 4

1了12 18 30 13 ■2 6 42 69 17 47 0 6 17 50 68 1 6 1 2.8 1 23 ー6.65 22 , ●

遼 寧 省 15 13 ■ー4 13 2 69 8 3 25 4 5 68 80 8 76 72 8 84 34 8 93 33 ♂ 1 3.8 1 16 1 6.78 2 1 , ▲ ■

吉 林 省 ■■■ 8 5 6 8 68 174 6 2 07 1 13

9

∫

♂

7

29

44 14 14 5 123ー 14 55 0 6 15 59 16 1 5 1 5.0 0 8 1 6.48 23 ▲

黒竜江省 10 53 10 62 6 2 02 8 2 43 3 ､､54 65 10 64 45 10 72 2 1 10 75 44 10 ー3.8 1 16 ー7ー85 18 ▲

上 海 市 ■ 27 9 2 3 8 55 ∫

7

5

20

5 9 10 8 6 52 18 94 3 ∫ 2 04 5 2 ∫ 2 30 6 3 ∫ 2 82 5 3 ー 8 .9 2 2 7 2ー-60 4

5

∫

●

江蘇 省 1 12ー 10 53 2 10 3 2 8 58 7 2 99 ♂ 84 4 5 ♂ ､ 9 34 6 ♂ 10 02 1 ■7

､4

J2 1

6

2 2

9

19

14 .84 ′〃 2 1.55 ●

由 江 省
8 5 5 10 6 3 2 12 2 2 8 5 0 8 0 74 4 9 54 7 4 10 45 8 4 ′′〟 7 ー4 .83 ′′ 2 3.1 8 ●

安徽 省 4 9 6 6 46 11 82 12 53 3 35 7 20 38 54 21

7

24

9

■20

43 5 8 21 45 7 6 12.8 4 22 ー8.44 15 ●

福 虚 省 5 4 8 17 了4 1 1 7 17 88 ーー 22 64 l l 6 96 5 7 79 94 9 14 2 7 ー0 36 9 19ー2 6 3 24 .5 7 ■1 ●

江 西 省 5b 8 2 2 5 9 7 25 1ー28 2 5

++ら

28

14 39 23 3 08 0 24

9

22

3 69 6 4 133 23

9

20

44 8 4 13.5 7 1 9 18.8 3 13

7

9

ll

■ ●

山 東 省 73 4 10 8 8 7 ー0 ー8 15 23 07 10 5 75 8 68 2 1 75 7 0 8 12 0 15.4 0 6 2 0.6 0 A

河 南 省 48 0 2 5

■9
15

5 80 2 6 10 9 1 13 77 2～4 3 3 13 40 16 4 4 13 4 7ー2 13 .4 7 2 0 2 0 .0 7 ●

湖 北 省 76 0 8 0 8 1 5 15 56 1■5 ､■◆18 2 7 1■5 4 6 2 15 5 09 9 ー5 5 87 5 13 6 30 0 12 ー4一0 0 15 19 .10
●

湖 南 省 57 3 62 6 2 1

8

2 8

2 4

12 28 22

■5
29

14 8 7 20

4

2 7

3 47 0 18

5

1 7

4 1 18 18

5

1 9

4 63 0 18

5

2 2

4 95 3 18

5

27

14 .4 3 12 19 .0 4 1 2

6

16

i

広 某 省 6 29 13 98 2 23 95 35 75 7 97 3 9 3 65 10 3 75 ー114 3 ー9 .5 2 2 ■ 21 .19 ▲

広 西 4 26

4 80

26

24

4 7ー

59 9

10 6 6 13 18 3 54 3 4 0 74 ､ 4 35 0 4 0 76 17 .75

13 .03

■4′

2 1

18 .25 ▲

●

海 南 省

重慶市

四川省

1 58 9

1ー0 5

ー3

26

2 12 6

135 6

12

2 5

52 25

32 0 1

1■1

23

5 30 7

3 68 8

■13

2 6

5 5 16

4 4 38

39 38

14

1 9

2 7

6 0 22

4 6 84

4 3 39

14

20

25

18 .12

18 .65

17

14

貴 州 省 3 0 1 2 9 42 0 2 9 8 10 30 100 9 3 0 8 53 3 0 皇0 25 2 9 21 99 3 1 2 34 2 3ー 14 .04 ー3 ー4 .19 2 9 ▲

雲 南 省 4 03 2 7 48 6 27

9

22

122 4 23 33 4 2 6 30 44 2 5 3 6 90 2 5 40 16 25 4 3 55 24 20 .29 ー 17 .19 19 ▲ ■

西 藤 3 98 28 8 94 12 76 20 148 6 21 23 9 2 ■2 8 26 54 2 8 3 104 3 0 37ー6 2 9 7.37 28 ー4 .30 28 ■ +

陳 西 省 ■ 5 4 1 18 60 8 124 4 2 1 145 8 ■ 22 28 43 2 7 33 17 2 7 37 14 2 8 38 34 28 15 .3 9 7 15 .l l 26 ▲

甘 粛 省 5 26 1 9 60 8 22 109 9 2 7 13 14 ′28 2 288 2 9 18 95 3 0 3 133 2 9 34 56 30 ー2ー5 7 ■25 15 .40 25 ■

青 海 省 5 24 20 80 8 15 155 8 14 82 1 16 34 30 ■19 37 62 2 2 40 74 2 4 43 6 7 23 14 .03 14 13ー75 3 0 ▲

箪 夏 ■ 5 22 2 1 73 7 ー8 ー3 93 1 9 163 5
19

ノ■8

33 2 8 2 1 37 6 23 3 980 2 6 42 70 2 6 1 3.5 8 18 15 .03 27 ▲

新 彊 5 76 14 8 20 13 17 99 1■0 24 58 4 8十9 12 54 0 1 1■1 6 11 3 ll ､62 2 9 ー3 17ー0 2 5 ー6■了9 20 ▲

注:(1)△1981年は｢1人当りエ農業総生産J｡ (2)1は.順位上昇;は, ▲順位後退;は. ■順位不変

(3)｢中国統計年鑑｣各年版､ ｢中国富力｣97, 99年版などにより整理.計算



表3-2上海.江蘇.漸江における1人当りGDP(名目)格差の推移

19 9819 80 1985 19 9 0 19 93 199 5 19 97

絶 対 極 差

相 対 極 差

22 68

ー■8 1

2 80 2 3 80 7 73 92 1164 4 164 04 182 19

1.4 1 1.13 .0 8 1一0 2 1.0 8 1 .10

倍 率

変 動 係 数 ■

5 .83

1.0 3

3 .6 6 ■2 一8 1 2 .72 2.6 0 2.76 ′2 .82

0 .8 1 0 .6 5 0 .6 2 0 .5 7 0 .60 0 .62

注:(1):絶対極差の単位:元
(2)｢上海統計年鑑｣. r江蘇統計年鑑｣･ r漸江統計年鑑｣各年版により計算

単位:元
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■■■絶対極差(左目盛)
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一女･･･倍率(右目盛)

一朝-変動係数(右目盛)

1980　1985　1990　1993　1995　1997　1998

図3-3上海,江蘇.新江における1人当りGDP(名目)格差の推移
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表3-3　上海市･江蘇省･漸江省の産業構造
省 ,

■直 轄 市

年 別 G D P

I

G D P に 占 め る 産 業 構 成 (億 元 ) G D P に ■占 め る 産 業 構 成 (% ) 工 業 総 生 ■

■産 (億 元 ) I

軽 重工 業別 生 産 療 (億 元 軽 重 工 業 別構 成 比 (% ) 経 営 短 別 生 産 綾 (億 元 】経 営 類 型 別 構 成 比 (% )

第 1 次 第 2 次 ■ 第 3 次 第 1 次 第 2 次 ■ 第 3 次 軽 工 業 重 工 業 軽 工 業率 重 工 業 率 一国 有 -非 国 有 -非 国 有 率 国 有 率

上

港

市

19 4 9 8 3 .7 0 1 6 .3 0

1 9 5 2 3 6 .6 6 2 .1 7 1 9 .2 2 1 5 .2 7 5 .9 2 5 2 :4 3 4 1 .6 5 6 6 .6 0 5 2 .8 1 1 3 .7 9 7 9 ー2 9 2 0 .7 1

1 9 7 8 2 7 2 .8 1 1 .0 0 2 1 .0 5 5 0 .7 6 4 .0 3 7 7 .3 6 1 8 .6 1 ■5 ー4 .0 1 2 6 6 .0 2 2 4 7 .9 9 5 1 .7 5 4 8 .2 5

1 9 8 0 3 1 1 .8 9 1 0 .1 0 2 3 6 .1 0 6 5 .6 9 3 .2 4 7 5 .7 0 2 1 .0 6 5 9 8 .7 5 3 3 1 .1 3 2 6 7 .6 2 5 5 .3 0 4 4 .7 0 5 2 2 .7 1 7 6 .0 4 1 2 .7 0 ′8 7 .3 0

9 8 5 4 6 6 .7 5 1 9▼5 3 3 2 5 .6 3 1 2 1 .5 9 4 .1 8 6 9 .7 7 2 6 .0 5 8 6 2 .7 3 4 5 6 .3 8 4 0 6 .3 5 5 2 .9 0 4 7 ー1 0

1 9 9 0 7 5 6 .4 5 3 2 .6 0 4 8 2 .6 8 2 4 ー■1 了 4 .3 1 ◆ 6 3 .8 1 3 1 .8 8 1 6 4 2 .7 5 8 4 6 .6 3 7 9 6 .ー2 5 1 .5 4 4 8 .4 6 ■ー0 4 4 .7 9 5 9 7 .9 6 3 6 .4 0 6 3 .6 0

9 9 8 9 3 .7 7 3 3 .3 6 5 5 1 .3 4 3 0 9 .0 4 3 .7 3 6 1◆6 9 3 4 .5 8 1 9 4 7 .1 8 9 7 6 .3 4 9 7 0 .8 4 5 0 .1 4 4 9 .8 6

9 9 2 1 1 1 4 .3 2 3 4 .1 6 6 7 7 .3 9 4 0 2 .7 7 3■0 了 6 0 .7 9 3 6 .1 4 2 4 2 9 .9 6 1 1 3 2 .7 5 1 2 9 7 .2 4 6 .6 2 5 3 .3 8

9 9 3 1 5 1 1 .6 1 3 8ー2 1 9 0 0 .3 3 5 7 3 .0 7 2 .5 3 5 9 .5 6 3 7 .9 1 3 3 2 7 .0 4 1 4 0 1 .3 3 1 9 2 5 .7 1 4 2 . 2 5 7 .8 8

1 9 9 4 1 9 7 1 .9 2 4 8 .5 9 1 1 4 3 .2 4 7 8 0 .0 9 2 .4 6 5 7 .9 8 3 9 .5 6 4 2 5 5 .1 9 1 8 9 0 .1 2 2 3 6 5 .0 7 ､ 4 4 .4 2 ､■ 5 5 .5 8 2 2 7 6 .5 3 1 9 7 8 .6 6 4 6 .5 0 5 3 .5 0

1 9 9 5 2 4 6 2 .5 7 6 1 .6 8 1 4 0 9 .8 5 9 9 1 .0 4 2 .5 0 5 7 .2 5 4 0 .2 4 5 3 4 9 .5 3 2 4 3 2 .6 7 2 9 1 6 .8 6 4 5 .4 7 5 4 .5 3 2 0 2 8 .4 5 3 3 2 .0 8 6 2 .0 8 3 7 .9 2

1 9 9 6 2 9 0 2 .2 0 7 1 .5 8 1 5 8 2 .5 0 1 2 4 8◆1 2 2 .4 7 5 4 .5 3 4 3 .0 1 5 2 6 .2 2 2 3 3 4 .2 9 2 7 9 1 .9 3 4 5 .5 4 5 4 .4 6 1 6 7 8 .6 2 3 4 4 7 .6 0 6 7 .2 5 3 2 .7 5

1 9 9 7 3 3 6 0 .2 1 7 5 .8 0 1 7 5 4 .3 9 1 5 3 0 .0 2 2 .2 6 5 2 .2 1 4 5⊥5 3 5 6 4 9 .9 3 2 5 2 8 .1 9 3 1 2 1 .7 4 4 4 .7 5 5 5 .2 5 6 4 9 .3 9 4 0 0 0 .5 4 7 0 .8 2 9 .1 9

1 9 9 8 3 6 8 8 .2 0 7 8 .5 0 1 8 4 7 .2 0 1 7 6 2 .5 0 2 .1 3 5 0 .0 8 4 7 .7 9 5 9 1 9 .3 5 2 6 1 1 .4 8 3 3 0 7 .8 7 4 4 . 2 5 5 .8 8 1 3 6 8 .6 9 4 5 5 0 .6 6 7 6 .8 8 2 3 .1 2

江

蘇

省

1 9 5 0 1 9 .0 0 1 7 .9 4 ～ .0 6 9 4 .4 2 5 .5 8 l l .9 3 7 .0 7 3 7ー2 1 6 2 ●了9

1 9 5 2 4 8 .4 1 2 5 .4 9 8 .5 3 1 4 .3 9 5 2 .6 5 1 7 .6 2 2 9 .7 3 ､ 2 5 .5 3 2 3 .9 7 1 .5 6 9 3 .8 9 6 .1 ー 1 7 .3 9 8 .1 4 3 1 .8 8 6 8 .1 2

1 9 7 8 2 4 9 .2 4 6 8 .7 1 1 3 1 .0 9 4 9 .4 4 2 7 .5 7 5 2 .6 0 9 .8 4 3 3 7◆6 5 1 7 6 .9 4 1 6 0 .7 1 5 2 .4 0 4 7 .6 0 2 0 7 .5 2 ー3 0 .1 3 3 8 .5 4 6 1 .4 6

1 9 8 0 3 1 9 .8 0 9 4 .2 4 1 6 7 .4 1 5 8 .1 5 2 9 .4 7 5 2 .3 5 1 8ー1 8 4 6 7 .8 2 2 6 7 .9 7 1 9 9 ー8 5 5 7 .2 8 4 2 .7 2 2 6 8 .l l 1 9 9 .7 1 4 2 .6 9 5 7 .3

1 9 8 5 6 5 1 .8 2 1 9 5 .6 6 3 3 9 .5 6 1 1 6 .6 0 3 0 .0 2 5 2 .0 9 1 7 .8 9 1 0 3 6 .6 7 5 5 2 .2 3 4 8 4 .4 4 5 3 .2 7 4 6 .7 3 4 2 6 .2 4 6 1 0 .4 3 5 8 .8 8 4 1 .1 2

1 9 9 0 1 4 1 6 .5 0 3 5 5 . 7 6 9 2 .5 9 3 6 8 .7 4 2 5 .0 7 4 8 .8 9 2 6 .0 3 2 7 6 4 .1 0 1 5 1 0 .5 7 1 2 5 3 .5 3 5 4 .6 5 4 5 .3 5 9 4 8 .4 0 1 8 1 5 .7 0 ー 6 5 .6 9 3 4 .3

1 9 9 1 6 0 1 .3 8 3 4 5 .1 4 7 9 3 .9 2 4 6 2 .3 2 2 1 .5 5 4 9 .5 8 2 8 .8 7 3 1 6 1 .6 0 6 8 2 .7 6 4 7 8 .8 4 5 3 .2 2 4 6 .7 8 0 4 5 .3 2 1 6 .2 9 6 6 .9 4 3 3 .0 6

1 9 9 2 2 1 3 6 .0 2 3 9 2 .8 2 1 1 9 .2 6 6 2 2 .9 4 1 8 .3 9 5 2 .4 0 2 9 . 6 4 6 7 3 .5 7 2 3 7 9 .0 0 2 2 9 4 .5 7 5 0 .9 0 4 9 .1 0 1 3 1 9 .2 1 3 3 5 4 .3 6 7 1 .7 7 2 8 .2 3

1 9 9 3 2 9 9 8 . 6 4 9 0 .5 9 5 9 8 .0 5 9 0 9 .5 2 6 .3 6 ■′5 3 .3 0 3 0 .3 4 7 0 9 6 .4 6 3 4 3 9 .5 0 3 6 5 6 .9 6 4 8 .4 7 5 1 .5 3 1 6 5 1 .0 4 5 4 4 5 .4 2 7 6 .7 3 2 3 ▲2 7

1 9 9 4 4 0 5 7 .3 9 6 7 1 .9 4 2 1 8 6 .7 7 1 1 9 8 .6 8 1 6 .5 6 5 3 .､9 0 2 9 .5 4 9 8 2 6 .5 0 5 0 1 4 .5 4 4 8 1 1 .9 6 5 1 .0 3 4 8 .9 7 1 9 5 9 .9 9 7 8 6 6 .5 ー 8 0ー0 5 1 9 .9 5

9 9 5 5 5 5 .2 5 8 4 8 .3 5 2 7 1 5 .2 6 1 5 9 1 .6 4 1 6 .4 6 5 2 .6 7 3 0 .8 7 9 8 0 7 .1 9 4 7 8 5 .4 2 5 0 2 ー7 7 4 8 .8 0 5 1 .2 0 2 0 9 6 ー6 9 7 7 1 0 .5 0 7 8 .6 2 2 1 .3 8

9 9 6 6 0 0 4 .2 9 6 5 .2 9 3 0 7 4 . 2 1 9 6 4 .8 0 1 6◆0 8 5 1 .2 0 3 2 .7 2 5 5 5 .6 0 5 6 7 6 .4 7 5 8 7 9 . 3 4 9 . 2 5 0 .8 8 2 2 4 4 .6 8 9 3 1 0 .9 2 8 0ー5 7 ー9 .4 3

1 9 9 7 6 6 8 0 .3 4 1 0 0 8 .4 3 4 1 .8 6 2 2 6 0 .0 7 15 ､.1 0 5 1 .0 7 3 3 .8 3 2 5 4 2 .4 0 6 3 8 2 .9 6 6 1 5 9一4 4 5 0 .8 9 4 9 .1 2 2 1 4 .0 6 1 0 3 2 8 .3 4 8 2 .3 5 1 7 .6 5

1 9 9 8 7 ー9 9 .9 5 1 0 1 6 .2 7 3 6 4 0 .1 0 2 5 4 3 .5 8 14 一1 1 5 0 .5 6 ‥､ 3 5 .3 3 3 8 5 .可0 6 8 4 3 .3 8 6 3 4 2 .4 0 5 1 .9 0 4 8 .10 1 9 6 3 .8 0 ー1 2 2 ー●9 0 8 5 .1 1 4 .8 9

節

江

省

19 5 0 1 7 .4 2 1 .7 7 1 .7 0 3 .9 5 6 了●5 7 9 .7 6 2 2 .6 8 5 .1 3 4 .6 0 0 .5 3 ､8 9 .6 7 1 0 .3 3 4 .5 5 0 .5 8 l l .2 8 8 8 .7 2

1 9 7 8 2 3 .7 2 4 7 .0 9 5 3 .5 2 2 3 .l l 3 8 .0 6 4 3 .2 6 8 .6 8 3 2 . 7 9 .5 5 2 .6 0 6 0 .1 8 3 9 .8 2 8 1 .0 3 5 1 .0 8 3 8ー6 6 6 1 .3 4

1 9 8 0 ー7 9 .6 8 6 4 .6 ト 8 4 .0 7 3 .0 0 3 5⊥9 6 ､ 4 6 .7 9 1 7 .2 5 2 0 1 .6 ー 1 2 5 .7 4 7 5 .8 7 6 2 .3 7 3 7 .6 3 1 1 3 .7 8 8 7 .8 3 4 3 .5 6 5 6 .4 4

1 9 8 5 4 2 7 .5 0 1 2 3 .8 8 1 9 8 .9 1 0 4 .7 1 2 8◆9 8 4 6 .5 3 2 4 .4 9 5 5 0 .6 3 3 4 3 .9 9 2 0 6 .6 3 6 2 .4 7 3 7 .5 3 2 0 4 .6 7 3 4 5 .9 6 6 2 .8 3 3 7 .1 7

1 9 9 0 8 9 7 .9 9 2 2 5 .0 4 4 0 8 .1 8 2 6 4▼7 7 2 5 .0 6 4 5 .4 5 2 9 .4 8 1 4 3 4 .1 6 9 3 5 一0 8 4 9 9 .0 8 6 5 .2 0 3 4 .8 0 4 4 7 .6 5 9 8 6 .5 6 8 .7 9 3 1 .2 ､1

9 9 1 1 0 8 1 .7 5 2 4 5 .2 2 4 9 4 .l l ､ 3 4 2 .4 2 2 2 .6 7 4 5 .6 8 3 .6 5 1 8 0 1 .4 0 7 3 .6 9 6 2 了●7 1 6 5 .1 5 3 4 .8 5 5 3 0 .9 3 1 2 7 0 .4 了 7 0 .5 3 2 9 .4 7

9 9 2 1 3 6 5 .0 6 2 6 2ー6 7 6 5 3 .4 3 4 4 8 .9 6 9 .2 4 4 7 .8 7 3 2 .8 9 2 4 4 7 .6 3 1 5 4 4 .8 2 9 0 2 .8 1 6 3 .l l 3 6 .8 9 6 4 6 .3 4 1 8 0 1 .2 9 7 3 .5 9 2 6 .4

9 9 3 1 9 0 9 .4 9 3 1 7 .8 4 9 8 0 .4 2 6 .2 3 6 .6 5 5 1 .3 4 3 2 .0 1 3 8 1 2 .3 9 2 2 6 0 .7 5 1 5 5 1 .6 4 5 9 .3 0 4 0 .7 0 8 1 5 .8 6 2 9 9 6 .5 3 7 8 .6 0 2 1 .4 0

1 9 9 4 2 6 6 6 .8 6 4 4 3 .8 7 1 3 8 8 .0 6 8 3 4 .9 3 6 .6 4 5 2 .0 5 ノ3 1 .3 1 5 7 8 4 .9 3 3 7 3 6 .9 5 2 0 4 7 .9 8 6 4 .6 0 3 5 .4 0 9 3 0 .8 6 4 8 5 4 ー0 7 8 3 .9 ー6 .0 9

1 9 9 5 3 5 2 4 .7 9 5 5 9 .8 0 1 8 3 4 ◆4 7 1 1 3 0 .5 2 1 5 .8 8 5 2 .0 4 3 2 ◆0 7 8 2 0 7 .8 6 5 1 4 9 .l l 3 0 5 8 .7 5 6 2 .7 3 3 7 .2 7 1 1 3 7 ,2 7 7 0 7 0 .5 9 8 6 .1 4 1 3 .8 6

9 9 6 4 1 4 6 .0 6 6 0 9 .1 8 2 2 0 0 .1 9 3 3 6 .6 9 14 .6 9 5 3 .0 7 3 2 .2 4 8 8 2 0 .5 3 5 5 0 5 .8 3 3 14 .7 2 6 2 .4 2 3 7 .5 8 9 4 7 .8 2 7 8 7 2 .7 1 8 9 .2 5 1 0 .7 5

1 9 9 7 4 6 3 8 .2 4 6 3 7 .4 8 2 5 0 9▼5 6 4 9 .2 0 1 3⊥7 4 5 4 .1 1′ 3 2 .1 5 1 0 3 了9 .9 6 6 5 3 .6 3 8 6 6 .3 5 6 2 .7 5 3 7 .2 5 9 7 7 ー1 7 9 4 0 2 .7 9 9 0 .5 9 9 .4

1 9 9 8 4 9 8 7 .5 0 6 3 1 .3 1 2 7 0 9 .0 8 6 4 7 .l l 2 .6 6 5 4 .3 2 3 3 .0 2 1 1 3 3 8 . 9 7 0 5 6 .9 9 4 2 8 1◆1 9 6 2 .2 4 3 7 .7 6 1 2 4 5 .7 8 1 0 0 9 2 .4 1 8 9 .0 1 1 0 .9 9

出所: ｢中国統計年鑑｣, ｢上海統計年鑑｣, ｢江蘇統計年鑑｣. ｢漸江統計年鑑｣各年年版などにより作成.算出｡



であり､江蘇省(78年)の61.49%と漸江省(78年)の61.32%より高かったことが明白であ

る｡

更にその時期に,上海と同じ重工業比率の高かった江蘇省との間で, 1人当りGDPの実績

に差をつけた要因は, GDPに占める産業構成の差にあったと考えられる｡表3-3によると､

78年の第三次産業の比率について,上海の18.61%は,江蘇の19.84%､漸江の18.68%に接

近したが､江蘇と漸江に及ばなかった｡一方,78年の第一次産業の比率に関して､上海の4.03%

は､江蘇の27.57%,漸江の38.06%を大きく下回った｡

50-70年代に､ ｢優遇された都市部門｣と｢蓄積源泉とされた農村部門｣という基本的な｢二

重構造｣が存在していた以上､このような三次産業(特に第1次産業の比率)における構造

的差は､この時期の格差実態に大きな影響を与えたと考えられる｡

第4節　50-70年代長江デルタ地域経済の局面

1.実態

前述(第1節を参照)したように､ 1958年と1961年の二回にわたって全国スケールで行

われた｢大経済協力区｣設定の中で､長江デルタにおける上海直轄市､江蘇省､漸江省はい
I

ずれも｢華東経済協力区｣ (図3-2を参照)の一部として指定された｡

この時期の｢大経済協力区｣体系の運営実態を反映した好例ノとして､ ｢三線建設｣の実例が

あげられる(｢三線建設｣に対する説明は第3章･第1節を参照)0

｢三線建設｣に関わる上海の動きは以下の通りである｡

① 1964-1973年の｢三線建設｣期間に304のプロジェクト､ 411の工場､ 9万2千人の

職員･労働者が内陸の三線地域に移転させられた(房経中1984)0

②上海が関わった｢小三線建設｣はいわば｢華東小三線｣と｢上海後方基地｣の二つであ

った｡上海は｢華東小三線地区｣であった江西省に､19の軍需企業を建設した｡そして1977

年までに｢上準後方基地｣であった安徽省,漸江省におけろ16の県･市に延べ83の企業･

機関を建設し,累計投資額は5億元に達した(孫懐仁1990)｡

一方､これらの企業が他省に所在していたにもかかわらず､計画経済体制に特有の行政の

横割り･縦割りによって､行政上は1980年代に至るまで上海市政府の管轄下に置かれていた｡

ネして運営上では,行政的チャンネルに沿って､原材料を上海から運び込み､製品も上海-

運び出すといったことが行われていた(厳浩1988)｡工業中心地と周辺地域間のリンクが確

立されず､地域経済が行政の壁により遮断されていた事実が浮かびあがった｡

2.体制的背景

(1)計画経済体制の負の遺産-- ｢行政経済区｣
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計画経済体制のもとで生まれた地域経済の局面は｢行政経済区｣と簡約できる｡

｢行政経済区｣とは, ｢行政区｣と｢経済区｣の特殊な合成体であり､計画経済体制下での

み､存在が可能であった｡国有企業は国家行政の強い統制管理下に置かれており､生産およ

び資源や製品の分配など､経営の権限が国家行政に集中されていた｡その結果として､企業

は実質的に行政の末端における単なる生産･販売単位となり,企業の経営自主権は保障され

ていなかった(｢政企不分｣) (図3-4を参照)0

また､国有企業の主管政府は､中央各部･委員会､省､市･県,区など実に多様となるが,

結局企業が｢条々｣と｢塊々｣に囲まれることになった｡ ｢条々｣とは縦割り.を指し,中央政

府の1つの監督官庁(部･委員会)の配下は､上から下までその統制下に入り,他の官庁(別

の縦割り部門)や､地方政府はいささかも口をさしは′さめない状態を言う｡それに対して､

｢塊々｣とは横割りを指し,一定の地域の広がりを支配する1つの地方政府は,その範囲で

他の行政地域の政府の干渉や､縦割り行政部門の支配を排除する｡これは､計画経済体制の

特徴的な性格と言える｡

したがって､省の連合で作った全国一級｢大経済協力区｣は, 50年代から存在し,時々そ

の役割が強調されたにもかかわらず,行政の縦割り,横割りの中で､ 1つのまとまりとして

円滑に機能できなかった｡そのため､ 60年代後半期には,全国で6つの大経済協力区の姿が

消えたoそうした中で､実際に動いていたのは各レベルの｢行政経済区｣であ,,た｡現在､ ｢経

済区｣に関する研究の中で､ ｢経済区と行政区をほぼ⊥＼致させる原則｣の提起､省級経済区の

作用の発揮-の期待などは, ｢行政経済区｣の存在の条件としての計画経済体制がまだある程

度機能していることを証明するものにほかならない｡ ｢行政経済区｣の解消は計画経済体制の

解消でもあるから, ｢行政経済区｣の解消の程度は､中国の改革･開放の進展程度のメルクマ

ールでもある｡

80年代の市場化改革とともに, ｢行政経済区｣の転身が始まった｡この転身は改革のテンポ

に合わせて, 80年代と90年代の二段階に分けることができた｡ 80年代は｢行政経済区｣の

移行期に当り､そして90年代には長江デルタなど一部の市場化改革の先行地域で､ ｢行政経

済区｣に代わる｢地域経済圏｣の初期形成のための条件が見られるようになっている(第7

章･第1節を参照)0

(2)考察

ブルス(W.Brus)は､社会主義経済体制を次の三つに分類した｡ ① ｢戦時共産主義｣, ②集

権的社会主義, ③分権的社会主義である(ブルス1971),後で彼は,公有制のもとで投資の

意志決定権を市場と企業に委ねる社会主義国のこと｢市場社会主義｣と加えた｡

50-70年代に中国で実行された計画経済体制は,制度化の欠けた集権体制を特徴とした｢緩

い集権串ij (slackly centralized system｣であった(中兼1979),ブルスのいう｢分権的社会

主義｣であろう｡地方が自己完結した工業体系などの開発戦略目標を実現させるために,毛
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図3-4　｢計画経済体制｣下における政府機能の分類

出所:盛洪『分工与交易』 (上海人民出版社･上海三聯書店1994) 215-216頁

を参考に作成

38



沢東時代に大胆な地方分権の試みがなされた｡しかし一方,毛沢東の強い独断的な発想(例

えば, ｢矛盾動力説｣を信じた毛沢東にとって,制度化に対する抵抗があるのではないかとの

推測ができる)により,こうした政策方針を安定化させるメカニズムが当時の中国にはなか

った｡

事実､上述した｢大経済協力区｣を強化し､地方政府及び企業の積極性が発揮できるよう

に, 1958年と60年代末から70ヰ代初めにかけて､財政と経済管理権限の地方分権をめぐる

2回の体制改革が行われたo具体的には,中央は一部の直属企業を地方政府に譲渡し､地方

政府の基本建設プロジェクトの審査権限を拡大し､また､計画管理､財政管理､物質管理､

労働管理等の権限もある程度地方八手放した｡

これらの措置は,地方の活性化,地域の連携を目指すものであったが､現実の効果は次の

如くであった｡

① 2回の実施体制の改革は伝統的な計画経済体制の実質を変えることもなければ, ｢大経

済協力区｣の発展に寄与することも余りできなかった｡また､前述した圃査不足の教訓とし

て, ｢大区｣は区内の自然環境や資源状況等に関して大規模な調査と研究分析を行い(例えば､

西南計画委員会は､中国科学院と国務院各部委員会及び区内多数の技術者と管理者を集めて､

共同調査を行ったり,華北区計画委員会も′J､規模な調査を行った),地域経済発展の環境と条

件に関する理解を深めることができたoにもかかわらず､ 1960年代後期に至って､大区の意

志決達機構の撤廃にともない, 6大経済協力区の生産関連は機能しなくなった｡

要するに､大区は行政区超えの経済協力区の結成を目指したが､このための広域的機構は

円滑に機能しなかった｡それは､計画経済体制における行政の縦割り､横割りの厚い壁のた

めであった｡ ｢地方分権｣の改革がたびたび行われても､実質的に計画経済体制の壁に突き返

され､ ｢大経済協力区｣は結果として､ 1958年から60年後期にかけて短時間で不成功のまま

に終わった｡

なお,経済協力区の構想は､改革･開放以降にあらためて試みられたが､今度は経済体制

の質的な転換とともに,その様相も少しずつ変わってきた(陳雲1998),

② 2回の体制改革はある程度､省級行政経済区を強化させる役割を果たした｡

中華人民共和国成立後､行政区の変更は頻繁に行われた｡まず, 1949年末､全国は50の省

級行政単位(30省､ 1自治区, 12直轄市, 5行署区､ 1地方, 1地区)にまとめられたoそ
ぐ

の後1959年に至って, 29の省級行政単位(22省, 4自治区､ 2直轄市, 1準備委員会)に

改編され,さらに1967年には､ 30の省級行政単位(22省､ 5自治区､ 3直轄市)に変更さ

れた｡その後1987年末までに,県級行政単位の変化は大きく, 2826個を数えたが,全国省級

行政単位は,依然として30を維持してきた1988年4月､第7回全国人民代表大会一次会議

ば新たに｢海南省｣を設けることを決定し､それによって､全国の省級行政単位は31 (23省､

5自治区､ 3直轄市)に増加した｡　　　　　　　　　　　　､

このように､全国の省級行政区は､ 1959年以降30個程度で推移した1958年と60年代未
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から70年代にかけての二回の経済体制改革(｢地方分権｣)によって､それぞれの省は,省単

位の経済体系を形成し､国家計画体系及び経済管理の基本地域単元と見なされるようになっ

た｡

その上､ ｢三線建設を早める｣開発戦略の実行により､省級行政経済区の地位は一層強化さ

れることとなった｡

･但し､毛沢東時代に残された中国特色の｢緩い集権制｣や､地方分権などという遺産は, ｢改

革･開放｣後の中国社会に大きな影響を与えたとの指摘もある(中兼1999),この点と80年

代の地域格差発生メカニズムとの関係については次章で検討する｡
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第4章　80年代の長江デルタにおける経済開発と地域格差

｢改革･開放｣のきっかけは､それまで30年間をわたって実行された計画経済体制による

｢中国と世界の格差｣やあると考えられる｡

｢我々は貧困な国家に数えられる｡すなわち,第三世界であり､我々は比較的に発達して

いない部分に属している｡｣と郡小平が語った(『部小平文選』)0

計画経済体制のもとで30年間にわたって閉鎖的な自己循環の結果として,中国社会は政治

の混乱,経済の立ち遅れ等深刻な社会総合症に陥った｡政治経済体制の重大な欠陥を集中的

に奉路した文化大革命に対する是正をきっかけに, ｢改毒･開放｣の幕が開かれた1978年当

時の中国経済は,世界の諸先進国との大きなGDP格差に直面していただけではなく,産業構

造､地域構造等の各面でも大きな問題を抱えていた｡そしてそれらからの脱却は､社会経済

体制の根本的改革以外に道はないと言われてきた｡

中国の改革･開放という政策手段は､漸進主義的な考えを基に進められたのは周知の通り

である｡つまり, 80年代の沿海開放戦略から90年代の全方位開放戦略へと徐々に開放の地域

を拡大し,開放の内容も深化してきた｡

中国の｢改革･開放｣をめぐって､いろんな角度から議論が展開された｡例えば､中国の

ような｢漸進的改革｣とソ連や東欧のような｢急進的ショック療法｣のパタンの違いとその

要因､結果を分析する研究(p.Muirel!992､林毅夫ほか1997)や､移行の費用と便益を分類･

分析する研究(契綱1993､小川･渡辺1995､ A.Ashmd1994､ J.Winiecki1993､ J.Berliner1994,

コルナイ1992)などがある｡本論文においては, ｢改革･開放｣の進展とともに格差の性格と

規定メカニズムの変化に重点を置く｡

まず格差の性格の変化について｡新旧体制の転換が漸進的に行われたことから,移行期に

は､新旧両体制の並存から来る｢二重構造｣を新たに生じさせたのも仕方のないことである

(例えば｢二重価格体系｣)｡ただし､移行期の｢二重構造｣は､計画経済体制のもとで生じ

た｢多階層二重経済構造｣ (第3章･第2節を参照)とは性格を異にし､いわば従来の固定化

した｢二重構造群｣を解消するために行われた体制改革の過程で生じたものである｡従って

｢改革･開放｣の推進により､移行期の新たな｢二重構造｣は漸進的に解消されるはずであ

る｡勿論,たとえ｢漸進的な改革｣が基本的に肯定されても,改革の整合性を考え､そこか

ら生ずる問題に対する対策を出さなければならない｡

そして地域格差の実態とその規定要因､及び地域経済の局面も､ ｢改革･開放｣移行期にお

ける農村改革､都市改革､そして市場経済メカニズムの漸進的な導入により変化が現れた｡

第1節　新しい開発戦略の展開及び制度改革

1.農村改革と計画経済時期の三大制度に対する規制緩和
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(1)過程

中国における経済改革･開放の第一歩は農村から始まった｡人民公社の解体と家族請負責

任制度の進行はそれである｡人民公社の解体は1983年末には95%の農民が個人経営をするこ

とにより､急激に変化し､ 1984年末には､農家戸数の約97%が家族請負責任制度を実施する

に至った｡そのほか､農産物の国家による統一買い付け､割り当て買いつけ方式が1985年に

廃止されるなど,農村経済の市場経済化が進展し,大きな成果が上がっている｡

改革･開放が始まったばかりの1980年代前半には,農村から流出した農民の大半は,地元

の非農業領域(多角経営,郷鎮企業)に吸収された｡その理由は,戸籍制度や,食糧の配給

制度などの制度的な障壁が存在したために,都市での就業が困難であったことに加え､社会

インフラの未整備,国有セクターにおける余剰人員の存在など,都市の受け入れ能力の不足

を理由として,政府が｢離土不離郷｣ (農地を離れても､故郷を離れない)を政策的に推奨し

たためである｡

しかし､ 1984年10月になると､ ｢農民が集鎮に入り､戸籍を移す間､題に関する国務院の通

達｣が出され､国家の配給食糧に依存しないことに条件に､県以下の小都市(集鎮) -の移

住が公式に認められた｡また､改革･開放の進展に伴って､経済発展が加速し､建築業など

を中心に,都市における労働需要が増大した｡さらに､農産品の自由市場が発達したため､

配給に頼らずに食糧を調達することはそれほど難しくなくなった｡こうした一連の変化を背

景にして, 80年代半ば以降ご小都市に限らず大都市においても､戸籍を地元の農村に残した

まま､出稼ぎにやって来る農民が飛躍的に増大することになった｡その数は, 1988年の経済

過熱時に,上海に209万人､北京に131万人､広州に130万人と､それぞれ本来の都市人口

の20-40%に達した(周太和1984),

(2)考察

①中国の｢改革･開放｣においては､農業から着手したことが中国における体制移行を容

易にさせたとの指摘がよくある｡中国やベトナムでの経験が示したように,農業改革は非農

業改革に比べて､改革の困難度は比較的に低い｡それは農業･農村の構造は工業や都市のそ

れと比べると複雑性が低い､効果が現れやすいからであろう｡

②ルイス(A.Lewis)が最初に提出し,後でレイニス(G.Ranis)とフェイ(J.Fei)によ

り精微化された有名な｢二重経済モデル｣ (フェイ1986)に関して､ ｢改革･開放｣前の中国

においては､戸籍制度など労働力の自由移動を制限する制度が厳しく存在していたため,こ

のモデルがその時期の中国に当てはまらないと言ってよい｡しかし80年代以来､三大制度の

緩和に伴い､このモデルが妥当しはじめているとの指摘がある｡事実,農村の過剰労働力は

都市部に向けて流動化していることが顕著に現れている｡

③一方,農村における耕地が限界に達し､土地の限界生産力が低下するような事態が起こ

ったら､経済は｢リカードの民(Ricardian trap)｣に陥る可能性があるとの指摘がある｡中
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国は今も農業国であり､毛沢東時代の農業の割合は更に高かった｡産業構造に占める農業の

比重が高ければ高いほど､農業部門が工業部門に及ぼす影響が大きいと考えられる｡アンソ

､ニー･タン(A.Tang)は1950年代の中国農村生産の工業生産に対する影響を順位相関分析

で実証した｡ソ連と異なり､工業に対する中国の農業生産の影響力が大きいと結論づけた

(Tang1968) ,

中国の農業生産は80年代の前半期には大きく高まり､農業の発展で都市農村部門間の格差

が縮まったことや､ 80年代の後半期には､農業の相対的不振とそれによる都市農村部門間の

格差が拡大したことなどは既往研究で分かった｡つまり, 80年代初頭に行われた｢家族請負

制度｣ (個人農家)という一時的な農地制度の改革がもたらす効果には限界があるため, ｢リ

カードの畏｣を避けるには,ネして都市農村部門間の格差を是正する-には新たな制度創意が

必要である｡

2.都市改革と沿海開放戦略の実施

本論文において､ 80年代以来体制移行という政策的な意図を込めて設置･指定してきた開

発地域のことを｢開放経済区｣と名づける｡ミント(H.Myint)に言わせれば､開放的経済は

閉鎖的経済より経済発展に効果的である(Myint1971)彼のいう｢開放経済｣は外国向けの

｢開放(outward-looking)｣であるが､中国の場合, 50-70年代に｢多階層二重経済構造｣が

存在していたため､ ｢開放経済｣には,このような国内における｢多階層二重経済構造｣を打

破する意味も当然含まれていると考える｡

70年代末から始まった中国の｢改革･開放｣において､ ｢開放経済区｣は従来の経済システ

ムが持つ弱点に対して,経済基盤及び地理的優位性を持っている地域からメスを入れ､市場

経済後発国の｢後発的利益｣の追求を通して､新しい経済構造-の転換を意図した斬新な試

みであった｡そのため国民経済及び地域経済動向の中では､開放経済区は｢資金･技術･管

理･知識｣という｢四つの窓口｣及び｢市場体制の実験場｣として位置づけられた｡そして

改革･開放のテンポに応じて､開放経済区の範囲の拡大と内容の深化が推進される一方,開

放経済区の実験成果は,社会経済の各方面にしかも全土-波及していった｡

なお､ 80年代に､ ｢開放経済区｣の設置は沿海部に集中していたことから,この時期の開発

戦略は｢沿海開放戦略｣と呼ばれている｡

(1)初期段階(1978年1985年)

80年代に,中国が沿海傾斜方式の地域開発戦略をとったのは当時の中国の状況から見れば

やむを得ない選択であったと言える｡国民経済及び地域経済構造の改造に必要な資金を求め

るために､貿易の拡大が急務であったが､中国のそれまでの貿易の仕組みは､自己完結的で

閉鎖的な産業構造(｢多階層二重経済構造｣)の影響から,余りにも硬直的であって､そのニ

ーズに応じられなかった｡例えば,その貿易構造は,国内の需給均衡政策の伝統から為替レ
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トトや貿易制度が常に輸出に不利に働いてきた｡したがって,対外経済政策はむしろ国内の

経済改革より先行して展開された面があった｡そこで登場したのが､経済特区であった｡

① ｢経済特区｣の先行

70年代末期はイデオロギー対立がまだ完全に解消されていない時代であった｡経済特区は

複雑な注目を浴びて｢飛び地｣ (enclave)のように登場した(当初は深+JTI,慶門,珠海,仙

頭の四つ､ 88年に海南省を加えた｡図4-1を参照)0 1979年当初, ｢輸出商品基地｣として構

想されたが, 1980年5月､中共中央は｢経済特区｣と改称することを決定することになった｡

その理由は､当時台湾や韓国など資本主義国の｢輸出加工区｣との｢本質的相違｣を強調す

るためであったようである｡しかし,後に特区が｢資本･技術･管理･知識･対外政策の窓

口｣並びに｢市場経済の実験場｣と称されるように､確かに単なる｢輸出加工区｣ではなく､

｢経済特区｣という名のほうがより豊富な内容を包括できるものであった｡

②都市経済改革の実験

農村改革にやや遅れて､都市の経済改革も始まった｡この方面の経済改革は,次のような

実験都市で始まった｡すなわち, 4つの経済特区(1980年), 14ゐ沿海開放都市(1984年)､

3つのデルタ開放地域に属する諸都市(1985年)などであり､さらに沿海･内陸を問わず､ 1984

年までに全国の大中都市300あまりの中で58の全国都市経済改革総合実験都市(1994年まで

更に72まで増加)､ 10の｢計画単列都市｣ (1984-85年､その後14に増加)が相次いで指定

された(図4-1を参照)｡というのは,中国における｢改革･開放｣が,前述第2章･第2節

に示した｢多階層二重経済構造｣の足柳を打破することを意味することから､当然ながら国

外に対する開放だけではなく､国内の他地域に対する開放も不可欠だったからである｡

なお､この段階の中国の都市経済改革が直面した中心的な改革課題は､企業経営自主権の

拡大と政府機能の転換であり,具体的にいうと､それは計画･財政･価格･信用貸付･物質

流通･賃金体系などの改革であった｡

しかし,中国の市場経済体制が始まったばかりの80年代初期から､各々の実験都市がより

優れた成果をあげることは無理であった｡ただし､こうした沿海･内陸の開放的な実験都市

は,いろいろな面から､次の段階の改革を成功させるために良い経験と教訓を積んできた｡

(2) ｢国際大循環経済発展戦略｣の構想(1985年1990年)

この時期に沿海開放地域(長江､硯江､珠江という3つのデルタ､山東､遼東という2つ

の半島地域)の範囲が拡大された上, 1988年に｢海南特別行政区｣が省に昇格し､経済特区

とされた｡

沿海開放地域の実験成果と示唆を踏まえながら,王建は1988年1月た, ｢国際大循環経済

発展戦略｣ (王健1988)を提出した｡この戦略の中身は,いわば｢比較優位戦略｣である｡要

するに､労働集約的製品の輸出を目指す工業化を展開し､それがもたらす大きな雇用吸収力

を通して,農村余剰労働力を吸収し､そして､輸出によって入手した外貨を素材産業､イン
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フラ部朋に振り向けていく戦略であるo　この戦略の起点に位置する労働集約的製品嘩出の担

い手は, ､沿海地域の郷鎮企業であった｡企業の競争力を高めるために,外資の積極的な導入

を行い,全額外資企業･合弁企業･合作企業という｢三資企業｣が品質の向上､技術の更新,

企業管理の改善､製品版路の開拓などに寄与することになる.また,内陸経済との資源の奪

い合いを避けるために､原材料入手と製品販売の両端を国外におく｢両頭在外｣の｢進料加

工｣ (輸入原材料の加工貿易)を大いに展開すべきだという主張である｡

1985年から1990年までの間,開放地域の指定は､単一都市の指定の代わりに,広大な都市

と農村を含む地域を開放経済区の対象とするのが特徴であった｡国際大循環開発戦略構想は,

農工､軽重工業,沿海と内陸のような従来の｢多階層二重経済構造｣を打破し､新たな好循

環を創出しようとする試みであった.例えば, ｢沿海開放地域｣であるデルタと半島地域セは,

｢貿易･工業･農業の一体化｣モデルが唱えられている｡

フェイらは東アジア諸国の開発経験から,経済発展を｢前近代状態｣, ｢第1次輸入代替｣,

｢第1次輸出代替｣､ ｢第2次輸入代替と輸出代替｣の四段階に分けた(フェイほか1986),大

川･小浜はこれを次のように改めた｡ ①第1段階:工業消費財を輸入から国内生産-切り･替

える｢第1次輸入代替｣｡ ②第2段階:第1次製品主体の輸出から工業消費財主体に輸出構造

を転換する｢第1次輸出促進｣｡ ③第3段階:ハーシュマンのいう後方関連効果から､工業生

産財を輸入から自国生産-切れかえる｢第,2次輸入代替｣. ④第4段階:工業消費財から耐久

消費財や工業生産財へ輸出構造を転換する｢第2次輸出促進｣ (大川･小浜1993),

中国はどの段階にあるのかについて､幾つかの研究がなされたが､全体的にいうと､中国

はこれまで消費財､生産財ともに輸入代替政策をとり,従来は原油や農産物が輸出の中心で

あったが､ 80年代後半以降は消費財を中心にした輸出構成になっているo例えば, ｢委託加工｣

の形で､時計の輸出は80年代後半から急速に輸出が増え､ 1992年から輸出量が国内生産量を

上回ることとなっている｡トータルに見ると､中国は第1次輸出促進期に当たる(中兼1999),

80年代以来の｢改革･開放｣政策は､産業構造に大きな変化をもたらした｡後で述べるよ

うに､ ｢成長産業｣の地域間での立地差はそのまま地域間の格差の形で現れているといえよう｡

3. 80年代以来の開発特徴と効果

(1) ｢地方分権｣先行(｢条々｣と｢塊々｣の結合)

①開放地域に対する地方分権

1979年以来いち早く中央から｢特殊政策･弾力措置｣を与えられてきた広東と福建両省を

はじめとする沿海部において､経済計画の立案施行における自主裁量檀,財政と外貨制度の

保留の拡大､金融政策,賃金､物価政策における権限の委譲などを通して『｢条々｣と｢塊々｣

の2つを結合させ,後者を主とする』′という原則が貫徹されてきた｡ ｢条々｣とは国家を風氏

とし､地方を底辺とする縦の行政指令系列であり, ｢塊々｣とは各省･各行政区域内部におい

て横に広がる行政指令系統である｡これらの行政の縦割り､横割りはいずれも､伝統的計画

46



経済が持つ基本的な性格であった｡

②対外貿易制度に対する見直しと分権

地域的な対外開放の拡大は､地方政府の権限の拡大を伴った｡貿易管理制度の改革が行わ

れ､従来中央が独占した対外貿易の運営･管理は､地方,部門及び企業に輸出権限と外貨保

有権限が与えられた｡地方政府の外資利用認可権限は､ 1980年には､広東･福建省が500万

ドル､その他の省･自治区･直轄市(一級行政区)は300万ドルであった1984年9月に権

限は大幅に拡大され,下級政府にも下放された｡認可限度枠は広東･福建省1億元,上海･

天津市3,000万ドル,北京市･遼寧省･大連市･広州市1,000万ドル,その他省･自治区･主

要都市500万ドル､広東･遼寧･江蘇省などの中小都市･省の庁局200-300万ドル､広東省･

上海市などの県150-200万ドルとなった｡その結果､地方各級政府は積極的に外資利用を図

るようになった(馬成三1995､今井､1985),

｢地方分権｣は早くから国境地域でも行われた1980年代初期､中止されていた辺境少額

貿易と辺民互市が各地で再開された.そこで,それまで無秩序に行われていた辺境貿易に一

定の枠組みを与え､経済運営の向上を図るために､ 1984年12月には, ｢辺境少額貿易暫行管

理弁法｣が国務院で批准され､対外経済貿易部より公布された(中国対外経済貿易部1985)｡

これによって､辺境少額貿易にかかわる一切の事務､例えば､交易地点の開放,商品検疫､
＼

税関業務などは､外国に隣接する省･自治区が自ら管理することになった｡

③中央直属国有企業の地方委譲

また､ 80年代の後半移行もともと中央政府に所属した国有企業の大部分は地方が代行管理

するようになり,事実上の所有者になった｡このように､地方国有企業が中国国有企業の主

体になり､地方政府の企業に対する支配力は強く､企業は地方政府の意向に沿って動き､地

方政府はこうした企業にしばしば保護政策を取る｡例えば､中国における銀行の大部分は国

有銀行であるが､ 90年代の初期まで､地方政府は地方に立地する銀行の人事権に介入してい

た｡従って,企業に対して計画経済体制時期のような直接運営ではなく､銀行に対する影響

力を通じて企業経営に影響を与えることができた｡銀行法の制定により,現在法律上地方銀

行の行長(頭取)の任命権は地方から取り上げられたが､銀行に対する地方政府の影響力が

今も強いと言える｡

このように, 80年代以来の地方分権の動向は､毛沢東時代に残された中国特色の｢緩い集

権制｣や,地方分権などの試みという伝統遺産と無関係ではない.このような伝統たは｢改

革･開放｣後の中国社会に地域間､部門間､企業間の競争を促進する土台ができていたと言

える一方, 80年代｢地方保護主義｣の台頭および進行を引き起こしたとも言える｡これらは

また,移行期における産業､財政､金融政策などと複雑に絡んた形で､地域格差の規定メカ

ニズムに影響を与えたと考える｡

(2)企業自主権の拡大
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国有企業をめぐる改革は､企業自主権の拡大の過程でもある｡その特徴から概ね三つの段階

に分けられる(佐々木1993､河地ほか1987,川井1996)

① 1979-1986年の時期o ｢放権譲利｣と呼ばれる企業利潤保留制度の開始と企業による保

留利潤使用権の拡大が改革の主な内容であった｡利潤と税を区分し, ｢税引き後の利潤｣とい

う概念が確立した｡

② 1987-1993年の時期｡所有権と経営権の分離が主たる課題であった｡企業の独立性を高

めるために,各種の権限を企業に与えた1988年の｢全人民所有制工業企業法｣及び1992年

の｢経営メカニズム転換条例｣により､次のような項目の権限が与えられた｡･

(a)生産経営意思決定権二(b)価格決定権､ (c)製品販売権､ (d)物質購入権, (e)輸出

入権, (f)外資との交渉権､ (g)保留資金使用権, (h)固定資産の賃貸,譲渡権､ (i)企業提

携､吸収合併権, (j)雇用･解雇権､ (k)人事管理権, (1)賃金･ボーナス決定権､ (m)内部

機構設置権､ (n)強制割り当て拒否権｡

③ 1994年以降の時期｡ ｢現代的企業制度｣の樹立を目指して､財産権(所有権)を含む国

有企業という組識形態自身の変革が求められている｡ ｢現代企業制度｣とは,/ ｢a､企業資産

の負債構造を調整し､資本金制度を整理する｡ b,国有企業の資産権の運営主体を明確にし､

資産権の関係を整理する｡ c､会社制と株式制を組織の主要形態とし,企業の所有権構造を

調整する｡ d､余剰資産を活用し,資産の価値型管理を実施する｡ e､企業法人制度を完備

し,企業の配分制度を健全化する｣ことである(横浜工業館編1996)具体的的な手段とし

て､次の2点があげられる｡

① 1993年に｢公司(会社)法｣が制定され､企業が法人として位置づけら`れた1996年,

｢机大放小(大を掴み､小を放つ)｣の政策方針が取られるようになった｡つまり､大型の国

有企業は残すが,小型国有企業は民営化,私営化を含む様々な所有形態の転換を政策的に奨

励する方針である｡そして1997年第15回共産党代表大会で,国有企業の株式化が社会主義

の山形式であることを認めた｡

② ｢企業集団化経営｣の試み｡国務院が1991年以来､ ｢国有資産授権経営｣のテスト単位

として､ ｢東風自動車｣をはじめ計8つの企業集団を認定し,経営管理の実験を行っている｡

行政の管轄から独立した企業集団は,中核企業がほかの企業(系列企業)を統括するような

管理体制を取る｡企業経営の規模化,効率化を図るための試みである｡

なお,企業の自主権限は実際にどこまで徹底されているかについて､なお検討の余地が大

きい｡日本海外経済協力基金の調査によると､条例と現実にかなりの帝離が見られたという

(和田1997),

国有企業改革の必要性は何と言ってもまず｢効率性｣を高めることにあると考えられる｡
/

ヽ

そしてその｢非効率性｣は国有企業という企業形態に由来すると多くの研究で証明された｡

国有企業の地域間での立地差は､地域間の経済格差に大きな影響を及ぼすことも中国におけ

る地域格差に対する既往研究の中で多く見られた｡
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(3)開発投資の多元化

1978年まで,一元的であった中央政府投資主体は改革･開放期に､中央政府､各地方政府,

国有企業,集団企業､三資企業,個人投資者､外国事業家など多元化していった｡従来､基

本建設投資に占める国の投資(主として中央財政投資)の割合は, 80-90%を占めていたが､

改革･開放以来,年々減少し続けてきた｡表4-1によると､ 1985年が37.5%､ 1989年が20.8%,

1992年が10.2%に下がった｡そのかわり,銀行貸付投資､さまざまなルートからの投資､証

券,株などの資金調達,外資利用の割合がそれぞれ増加することになった｡

開発投資の多様化とともに,投資に関わる地方財政制度,固定資産投資制度､外資直接投

資の進出などの面での変化は､中国の地域格差にどのような影響を与えているのかも本論文

の関心の一つである｡

(4)成長地域の類型化

80年代の代表的な成長地域は, ｢広東モデル｣ (外資利用型)と｢江新モデル｣ (郷鎮企業型)

である｡その詳細は次項において説明する｡

4. 80年代の成長地域と成長産業及び問題点

(1)成長産業

農村における家族請負制の実施と郷鎮企業の展開や､経済特区など開放地域の指定から始

まっ′た新たな沿海開放戦略のもとで,成長産業は労働集約型､そして軽工業を特徴にしてい

た｡そして80年代の成長産業はこの時期の｢成長地域｣と密接な関係にあった｡

(2)成長地域

80年代の中国における経済成長のモデル地域は､ ｢広東モデル｣と｢江新モデル｣に要約で

きる｡

｢広東モデル｣はいわゆる｢外資利用型｣のモデルである｡表4-2によると､ 91年に｢輸

出の全国に占めるシェア｣について､広東省は断然トップの22.8%であった.一方, ｢江漸モ

デル｣はいわゆる｢郷鎮企業型｣である｡表4-2に示したように､江蘇省と漸江省の｢非国有

セクター生産額の割合は､上海は勿論のこと, ｢広東モデル｣の広東省と福建省を凌ぎ, 91年

に70%に達した｡

地域傾斜政策のもとで育成された｢広東モデル｣は,優遇政策で大量の外資を引きつけ､

この地域の高度成長を可能にした｡特定の地域を開発重点にすると,手厚い優遇措置によっ

て､他地域の企業は不利の立場に立たされ､その結果,地方政府の間で､優遇政策の過当競

争を生むことになった｡例えば, 1992年末の開発区ブームはその具体的な例である｡

また｢両頭在外｣ (生産と流通は主に国外に向け､原材料を国外から輸入し､加工した製品
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表4-1中国｢基本建設投資｣の財源構成比(%)

19 85 198 8 198 9 1 990 19 9 1 199 2

財 政 予 算 内 投 資 3 7 ,i 24 .2 20 .8 2 1.3 16 .5 0 .2

国 内銀 行 ローン 17 .5 18. 18 .9 22 .2 24 .9 27 .6

外 資 利 用 6 ●8 13 .9 4 .3 13 .2 l l.3 l l.1

自 己調 達 3 1.6 3 1.9 3 1.9- 3 1.1 35 .3 4 1.3

そ の他 ■ 8 ●5 14 .1 14 . 12 .2 12 9■8

合 計 ■ 10 0 100 10 0 100 100 100

注: ｢自己調達｣には.債券発行が含まれている｡

出所: 『中国統計年鑑』(1993年版)152真により
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表4-2　90年代初期中国省別GNP実質成長率と経済構造

省別地域

G N P C1991) 年平均実質

成長率

輸 出の全国

シェア

工業総生産に占める

軽工業 非国有企業

(億元 ) (91~ 92 -% ) (ー9 90 -% ) ( 1 9 9 1 -% ) (1 9 白1 �"% )

北 京 558 .6 6 ■4 2.8 4 4 40 .

天 津 33 7.4 3 ■4 3●9 48 .4 42 .9

河 北 96 0.6 6 ●8 3●5 47 .5 52 .1

山 西 43 0.1 4 ●2 1 25 .2 3 8.9

内 モンゴル , 32 0.8 7 ■8 0-7 4b 2 2.6

遼 寧 107 3.2 2 ■9 l l.5 30 .9 3 9.7

吉 林 42 4.1 4 ■2 1●5 3 9.9 2 8.5

黒 龍 江 73 ー●9 4 ■2 2 .3 32 .2 8.9

上 海 85 7 .7 5 ●2 l l.4 5 0 .1 3 5 .

江 蘇 145 2.6 6 ■2 ー5 ■9 5 3 .2 67

漸 江 98 3 .5 9 ■9 4 ■6 6 5 .2 7 0 .5

安 徽 60 0.2 -0.2 1.3 5 1.3 4 2 .9

福 建 55 7 .8 ll .2 4 ■6 62 .7 5 9 .3

江 西 4 61.3 6■4 1.2 4 4.5 3 7

山 東 15 68.4 8●8 7●1 5 1 6 0

河南 9 93 .1 5.7 1●7 4 5 .4 4 6 .8

湖 北 8 58 .5 3■5 2 ■1 4 6 .8 3 6 .8

湖 南 785 .8 5■9 1●6 4 4 3 7 2̀

広 東 17 80 .6 ー4 一3 2 2.8 65 .7 6 1.4

広 西 4 53 9 ■8 ー■5 5 3 .9 28 .8

+海 南 107 .9 10 .9 1 67 .1 28:9

四 川 1284 ー4 5 ■7 2●3 46 .5 37 .4

貴 州 28 9.4 7 ●1 0●3 42 .2 23 .6

雲 南 432 .9 7 -6 1●2 2 9.4 56 .7

チ ベット 3 0.5 5 ■3 0 2 9.7 15 .6

陳 西 43 0.9 了ー6 1 42 .1 3 1.5

甘 粛 25 5.8 6 d ●4 2 7.2 2 1.9

青 海 7 2.6 4 ●2 0 ●1 2 9.2 16 .1

寧 夏 67.4 4 . 0 .1 2 6.7 2 1.1

新 彊 3 1 1.7 ll.6 0 ■6 4 9.5 2 1.3

全 国 9 85 5 5●9 10 0 4 8.9 4 7.

注:国家統計局『中国統計年鑑』各年版.中国経済年鑑委員会編『中国経済年鑑1991』
(経済管理出版社1991),中国大百科全書編集委員会編『中国百科年鑑1991』により作成
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を再び国外-輸出するとのこと)の委託加工が主流であり,､最低限であっても,製品の7割

は輸出に回すことを義務づけられた. ｢広東モデル｣が位置レている華南地域は,国際経済と

リンクし､国内経済との関連が弱い経済システムを形成して､しかも,技術の面では簡単な

｢来料加工｣に過ぎず,国全体の経済構造のレベルアップにあまり働かなかったという批判

もある｡

(3)問題点

80年代の改革･開放政策のもとで､'上海や東北(遼寧､書林､黒龍江三省)など国有セク

ター中心の伝統的工業地域と華南(広東,福建省)､ ｢江漸｣ (江蘇,漸江省)など非国有セク

ター中心の外向型経済地域の間の格差は一層際立ってきた｡例えば,表4-2に示したように､

第2の開発段階が終わった間もなくの90年代初期､上海の年平均実質GNP成長率(91-92

午)は5.2であり､江蘇省の6.2,漸江省の9.9､そして広東省の14.3､福建省の11.2､海南省

の10.9をいずれも大きく下回ったほか､事実,全国平均の5.9にも及ばなかった｡

その原因の簡単に探ってみる｡表4-2に示すように､工業の業種構成の面では,後者は軽工

業のシェアが高く,前者は重工業のそれが高い地域である｡また､産業組織の面では,前者

が非国有の部門の比率が高く,後者は極めて低い1991年上海の工業生産に占めた軽工業と

国有企業の比率は､それぞれ50.1%と　35.1%であり､広東､ー′漸江,江蘇などに比べ､いずれ

も低いものである｡市場化という経済改革プロセスは､市場に近い産業と産業組織をもつ地

域において浸透しやすく､これが成長率の地域間の格差をもたらしたと考えることができる｡

いわば､格差が生じた根本的な原因は非国有セクターの育成など市場化の進行テンポが地

域によって､大きく異なったためにほかならず,それは80年代の経済改革の特徴だった迂回･

漸進路線が地域傾斜政策を選択させた結果であ串｡

以上を踏まえると,中国の開発戦略が､ 80年代の地域傾斜(沿海開放戦略)から90年代の

産業･企業傾斜(全方位開放戦略) -と重点を転換した根本的な理由が分かるであろう｡従

来の中国経済の主体は膨大な国有企業であるから､国有企業の改造によってこそ､上海､東

北,内陸のような国有工業基地を起死回生させ､さらに全国的にバランスの取れる開発を成

し遂げられるものと判断できる｡

っまり,国有企業改革の重大な意味は少なくとも二つの側面から読み取れる｡つ′まり①地

域格差の是正､ ②産業構造のバランスと産業構造の高度化を図ることである`｡

第2節　80年代長江デルタにおける地域格差の実態

｢沿海開発･開放戦略｣が実施された80年代の長江デルタ地域では､格差の実態に関して

次のような特徴が見られた｡

①前掲表3-1によると､ 81年と90年の1人当りGDP (81年は工農業総生産)の順位に
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ついて､上海市は一貫して1位であったが,漸江省は8位から6位-,江蘇省は5位から7

位(一級行政区の中で都市である北京,天津を除けば､江,漸両省の強烈なライバルになっ

たのは華南地域にある｢広東モデル｣地域) -と変動した｡

②同じく前掲表3-1によると, 85-90年の1人当りGDP成長率の順位は､上海市は27

位であり､地盤沈下が目立った｡一方､江蘇省は10位､漸江省は11位であり､それぞれ上

海を大きく上回った｡

そして③前掲表3-2及び前掲図3･3､によると,上海市と江,漸両省の1人当りGDPの格

差は､相対極差,倍率､変動係数とも80年-90年の間に､大幅に縮まった｡･

要するに, 80年代の長江デルタにおいては上海と周辺地域間の格差が縮まったものの､そ

れは主に上海の地盤沈下によるものと考えられる/｡

第3節　80年代長江デルタにおける都市間格差の規定要因分析

1.分析モデル

(1) ｢比較経済体制論｣と｢経済開発論｣の見地

クープマンス(T.Koopmans)とモンティナス(M.Montias)が提案したモデルは比較経済体

制モデルとしてよく知られている(T.KoopmansandM.Montias 1971),次の式で表す

く)

o-'f (　　　e) (4-1)

っまり､経済成長率や所得分配といった経済パフォーマンス(0)は､体制(s)､政策(p)､

そして環境(e)要因により決められるということを表している｡ ｢体制｣には市場や計画制

度､分配制度､激励制度などを総合的に含む一方, ｢政策｣には､産業政策や財政･金融政策､

産業立地政策などを含む｡他方､ ｢環境｣には､自然･地理的,歴史･文化的環境や､開発当

初における発展水準など種々雑多なものが含まれる｡

一方､経済開発論の角度から,ミント(H.Myint)とラル(D.Lai)らは開発過程の国際比較

を行い､ 1970-1980年代に発展途上国における開発実績を初期条件､制度組識,経済政策の

違いにより分析を試みた(石川1990, P24),また寺崎康博･溝口敏行は､格差を規定する要

因として以下の四つをあげる｡即ち､ ①個人の有する能力の蒼､ ②各国の地理的条件や社会･

経済制度の枠組み, ③社会体制, ④経済発展に伴う経済的､社会的要因-例えば世帯規模の

変化などの人口学的要因､産業構造の変化など(寺崎･溝口1997),

｢制度メカニズム｣の重要性をほかの角度からもよく論じられる｡

一般的に､低開発はある意味で低技術水準と同義である.開発経済学の見地に立てば,技

術発展を阻害する最大の要因は要率賦存(factor endow印ent)の変化に対応した制度メカニズ

ムの欠如にあるo速水佑次郎はかつて｢誘発的革新(induced innovation)｣論で技術進歩の動
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因を説明した｡即ち,ある生産要素が相対的に不足してく､ると､その相対価格が上がり､そ

れを補う､ような技術が誘発されるという(速水1995),しかし,それは人々が経済機会(価格

体系などを通じて)に敏感に反応するための体制的･制度的な環境が整えていることを前堤

にしなければならない｡人々の行動に｢経済的合理性｣をもたらさない｢計画経済体制｣の

もとで,技術進歩を誘発する制度的な装置が存在しなかったといえる｡

いずれにせよ,比較経済体制論の角度と経済開発論の角度の両方から,経済パフォーマン

スの規定要因は｢初期環寮｣､ ｢体制｣,そして｢政策｣という三つの要因に帰結することがで

きると考える｡

中兼和津次も中国の地域格差が主に｢初期条件｣ (自然地理,人文地理､歴史文化､更に地

域の出発点における経済水準や資本､技術集約度､それに経済構造に分類)､ ｢体制･制度的

要因｣ (その地域に支配的な企業形態や組識,経済メカニズム､それに政府の性格など), ｢政

策的要因｣ (投資,財政,産業政策など)という三つのタイプの要因によって決定されると指

摘し,分析を行った(中兼1996b),実際に,先行研究である渡辺(1995)､胡(1995)呉(1995),

Khan (1993),加藤(1997)､陳(1995)などにおいて考慮されている中国の地域格差要因

に関しても､大半この3タイプの要因に相当するものである｡

80年代以来中国で行われている｢改革･開放｣は, ｢比較経済体制論｣ (いわゆる｢計画体

制｣′から｢市場体制｣ -)と｢経済開発論｣ (発展途上国から開発国-)の二つの角度から捉

えることができると考える｡

比較経済体制論の角度から言うと､中国の地域格差の規定要因に関して､ ｢国有企業｣が代

表する｢体制的要因｣を重視しなければならない｡経済開発論の角度から言うと､ ｢非農業人

口｣や､ ｢地方財政政策｣､-r固定資産投資｣のような投資政策,更に開放政策などを充分に考

慮すべきである｡

日本,韓国､台湾といった国･地域の開発経験に基づく｢東アジアモデル｣と言われる開発

パターンには､政府当局は｢開発主義的｣で,開発に積極的に関与する特徴がある(村上1992),

末虞昭による｢周発主義｣の定義は, ｢(開発という)スローガンを挺子にして､個人や家族

或いは地域社会ではなく､国家や民族の利害を再優先させ､国の特定目標､具体的には工業

化を通じた経済成長による国力の強化を実現するために､物的人的資源の集中動因と管理を
l

行う方法｣である(末庚1998),

この定義によると､ ｢改革･開放｣前の中国も｢開発主義｣に当てはまるが､ ｢改革･開放｣

以降の中国の｢開発主義｣との間に大きな違いがある｡つまり､前者は｢計画経済｣､ ｢閉鎖

経済｣のもとでの｢開発主義｣､後者は､ ｢市場経済｣と｢開放経済｣のもとでの｢開発主義｣

と言えよう｡従って､ 80年代以来政府の開発に対する関与は､経済体制の移行や,開放政策

の実施など多面にわたっている｡

(2)本論文の分析モデル
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以上を踏まえて,本論文では､長江デルタにおける都市間格差の規定要因を｢初期環境｣,

｢体制｣, ｢政策｣?三つに着目する｡長江デルタの狭域14都市と広域21都市の2つのケー

スについて,重回帰タイプの線形モデルを推計することを通じて, 85年及び90年代各年別に

おける都市間格差の要因分析を試みる｡分析に当っては､以下の式を用いる｡

Y = a+bjXj+baXz+bgXg+bA+bgXg+bgXg+byXy　(4- 2)

式(4-2)の中で､被説明変数YはGDP (億元)及び1人当り　GDP (元)であり､各説

明変数を以下の｢格差規定候補要因グループ｣から選定することとする｡即ち､ ①Ⅹ1:第2次

産業或いは第3次産業(億元)､ ②Ⅹ2‥地方財政歳入(万元), ③Ⅹ3:非国有工業(万元)､ ④

Ⅹ4:外資直接投資(万ドル)､ ⑤Ⅹ5:非農業人口(万人), ⑥Ⅹ6‥固定資産投資(万元)､ ⑦Ⅹ7‥

重工業生産(万元)0

｢格差規定候補要因グループ｣の選定に当っては､本来は文化､教育､地理などに関連し

た様々な要因を組み込むことが望ましいが､入手できる都市レベルのデータが限られている

ことから,主に都市の経済水準に直接影響を及ぼすと考えられる変数に限定した.

そして80年代の格差規定要因分析に当たって､ 85年と90年の分析結果に注目されたい｡

ただ､ 85年の場合､データが不完全であるため､ ｢工農業総生産｣と｢1人当り工農業総生産｣

をそれぞれ｢GDP｣と｢1人当りGDP｣の代理指標として使い､併せて｢工業総生産｣を｢第

2次産業｣の代理指標として使うこととする｡

2.候補説明変数の説明

ここで､ 80年代及び90年代における経済開発の実態と関連づけながら,各説明変数を取り

上げる背景や理由を説明する｡

(1)  ｢第2次産業｣或いは｢第3次産業｣候補説明変数に関して

80年代以来､ ｢ペテイ(W.Petty) -クラーク(C.Clark)の法則｣は中国においても成立

した(胡ほか1995)つまり豊かな省ほど第1次産業の割合が低く､付加価値生産性の優れ

た第2次産業と第3次産業の割合が高い｡長江デルタにおいてもこの法則が現れているよう

である(第5章･第3節を参照)0

また本論文において､ ｢第2次産業｣と｢第3次産業｣を別々に回帰式の説明変数として使

用している理由は, ｢多重共線性｣の存在が事前のデータチェックで判明したからである｡ま

た, ｢ペティ-クラーク法則｣においては､第2次産業と第3次産業のどちらがより付加価値

生産性が高いかは確定できないと述べられている(それぞれにおいて含まれる具体的な業種

によって違うからである｡長江デルタ諸都市のデータに関しては,現在のところでトータル

としての第2次或いは第3次産業のデータしか得られない)｡よって,どちらを説明変数とし
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て使用するほうがより相応しいかを判断することは困難である｡従って､二通りに分類し､

推計を行った｡

(2) ｢地方財政歳入｣候補説明変数に関して

地方財政制度が地域格差に与える影響を検討した代表的な研究として､呉軍華(1995a)

があげられる.呉は｢財政制度｣を80年代中国省間1人当り所得格差の一つと考え,異なっ

た財政制度を受けていた省の間にダミー変数を導入し回帰分析を行った｡具体的には､政策

的に財政支援を受けた｢少数民族地域｣と｢改革開放実験地域｣､を1に,その他を0にして,

導入する前より良好な回帰式を得た｡他に,胡軟鋼などの研究においても似たような指摘が

あった｡つまり低収入地域(省)が持つ経済資源比重(例えば地方財政歳入)は地域の人口

比重より遥かた低かった一方,高収入地域は人口比重より高い資源比重を持っている(胡ほ

か1995),

それでは, 80年代長江デルタにおけ草1人当りGDP格差に対しては,財政制度の規定力

があったであろうか｡表4-3に示す省間′財故歳入の成長率を見ると, 80年代に,上海市では

マイナス　0.82%を`記録したのに対して､江蘇省は7.69%,漸江省は13.23%に増大した｡一

番恩恵を受けた広東省,福建省,海南省(1988年以降)三省ではそれぞれ12.93%､ 14.64%､

17.1%に達した｡財政収入成長率の格差が存在したと同時に,上海市と広東省の財政収入に

占めた中央-の上納金比率は､ 90年に前者は67%,後者は30%であり､ 2倍以上の差が見

られた(高井ほか1996),　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　′

しかしそれだけでは即財政制度が地域格差を生み出したという結論に導くことができない｡

そこで､ 80年代の長江デルタにおいて財政制度の規定力を明らかにするために, ｢地方財政歳

入｣を候補説明変数の一つとして導入することとした｡

(3) ｢非国有工業｣と｢重工業｣候補説明変数に関して

80年代の｢沿海開放戦略｣は､農村における家族請負制の実施や郷鎮企業の展開､経済特

区など開放地域の指定から始まった｡迂回的､漸進的な改革の積み重ねを通して､郷鎮企業､

個人企業,外資企業など非国有セクターが市場経済の担い手として急速に成長し､これに対

して､国有企業の多くは自由市場化の波に適応できず,赤字経営に陥ることになった｡

80年代における成長産業は労働集約型,加工型､そして軽工業を特徴にしていた｡その大

きな理由は, ｢漸進的改革｣のもとで生じた歪んだ価格体系(｢双軌制｣)がこれらの業種に高

い収益性をもたらしたためである(呉1995),既往研究譜において林毅夫(1994),胡(1995)､

葺ほか(1992)なども似たような指摘をした｡上方､孟･川畑(1998)は限界資本係数(ICOR)

を計算し､国有企業の投資効率の低いことを論証した｡

すでに述べたように､ 80年代の中国における経済成長のモデル地域は､ ｢広東モデル｣と｢江

新モデル｣に要約できるが､これらの地域のおいて上記の成長産業が顕著に見られた｡その
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表4-3　省別財政歳入及び成長率

財 政 政 策 別 省 別 地 域 財 政 歳 入 (億 元 ) 成 長 率 ( % )

195 2 ー9 79 19 85 199 0 ー9 9 1 19 95 19 96 1 99 7 19 98 5 2 一} 79 79 - 90 9 0 - 9 8

- 全 国 9 5.9 90 9.3 1 176 .5 3 ー9 72.3 3 2 26 4.ー 29 85 .58 3 74 6.92 42 6 3.2 4 9 83 .95 8 .6 9 7 .2 9 1 2.2 9

グ ル ー プ 1 北 京 市 2■1 4 7.8 52 .44 7 6. 9 77 115 .26 15 0 .9 18 2 .3 2 2 2 9.45 1 2.2 7 4 .3 3 14 .7 8

夫 津 市 3●9 3 7.6 4 8 .21 4 4.8 8 5 8.1 6 1ー9 7 9.0 4 89 .9 1 10 ー■4 8 .75 1 .6 2 10 .7 3

上 海 市 2-6 17 2.7 18 1.5 9 15 7.7 2 ー7 5.2 ■2 ー9 .56 2 80 .4 7 33 2.4 7 3 80 .7 1 6ー8 ー - 0 .8 2 1 1◆64

グ ル ー プ 2

河 北 省 4 ●4 4 2.9 4 5 .15 8 1.1 5 9 0.7 1 19 .95 15 1.78 ー7 6.0 7 2 06 .76 8 .80 5 .9 7 12 .40

山 西 省 ー●8 2 0.3 25 5 3.7 5 5 5.6 72 .2 ー 84 .け 92 .81 104 .19 9 .39 9.2 6 8 .63

■ 遼 寧 省 7●8 8 7.3 85 .24 12 9.28 16 1.5 18 4 .3 7 2 11 .6 9 22 8.1 6 2 64 .62 9 .36 3.6 3 9 .37

吉 林 省 3 ●6 12.7 21 .67 50 .68 6 2.5 63 .2 8 7 6.4 82 .8 5 9 3.64 4 .78 13 .4 1 7 .98

黒 竜 江 省 4 一4 54 .1 3 7 .4 2 7 6.57 94 .7 10 1 .3 1 26 .8 8 13 6.1 6 ■ー57 .27 9 .74 3 .2 9 .4 1

江 蘇 省 6.8 60 .3 8 9 1 36.2 125 .4 17 2 .6 4 2 23 .17 2 5 5.5 9 ′ 2 96 .5 8 8 .4 2 7ー6 9 10 .22

漸 江 省 3 ●9 2 5.9 5 8.2 5 10 1.59 108 .9 1 16 .8 2 ､13 9 .6 3 ー5 7.33 ー98 .1 7 .2 6 13 .2 3 8 .7 1

安 徽 省 2 ●7 2 1ー1 3 0. 6 54 .5 54 .6 8 3.8 3 1 14 .5 9 140 .5 2 15 9 . 9 7 .9 1 9.0 1 14 .34

江 西 省 2.3 l l.8 19 .5 4 40 .62 44 .8 64 ■ー3 77 .0 9 8 8.4 4 9 7.1 6 6 .2 4 l l.8 9 ll .52

■山 東 省 7.6 5 7 67.5 3 10 9.l l 128 .5 17 9 24 .6 7 2 90 .4 3 5.24 7 .75 6.0 8 ー13 .17

河 南 省 4 一4 3 3ー7 ′ 85 .97 9 1.4 1 24 .6 3 1 62 .0 6 ー8 5.73 20 8 .2 7 .83 8 .8 9 ll .69 ー

湖 北 省 4 ー9 3 1.6 50 .2 6 7 7.85 95 ●ー 99 .6 9 1 24 .5 ー 13 9.8 9 1 68 .95 7 ■ー5 8 .54 10 .17
■湖 南 省 4 ■1 2 8.6 39 .19 7 2.35 80 .5 10 8 .ー6 13 0 .36 13 7.1 6 1 56 .77 7 .4 6 8 .8 0 10 .15
重 慶 市 5 9 .3 ■7 1ー1 3

四 川 省 8 .2 3 5.2 5 8 .7 6 1 19.82 148 .4 1 67.0 7 20 9 .0 1 ■ー7 2.9 1 97 .29 5 .54 l l.7 8 6 .4 3

陳 西 省 1■8 16.8 20 .3 4 4 .4 45 ●ー 5 1.3 6 7.6 76.5 5 9 3.3 3 8 .62 9.24 9 .73

甘 粛 省 ー●ー 18.5 16⊥4 8 34 .2 1 17 .2 3 3 .9 2 4 3 .3 7 4 6 .9 1 54 .0 3 ll .0 2 5.7 5 5 .88

グ ル ー プ 3

広 西 壮 族 自治 区 2 ●2 ー2●ー 2 0.18 4 7ー6 1 55 .9 7 9.4 4 90ー5 1 99.16 ーー9 一67 6 二5 2 13 .2 6 12 .2 ー

内 蒙 古 自治 区 ■ ー●3 4 ●6 ll.3 6 32 .98 39 .4 43 .7 5 7 .2 6､ 6 6.0 8 7 7.6 7 4 .79 1 9.6 1 ll .3 0

貴 州 省 I-2 6●5 14 .5 3 6.08 45 .6 38 .8 4 9.4 6 5 5.8 8 65 .34 6.4 6 16 .86 7●7 ー
雲 南 省 1.9 1 ー●4 2 7.4 7 7一43 99 .8 9 8.3 5 13 0.0 ー 150 .4 2 16 8.2 3 6.8 6 19 .02 10.19
西 赦 自 治 区 0 .18 2. 5 2.44 2 .95 3.6 4 4 5.6 2

青 海 省 0 ■1 2-3 2 .4 7.24 18 .5 8 .6 9.58 10 .9 2 ー2 ー77 12.3 10 .99 7.3 5

宰 夏 回 族 自 治 区 0 一3 3 ●1 ､ 2.9 6 .73 6 ●8 8.9 8 12ー6 8 14 .07 ー7ー75 9.0 3 7 .30 1 2.8 9

新 海 経 書 爾 族 自治 0 ー7 5 .5 8.4 7 2 ー●78 26 .5 3 8.2 8 48 .3 ー■ 54 .5 2 ,65 ー39 7.9 3 13 .33 14.7 3
■

ゲ ル ■ プ 4 ■

J

■福 建 省 2 ●2 1 2.7 2 5.08 57 .06 69 .7 11 7.3 7 14 2.ー2 162 .9 1 ー8 7.9 2 6●7 ー 14 .64 1 6.0 7
広 東 省 7 ●2 34 .4 6 9.73 13 1.0 2 1 77 .4 3 8 2.34 4 7 9.45 54 3 .95 64 0.7 5 5 .9 6 12 .9′3 2 1.9 5
海 南 省 0 ■1 1●3 7 .3 9 9 ●3 2 8.53 3 0 .7 30 .87 33 ー67 9.9 7 17 .l l 20 .8 7

注: (1)グループ1は. ｢統Ii収入･統一支出｣;グループ2は. ｢収入配分｣;グループ3は. ｢少数民族援助｣;グループ4は. ｢一括請負｣｡この区
分について.呉軍華｢改革期における中国の地域政策の展開とその影響-財政政策を中心に-｣ (『アジア経済』1996.7-8)に参照
(2) ｢中国統計年鑑｣各版; ｢中国富力｣97年版p352-353､ 99年版p254-255等により計算.整理｡



ため, 80年代の改革･開放政策のもとで,広東省,江蘇省､漸江省など非国有セクター中心

の地域と上海など国有セクター中心の伝統的工業地域の間の格差は一層際立ってきた(胡1995､

渡辺1995,呉1995)

(4) ｢外資直接投資｣と｢固定資産投資｣候補説明変数に関して

第1節で述べたように､ 78年の｢改革･開放｣以来,外資の中国市場-の進出が活発にな

り,経済成長に多大なインパクトを与えた｡上述したように､ ｢広東モデル｣は｢外資活用モ

デル｣とも言われた｡ 90年代に中国経済開発の重点が長江デルタに移り､この地域の投資棉

造に大きな変化をもたらした｡

1978年まで,一元的であった中央政府投資主体は改革･開放期に､中央政府､各地方政府,

国有企業､集団企業,三資企業､個人投資者,外国事業家などに多元化していった｡その中

で特に｢外資直接投資｣は,地域の開放度と強く関連し,中国全土のスケールで見る時に地

域間の差が大きい｡長江デルタ全体は85年に｢沿海開放地域｣の一つと指定されたため､そ

の中に位置する諸都市間の｢外資直接投資｣の差が比較的に小さいと推察できる｡しかし, 80

年代から90年代にかけて､長江デルタにおいても開放の新たな進展が見られ､ ｢外資直接投

資｣の都市間格差に対する規定力を興味深く注目したい｡

既往研究の中で､中国の投資政策は, 80年代以来平均所得の高い省ほど1人当り固定資産

投資が多くなる傾向があるという指摘もある(胡1995､中兼1996a)また,投資と経済成

長の関係について､ ｢ハロツトニドーマー｣効果により正相関にあると一般的に考えられる｡

成長率でもって投資率を決めるのはいわゆる｢加速度モデル｣である｡このモデルを使って､

建国後の中国経済をチョウ(G.Chow)が分析した(Chow1985),一方､中兼和津次の研究

は次の結論に至った｡ ｢計画経済体制｣期の中国において,投資の決定と運営に非経済的要因

が働き､ ｢ハロツトニドーマー｣効果が現れなかったが, ｢改革･開放｣以降このモデルがよ

うやく作用しはじめた(中兼1999),

中国における以上のような投資特徴を念頭に､長江デルタにおける都市間格差の候補規定要

因に｢外資直接投資｣と｢固定資産投資｣を導入した｡

(5) ｢非農業人口｣候補説明変数に関して

先行研究の中で､胡軟鋼は中国省間格差をもたらす要因として｢非農業生産のGDPに占め

る割合｣をあげた｡つまり､高収入地域ではこの比率が高く,低収入地域ではこの比率が低

いということである(胡1995),また既往研究には､ ｢都市部門間｣, ｢農村部門間｣そして｢都

市部門と農村部門間｣のように分けて地域格差の実態と規定要因分析が行われたが､長江デ

ルタにおける諸都市は､ ｢市が県を指導する体制｣を実施する｢広域行政都市｣であるため､

行政域内に｢都市部門間｣ (｢市｣､ ｢城｣)と｢農村部門間｣ (｢県｣･｢郷｣)の両方が含まれて

いる｡よって､ ｢非農業人口｣は｢都市化水準｣を反映している｡また｢都市化水準｣は､経
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(

済発展の｢初期環境｣要因(経済構造)の一つと考えられる｡ ＼

本論女では｢非農業人口｣を用いて, ｢都市化水準｣が広域行政都市間の格差にどのような

規定力があるのかを考察する｡

3.分析結果

重回帰分析の結果を表4-4に示す｡説明変数の選定は逓減法により随時再計算したものであ

る｡また各候補説明変数の元データの単位が違うため､得られた偏回帰係数の標準化を行っ

た｡

85年と90年の分析結果を見ると, ｢非国有工業生産額｣が主な要因として選定されたほか,

｢重工業生産額｣や､ ｢地方財政歳入｣, ｢固定資産投資｣,および｢外資直接投資｣も規定要

因として抽出できた｡

GDP格差の場合, 14都市と　21都市が似たような規定要因を持っているのに対して, 1人

当り　GDPの場合, 14都市には｢地方財政歳入｣と｢固定資産投資｣が規定要因になってい

るのに対して､ 21の場合には｢外資直接投資｣が規定要因になっている｡

要するに､狭域の長江デルタにおいて､ ｢地方財政歳入｣と｢固定資産投資｣という国内投

質,地方税収などが地域格差の規定要因になっている一方､広域の長江デルタ全体から見る

と､ ｢外資直接投資｣という｢開放度要因｣が地域格差を規定している｡それは開発拠点がま

だ全面的に展開していなかった80年に,狭域の長江デルタ全体が85年に国の｢沿海開放地

域｣として指定されたゆえ古手､外資の受け皿としての｢国家レベルの経済開発区｣ (7ケ所)

は主に狭域の長江デルタ都市に集中的に立地していたからであろう｡

これらの検出した要因を90年代の経済開発の状況の中で更に見守る必要がある｡

第4節　80年代長江デルタにおける地域経済の局面- ｢上海経済区｣の事例

1.地域経済圏形成のための政策措置について

80年代において､ ｢非国有セクター｣に代表される｢体制的要因｣がもたらした上海市の地

盤沈下､経済活気の喪失とその背後地である江蘇省､漸江省の経済成長は､長江デルタの地

域経済局面にどのような影響を与えたのであろうか｡ ｢上海経済区｣の実例を考察する｡

図4-2に示されるように､ ｢上海経済区｣は1982年12月に指定され､ 1983年4月公布され

たが,その地域の範囲は狭域の長江デルタを包括していた｡いわば,上海､江蘇省の無錫､

蘇州､常州,南通､漸江省の杭州,嘉興､紹興､寧波など10市とその周辺57県を含む範囲

であった1984年10月に,上海､江蘇､漸江､安徽の3省･ 1直轄市に拡大され､同年12

月に､江西省が加えられた｡更に､ 1986年8月に福建省が入り, 6省･直轄市となった｡

上海経済区拡大の目的は､地区分割の弊害を打破し､一つの広域地域経済圏の結成を図ろ

うとするものであった｡すなわち､経済協力地域の拡大によって,エネルギー･原材料･労
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表4-4　80年代長江デルタ都市間格差の規定要因分析(圭回帰分析･偏回帰係数標準化)

G D P 1人 当りG D P

ケ ース区分 14都 市 21都 市 14都市 21都 市

, ● ● ● ●

85 年 △ 90年 90年 85年 △ 90 年 90年 85年 △ 85年 △ 90年 90 年 90 年 85年 △ 85年 △ 90年 90 年

補正決定係数R 2 0.999 0.99 6 0 .99 6 0.998 0.995 0.996 0.74 7 0.767 0.73 0.726 0.723 0.81 0.82 0 .72 0.73

東 2 次 産業 0.87 0.8 7 0.48 0.54

(t値 ) 48 .5 6*** 8.88*** 2.76*** 3.91* *

(第 ■3 次産 業 ) 0 .53 0.47

(t値 ) 3.76*** 4.52***

地 方財政 歳入 0.34 0●5了

(t値 ) ー■25 2.45**

非 国有経 済 0.14 0.16 0 .10 0-0由 0 .18 0.59 0.50 0.4 1 ■0｣36 0.36 0.90 0 .7 1 0 .55 0 .4 0

(t値 ) 7.691*** 5.88* ** 4 .23*** 1.69* 7.28*** 2.19** 1.84** 1.92* * 1.54* 1.56* 9.02*** 3.86*** 3 .10*** ー.86**

外 資直接投資 0.37

(t値 ) 2.12**

非 農 業人 口 0.12 0.34 0.13 0.40 0.38

(t値 ) 1.27 2.52** 2.31** 3.67** 3.96***

固 定資産投 資 0 .51‡

(t値 ) 2.5 1**

重 工業生産額 0.4 3 0 .56 0.23 3.43

(t値 ) 1.59* 2 .4 1** 1.26
■
2.32**

注(1 )***は.有意水準(両側検定)1 %であることを示す｡ **は.有意水準(両側検定)5%を示す｡ *は.有意水準(両側検定) 10%を示す｡
(2)1マーク: ｢重工業生産額｣を候補説明変数(85, 90. 94年)として導入する場合の分析結果｡
(3) △マーク: 85年の被説明変数は｢1人当リエ農業総生産｣である｡
(4) ｢固定資産投資｣については,前年度のデータを採用する｡

(5)元データ出所: 『上海統計年鑑』. 『江蘇続計年鑑』. 『漸江統計年鑑』. 『中国城市統計年鑑』各年版などにより整理･計算



省

宿

図4-2 ｢上海開発区｣の拡大過程

省

出所:『人民日報』 1983年4月7日､ 1984年12月17日,

1986年8月23日などにより作成
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働力などの不足を相互に補完し､合理的な経済構造と産業配置を行なうことであった｡とこ

ろが､ 80年代前半に拡大してきた地域範囲は80年代後半になると縮められた｡しかも､上海

経済区の協調機構であった｢上海経済区計画弁公室｣も, 80年代末には自然解散となった｡

これは80年代の長江デルタ地域は一つに地域経済圏の形成に至らなかったことを意味すると

考える｡

2.地域経済圏形成失敗の理由

地域経済圏が形成できなかった理由を以下のように考察する｡

(i)一番の理由は､上海の地盤沈下による地域成長中心の不在であったと考えられる｡

この時期に､上海を囲む｢江漸モデル｣地域の成功により､上海と周辺地域との格差が縮小

したものの､長江デルタ地域全体のレベルアップ､そして地域経済圏の形成につながるには,

80年代に続いた地域成長中心不在の局面を変えなければならない｡

(2)移行期の経済体制の特徴も理由として考えられる｡ 80年代に,省の下位にある市･

県は行政･財政において､多くの自主裁量権を持たなかっ′たが故に､省の同意と支持を得な

ければ, ｢上海経済区｣の政策決定と運営に参加しにくかったものと考えられる｡

従って､長江デルタを一つの地域経済圏として形成させるには､上海市自身の改革(国有

企業改革,産業高度化､都市の老朽化など)による地域成長中心の創出と中央､省､各級地

方の間の財政権と行政権の適正化を含むこの地域の市場化体制の健全化が不可欠であると考

えられる｡
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第5章　90年代の経済開発戦略と長江デルタの開発特徴

第1節　全方位改革･開放戦略の展開

90年代に入ると,国土の均衡的な発展を目指す新たな｢全方位開発･開放｣戦略が推進さ

れ始めた｡上海のような従来の先進地域や, 80年代に生起した新興地域の生産力をより高め

るために､重点的な拠点開発(特に｢開発区｣方式の活用)を進めながら,その波及効果を

周辺地域に広げていくという経済地域の再編成方策がとられた｡ ､

80年代の迂回的,漸進的な改革の積み重ねを通して､郷鎮企業､個人企業,外資企業など

非国有セクターが市場経済の担い手として急速に成長し,これに対して､国有企業の多くは

自由市場化の波に適応できず､赤字経営に陥ることになった｡

1985年から改革の第二のステップとして,都市部の国有セクターの改革に着手したものの､

それは保守派と既得権益者の抵抗で遅々として進まなかった｡こうした中で､国家指令によ

る計画や統制価格が機能し続ける一方､市場メカニズムとノ市場価格が急速に浸透し､国有セ

クターを蚕食することとなった｡市場化改革の不整合性は生産､流通の両面での混乱の原因

となり,しばしば二桁に及ぶインフレーションを招いた｡

その中で,国有企業が集中する東北や上海､軍事工業の集中する西南地域において､この

ような混乱は特に深刻であった｡これまで｢モノ不足経済｣のなかで技術革新や競争を意識

せず､売り手市場の恩恵を享受してきた国有企業は,需要の低迷という試練に直面すること

となったのである｡王建の戦略に言う第2の段階,いわば輸出によって入手した外貨(実際

は外貨に限らず,技術･管理･知識及び市場経済改革の実験的成果も含む)を基本素材産業,

インフラ部門など国有セクターの改造に振り向け,開発利益を効率的に社会に還元する段階

も迫ってきた｡

90年代の初め､中国の改革･開放は新たな段階を迎えた｡地域開放の重点は上海に移行し,

上海から長江を通し西南に至る広大な内陸地域にも､対外開放と開発のスポットライトが当

たるようになったのである｡この段階の開発戦略は｢開放経済区｣についてみると､次のよ

うにまとめることができる｡

(1)上海浦東開発の正式決定(1990年)

(2)上海浦東開発を速める決定(1992年)

(3) ｢三沿｣開放という全方位開放政策の打ち出し(1992年)

すなわち,従来の｢沿海｣開放のほかに､ ｢沿江(長江)｣地域､ ｢沿辺｣の国境地域も加え

られ､そしてそれぞれの開放地域の新たに指定された都市にも沿海開放都市と同様な優遇政

策が与えられた｡　　　　　　,

ここに至って､中国の地域的な対外開放の枠組は､経済特区･沿海開放都市･沿海開放地

域･沿江･内陸･国境開放都市という構成を持って､基本的に完成した｡
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その中､長江デルタの経済開発と地域格差に特に関わるのは, ｢T字型開発戦略｣である｡

｢T字型開発戦略｣には次のような政策目標が込められていると考えられる｡ ① 80年代に地

盤沈下が続いた上海経済の復活､ ②その波及効果をデルタ周辺地域､更に長江流域に広げて

いくという経済地域の再編成である｡

第2節　｢T字型開発戦略｣の提起と長江デルタ

1. ｢T字型開発戦略｣の核心:上海および長江デルタ

(1) ｢T字型開発戦略｣の提起

上海は､中国最大の港湾都市である｡最大,最長の河川であり,全国の河川水上運送総量

の半分以上を占める長江の河口に位置し,また,華北と華南を含め沿海地域の中間にある｡

上海は､太平洋に面した長い沿海地域と長江の接点に位置する｡まさに､ ｢T｣字の二つの線

が接する地点が上海である｡これを以て上海浦東関発から始まった｢全方位開放戦略｣は｢T

型経済開発戦略｣ (図5-1)とも言われる｡

(2)上海都市機能目標の再設定

今世紀初めの上海は､中国の金融･貿易･工業中心地として､圧倒的な経済力を誇ってい

た｡国内銀行総数の43%､総資産額の89%が集中していた｡貿易量､工業生産量も全国の約

半分を占めた｡外灘には,世界百十三の金融機関が店を構え,名実とも極東の金融･貿易セ

ンターであった｡上海は､また中国の西洋文化輸入の窓口でもあり,各国政府公館のほかに,

新聞･出版･学校･翻訳機関･ラジオなどが集まり､国内向けの情報センターでもあった｡

1949年の新中国建国後､.外国銀行や貿易会社の大半は香港などに移り､残った金融機関は

わずか六つしかなかった｡その後､イデオロギー対立による中国と世界の隔絶や､中国政府

の重工業優先発展戦略のもとで､上海は､国内復興を進めるための生産基地として改造され､

金融･貿易センターとしての機能は失われた｡さらに,工業の面で,国有企業しかも重工業

が経済の中心地位を占めた｡前掲表4-1によると､国有企業の比率は､ 1949年当時の16.3%

から1952年の97.2%,重工業の比率は1952年の20.1%から1962年の54.9%にそれぞれ急上

昇した｡

80年代の沿海開放戦略のもとで､非国有センターの成長が著しい華南や､江蘇省,漸江省

は上海を追い上げ､上海は市場経済の波から取り残された｡加えて､道路や､住宅建設､電

力,水道などの都市インフラ整備が遅れ､前掲表4-3によると, 80年代並びに90-91年の上

海工業成長率は全国平均を下回るという深刻な状態になった｡

90年代,上海の経済地理的優位性､歴史的実績･蓄積が再び注目されてきた｡そして､上

海と長江デルタ､さらに長江流域各省には､浦東開発に際して､ ⊥っの開発戦略が与えられ

ている｡それは, ｢上海を一日も早く国際的な経済･貿易･金融の中心都市に育て上げ,それ

64



育



によって､長江デルタと長江流域全体の新しい飛躍を図る｣ (江沢民1992)ということである｡

この戦略は, ｢T字型(海岸線と長江水系からなる)発展戦略｣ (前掲図5-1)ともいわれる｡

(3)上海の環境整備

｢国際的金融･貿易･経済センター｣を目指す上海の開発目標には, ｢上海経済の活性化｣

と｢都市の近代化｣が基本条件として含まれている｡これは､市場経済に対応し難い国有企

業中心の経済構造と都市交通･住宅などインフラの老朽化に対する対策であり,この対策は,

｢国際的金融･貿易･経済センター｣を目指す上海にとって､ソフトとハード両面の環境整備

とも読み取れる｡

図5-2に示したように,上海は｢浦東開発｣を起爆剤に､/各種の｢経済開発区｣を有効に活

用してきたo都市機能高度化のため18=,市街地に｢中央商務区｣を重点的に建設し,郊外区

に｢ハイテク産業開発区｣や､ ｢新興産業開発区｣､ ｢私営開発区｣などを配直し,そして郊外

県には都市型｢現代農業開発区｣を設置した｡都市空間に三つの圏域を展開してきた｡更に､
＼

｢経済協力区｣の編成により､長江デルタ､長江流域他地域との連携を進んできた｡

(4)上海及び長江デルタの集積度

表5_1に示したように,97年に､上海対全国比率において､総面積がo.07%､総人口が1.18%

であるのに対して､ GDPが4.49%､ 1人当りGDPが3.81倍である｡一方､広域の長江デルタ

(上海､江蘇､漸江三省･直轄市の合計)対全国比率において,総人口が2.19%､総面積が10.55%

であるのに対して､ GDPが19.63'%を占めている｡

このように,上海と広域な長江デルタにおける人口と面積の割合に対して､ GDP､の占める

割合(そして1人当.りGDPの対全国倍率)のほうが遥かに高かった｡明らかに上海および長

(江デルタが中国における一つ重要な経済集積地であることが示されている.

地域傾斜開発戦略から､産業構造調整と国有企業の活性化重視-と転換した全方位開放戦

略は､ますます差別的地域優遇政策や豊富かつ廉価な労働力の優位性を排除しつつ､各地域

は自助努力によって自らの競争優位作りをしなければならなくなった｡今や,競争力の源と

して､ ｢高度化要素｣こそ決定的な重要性を持ってきている｡それは､高学歴の人材集中､ R良D

基盤と周辺産業､海外市場情報-のアクセス,通信システム､中産階級が支える成熟した市

場､競争､イノベーションを刺激する社会､制度環境といった要素にほかならない｡この意

味で､上海は｢高度化要素｣を集積するモデル-成長しつつあると考えられる｡

(5)問題点

1990年代以来,上海は金融､物流,貿易を統合する経済的基盤と制度的条件を合わせもっ

ている｡もちろん,検討すべき問題も多数残されている｡例えば､資源確保のために,上海

宝山製鉄所はそもそも設立当初から,オーストラリアの鉄鉱石を使うことを前提としていた｡
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都市機能目標:

｢国際金融･貿易･経済

センター｣

上海の開

発目標

都市空間構造目榛:

① ｢市区一郊外区一郊外

県｣という三つの圏域の_

形成;

(塾長江デルター長江流域

え.鍋ヱ∫ミスオ　FT　全判E旧盤

産業構造の調整(｢第3次･第2

次･第1次｣の順で):

(1)第3次産業の振興:金融業→
を中心に

(2)第2次産業:ハイテク産業

と新興産業(6大支柱産業) →

に重点を置く

(3)第1次産業:都市型農業を

目指す

上海浦東新区の位置づけ

(起爆剤)

企業･業種･地域間の｢横の経済連

携｣を提唱

中央商務区 :浦西外灘金融街+ 浦兼 ｢陸

家塀金融貿易区｣

① ｢滑河5全開発区｣､ ｢張江高新技術産業

開発区｣ をはじめとした複数の ｢ハイテ

ク産業開発区｣､ ｢新興産業開発区｣ ;

② 郊外区●療に立地する ｢私営開発区｣

二の興隆

｢孫橋現代農業開発区｣､ ■｢高優高農業示

範区｣ などの建設

w .

4の国家レベルの開発区､

5の浦東新区レベルの開発区を設置

経済協力区体系の編成:

上海-長江デルタ-長江流域

図5-2　90年代: ｢上海モデル｣の創出と経済開発区の活用



表5-1上海及び長江デルタの結節性(1997年)
省 別 地 域 総 面 積 都 市 区 域 総 人 口 ■人 口 密 度 就 業 人 口 都市失業 1人 当 り G D P

(万 k㌔ ) 面 積 (kr㌔) (万 人) (人/ knナ) (万 人 ) 人 口(万人) G D P (元 ) (億 元 )

北 京 直 轄 市 1 .68 4 88 124 0 7 38 66 0.8 3 ー4 59 8 1 81 0.0 9

天 津 直 轄 市 1 .13 3 80 g5 3 8 43 4 9 1 .6 4 13 0 ー6 12 40 .4

河 北 省 18 .7 7 9 19 652 5 3 48 3 4 15 16 605 9 3 95 3 .7 8

山 西 省 15 .63 5 95 314 2 0 1 14 83 .2 12 4 7 12 14 8 .ー3

内 モンゴ ル 自治 区 1 18 .3 5 75 232 6 20 10 50 .3 17 4 70 6 109 4 .5 2

遼 寧 省 14 .5 9 ー4 80 4 13 8 2 84 2 0 63 .3 4 6 ∴843 4 3 4 90 .0 6

吉 林 省 ■ 18 .74 79 7 26 28 140 12 37 .3 ー3 550 6 144 6 .91

黒 龍 江 省 45 .4 6 1 28 7 37 51 83 16 58 .6 25 72 2 ー 270 8 .4 6 ､

上 海 直 轄 市 0 .6 3 4 2 1 14 57 23 13 7 70 .2 14 2 30 63 3 3 60 .2ー

江 蘇 省 1 0.2 6 1 24 0 7 14 8 69 7 37 45 .5 25 934 6 66 80 .34

新 江 省 1 0 .18 74 5 44 35 43 6 27 00 .3 2 1 104 58 46 38 .24

安 徽 省 1 3 .9 6 80 8 6 127 43 9 33 2 1.7 2 ー 43 58 26 69 .95

福 建 省 12 .14 36 9 32 82 27 0 16 13 .4 10 9 42 30 00 .36

江 西 省 16 .6 9 占12 4 150 24 9 20 7 7◆7 16 4 33 17 15 .ー8

山 東 省 15 .6 7 139 1 8 785 5 61 4 70 7 38 7 570 66 50 .02

河 南 省 1 6 .7 95 9 9 243 55 3 5 0 17 24 44 3 40 7 9.2 6

湖 北 省 18 .5 9 15 94 5 87 3 3 16 2 70 8.7 3 3 5 87 5 34 50 一24

湖 南 省 2 1.18 6 9 1 646 5 3 05 3 59 0.7 30 4 630 29 93

広 東 省 17 .79 15 79 705 3 96 3 78 4.3 3 1 ー0 37 5 73 15 .5 1

広 西 壮 族 自治 区 2 3 .6 54 4 4 63 3 196 24 5 2.4 1 8 4 35 0 20 15 .2

海 南 省 3 .3 9 2 ー3 74 3 2 19 3 30 .9 5 5 5 6 40 9.8 6

重 慶 直 轄 市 2 83 304 2 16 89 .9 10■ 4 43 8 13 50 .1

四 川 省 5 7 8 5 7 84 30 148 4 6 17 .6 3 2 3 93 8 3 32 0 . ー

貴 州 省 17 .6 2 6 1 360 6 205 19 27 ､1 19 219 9 79 2 .9 8

雲 南 省 39 .4 284 40 94 104 2 2 47 .6 10 4 0 16 164 4 .2 3

チ ベ ット自 治 区 12 2.8 4 7 2 2 48 2 120 ◆3 3 0 4 ､､､7 6 .9 8

陳 西 省 2 0.5 6 39 9 35 70 17 4 18 1.9 32 37 14 13 26 .0 4

甘 粛 省 45 .4 4 10 24 94 5 5 1 1白5 ●9 15 3 133 78 1 .3 4

青 海 省 7 2 .12 9 3 4 9 6 7 2 35 .4 5 40 74 20 2 .0 5

寧 夏 回 旋 自治 区 5 .18 1 1 1 530 10 2 2 60 .4 4 39 80 2 10 .92

新 彊 経 書 爾 族 自治 区 1 65 44 1 17 18 10 690 .7 13 6 13 10 50 一14

全 国 9 63 .88 20 7 9 1 123 62 6 1 28 69 60 0 5 7 6 60 48 74 7 72 .4

上海対全 国の比率(% ) 0 .0 7 2.0 2 1 .18 18 03 .15 1.l l 2.4 3 38 1.33 4 .49

長江デルタ(上 海●江蘇 ●P

新江 )対全国の比率(% ) 2.1 9 l l.5 7 10 .5 5 10 .37 0.4 2 1 9.63

出所:『中国富力』97. 99年版により整理.計算｡
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従来から外部資源に依存して工業化を進めてきた上海は, 1991年の時点で､既に輸入依存度

63.7%と､､全国の17.1%をはるかに上回っていた｡とりわけ,輸出品生産に必要な原材料の輸

入依存度は年々高まっており, 1990年の統計では､60%に達している(上海経済研究中心1986),

国際経済-の依存度が高まる状況のもとで､上海が90年代の経済開発の重点地域として､

率先して外向性経済-の転換を進められたが､これは浦東新区開発が当初には長江流域から

広大な内陸経済に成長を波及させる役割が強調されたことに矛盾しているように見える｡し

かしそれは上海経済において､輸出加工貿易の持つ量が大きくなったが､上海経済の器が大

きくなったためであり､内陸の資源･経済との結びつきが弱まったことを意味するものでは

ない｡

2. ｢T字型開発戦略｣の具体化: ｢長江商貿走廊｣結成の動向

(1)政策措置

長江デルタ地域経済圏の影響力を拡大し,さらに長江流域経済圏を結成するためには,上

海が長江流域各地域と連結して,内陸経済地域との結びつきを強めることが不可欠である｡

そのために政策的措置が取られた｡いわば浦東新区プロジェクト及び企業輸出入の業務の面

で､上海が大きな自主審査権限を与えられている1991年9月に公布された｢浦東新区-

の外地の投資奨励暫定弁法｣では､国内企業の対浦東投資にも優遇措置を与えている｡さら

に｢浦東新区で実施される10項目の優遇政策｣ (佐々木1992)の虜八項目にも類似の規定

がある｡この点については､現在他の経済特区ないし開発区でも取り入れられている｡

さらに､流通面で証券･金属･石炭取引所･農業生産財取引所など相次いだ国家レベルの

各取引所の開設は,中国の各種の生産要素が市場の流れに沿って､国内さらに国際的生産要

素の各分野と連携し始めたことを示している｡

(2) ｢経済協力区｣体系の結成

長江沿岸は453の市･県､ 3.6億の人口を包括してI､る｡ 80年代以来､長江デルタ経済協

力区,南京経済協力区,武漢経済協力区､重慶経済協力区および撃西一六盤水開発区などの

経済協力ネットワークが作られ,さらに,郡東都市協力ネット､昌九工業走廊,宜昌エネル

ギー基地と｢両湖-平｣ (播陽湖､洞庭湖､江漢平原)農業生産基地も続々と建設されてい

る｡南京経済協力区は江蘇､安徽､江西3省の18都市､ 16万km2､ 6000万余りの人口を含

み,地域間で100余りの企業集団と70余りの業種間ネットワークが形成されている｡そし

て商品･物質･資金･技術方面の交流が盛んになっている｡経済協力区は中国の地域経済発

展に依然として重要な役割を果たしている｡

(3)経済協力の実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

上海浦東の開発を本格にスタートさせたのは1992年であった｡それ後､上海を中心とし
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た経済協力活動が活発になっている｡ここで浦東開発が本格化した直後の変化ぶりを見てみ

る｡

まず､外省市から上海-進出･駐在する企業･事務機関の状況を見てみる｡

1992-94年の3年間に外省市が上海に開設した企業数は､ 1992-94年の累計は10508社

にも数え､全体(1994年まで外省市が開設した企業は合計12618社であるが)の84%を占

めた｡この比率は92年以来の上海における経済集積が著しく高まった証しとも読める｡市
/

内の区域によって投資状況が違うが,投資中心地の移転は大体これからの上海の発展重心を

反映していると考える｡そのうちでは､浦東新区が特に目立っている0 92年の28社増加か

ら､ 93年には一躍1727社増加し､ 94年までの三年間で累計2423社の増加を見た｡外高橋

保税区の場合, 1994年12月末までに､ 30の中央部委所属の企業, 93の外省市の企業が進

出していて,総投資額は23億元を超えた｡

一方,上海も長江沿岸各主要都市に窓口を設け､金融･技術･商業貿易･物流･航行･

電子通信･情報･環境保護･観光･社会科学研究など10の分野での連携活動が活発になっ

ている｡例えば､金融の面では, 1994年上海･南京･武漢･重慶の4都市間の融資額は4000

億元を越え,上海一南京高速道路建設のために上海と南京の銀行は共同で1000万元を貸し

付けた｡技術の面では､長江沿岸諸都市の科学委員会が共同会議制度という協調機関を設け,

近年､上海の3796の技術成果が長江沿岸の各省市に吸収され､契約.ベースの金額埠2.97億

元に達している｡物流の面で､ 1994年江蘇省に発し上海を中継する物質は380万トンを越

えた｡湖南省から上海を経由した貨物運輸量は35.95億トンキロメートルにのぼり,上海と

の協力プロジェクト517件､上海からの投資の誘致3460万元､人材吸収567人､生産額と

税収利潤それぞれ2.7億元と3400万元の増加を創出した｡環境保護の面では,長江並びに

三峡環境生態系監視ネットワークがすでに沿岸で150の観測センターを設立した｡近年､長

江流域沿岸地域の連携により､ 5000余りのプロジェクトが計画され､ 60億元余の工業生産

額､ 10億元余の利潤が増加し､地域間の交易額も380億元に達している｡

その中､上海の外省市に対する百億元に昇る投資総額の約60%は長江デルタ地域に集中

している｡上海との経済連携がもっとも緊密な地域は長江デルタであることを物語っている

(『上海経済統計年鑑』 1995)｡

第3節　90年代長江デルタにおける産業政策の新展開

ハーシュマンの｢不均整成長論｣は､産業部門間と地域間の両方で捉えられる｡前者につ

いて第3章で触れたが､後者は即ち,経済成長の過程で経済力を集中すべき地域の中心地つ

まり成長拠点(Growth Points)が存在し､これとほかの地域との間の｢国際的･地域的格差

は不可避的随伴現象｣であると見る｡これはペルー(Perroux)､の｢成長の極｣ (GrowthPoles)

と.一致するところがある｡ペルーの理論は,低開発地域においてもっとも成長の可能性が高
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いところに拠点を設け,ここに産業連関効果や外部経済効果の高い成長産業を集積させ､こ

れによって地域全体の成長を促進させようという開発戦略である　B.Higginsほか1988),

長江デルタの開発に当たって､ ｢不均整成長論｣或いは｢成長の極論｣が応用されている｡

つまり｢地域成長拠点の整備｣という側面から見ると, 90年代の長江デルタにおいて､多種

多様な開発区が有効額政策手段として活用されているoそして｢先行産業部門の整備｣とい

う側面から見ると､ ｢ハイテク産業重視｣､ ｢重工業重視｣などめ開発動向が現れている｡以下

で具体的に述べる｡

1.開発区における産業配置

96年には､江蘇省,漸江省における国家レベルの開発区は合計18カ所にのぼり(図5-3),

うち15カ所が90年代に設置されたものである｡狭域の長江デルタに位置する13都市に限る

場合､国家レベルの開発区は15カ所あり､うち13カ所が90年代に新たに設置されたもので

ある｡

一方､上海を加えれば(図5-4)､狭域な長江デルタ14都市における国家レベルの開発区が

24カ所にのぼり､全国130カ所(図5-5)の約19%を占める｡中国にある他の四つの開放地

域-一二つのデルタ地域(珠江デルタ,硯南デルタ)と二つの半島地域(山東半島､遼東半

島) -一に比べ､はるかに集中度が高いことが分かる｡しかも, 80年代車こ連雲港,南通､寧

波､温州､上海に設置された7カ所のほかは､総て90年代に設置されたものである｡

そして､広域の長江デルタ(江､漸両省と上海市)に設置された国家レベル開発区としては､

経済技術開発区13カ所,ハイテク産業開発区9カ所､保税区3カ所､観光リゾート開発区4

カ所､金融貿易開発区1カ所がある｡全体としてノ､イテク重視の開発が進んできた｡なお､

上海において､黄浦江を挟んだ外灘金融街と浦東新区の｢陸家境金融貿易区｣は上海の新た

な中央商務区に成長しつつある(陳雲1998),

2.ハイテク産業重視

中国税関が明らかにしたところによると､ 2000年の中国のハイテク製品貿易高は895億5

千万米ドル(前年比43.8%増)に達した｡輸出は374億米ドル(同50%増)､輸入は525億1

千万米ドル(同40%増)である(人界網2001),

一方,表5-2に示されるように, 1996年には,全国52カ所のハイテク産業都市の中,長江

デルタに位置しているのは､上海のほかに､江蘇省の4都市(南京,常州､無錫､蘇州)､漸

江省の1都市(杭州)であった｡

上海の実績順位は､総生産高6位,純利潤10位,税金上納3位,輸出外貨獲得4位の成績

をあげた｡一方､南京の順位は､総生産高3位､純利潤5位､税金上納6位､外貨獲得17位

であったが､外貨獲得において,無錫の2位､蘇州の6位が顕著であった｡

ハイテク産業においては､上海対全国､長江デルタ14都市対全国の比率は､輸出外貨獲得､
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江蘇省の経済技術開発区:

(1)国家レベルの開発区

①.連雲港経済技術開発区

②南通経済技術開発区

③　昆山経済技術開発区

④　南京高新技術産業開発区

⑤　常州高新技術産業開発区

⑥　無錫高新技術産業開発区

⑦　蘇州高新技術産業開発区

⑧　張家港保税区

⑨無錫太湖国家観光リゾート開発区

⑳蘇州太湖国家観光リゾート開発区

(2)地方レベルの開発区

E]徐州立山橋開発区

E]昆山松明開発区

B]南軍新港工業区

由陽澄湖リゾート開発区

漸江省の経済開発区:

(1)国家レベルの開発区

⑫　杭州経済技術開発区
一Ilヽ

⑬　粛山経済技術開発区

⑬　寧波経済技術開発区

⑭　温州経済技術開発区

⑬　杭州市新技術産業開発区

⑩　寧波保税区

⑰杭州之江国家観光リゾート開発区

⑩　寧波市大謝島総合開発区

旦__塵且

z

-

*

　

　

1

資料:関満博『中国長江下流域の発展酬各』 (新評論1995)､関満博

『中国市場経済化と地域産業』 (新評論1996)などにより作成

図5-3　江蘇省と漸江省における主な開発区
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図5-4上海における主な開発区及びその分類
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税金上納,総生産高､純利潤の順で,それぞれ7.20%､ 5.04%､ 4.21%､ 3.49%と26.33%､ 15.38%､

17.65%∴14.91%であった｡

上述した｢開発区の設置｣､でも説明したように､ 90年代の長江デルタでは,ハイテク産業

が重要視されている｡

すでの述べたように, ｢経済開発区｣は｢四つの窓口｣と位置づけられている｡いわば｢外

資直接投資｣の持つ効果は､単なる投資資金の導入だけでなく､先進的技術の導入や､合理

的経営方式の吸収､そして雇用の拡大,人材の育成,外貨の獲得など実に多面にわたり移行

期の中国の経済に多様な効果をもたらしている｡そして､海外との経済リンケージが深まる

中､中国と他国の最終需要は互いの付加価値を誘発する効果も生出す0

佐野敏夫は, 1985年の国際産業関連表を用いて中国とアジア太平洋諸国との相互依存関係

を調べたところ､中国の付加価値のうち,他国の需要からもたらされる比率がもっとも高い

のは石油を中心とする鉱業であり､次いでは商業･運輸,更に製造業である｡一方,中国の

最終需要が海外の付加価値を誘発しているのは日本の金属､機械,化学と言った重工業と,

こうした部門の生産に誘発されたサービス,商業,運輸部門であり､またアメリカの機械､

化学,商業､運輸､サービス業である(佐野1993),

その中､中国におけるハイテク産業の育成において､外資直接投資による｢技術移転｣の効

果が期待されている｡ハーシュマンは､外資投資について｢一国の不均整成長経路を踏み出

させ､かつそのことに自信を持たせることである｣と指摘し, ｢成長拠点｣の開発における外

資の役割を積極的に評価した｡しかし一方､中国における外資企業/による貿易や加工貿易で

は,次のような問題も指摘されている｡例えば､加工貿易は技術移転に対しては効果的では

ないこと､そして中国の国内産業に対する波及効果が限られていることなどがよくあげられ

る｡これは上に触れた｢広東モデル｣の問題点でもある｡

3.重工業重視の開発動向

重工業優先の開発戦略は｢フェリトマン-ドーマーモデル｣のよって説明されている｡つ

まりより多くの資本を生産財部門に投下すればすれほど､長期的により多くの消費財及び国

民所得を作り出すというも′のである｡エルマン(M.Ellman)はこのモデル成立するには①機

械の消耗がないことや､ ②外国貿易を行わない閉鎖的な環境のような前提条件が付けられる

という(Ellman1979)一方,石川滋は①消費水準が生存維持水準を維持すること, ②制度

の劣化が起こらないこと(限界資本･産出高率が不変)のような条件をあげた(石川1980)｡

いわば, ｢開放経済｣のもとで､比較優位論により重工業優先発展の必要がなくなり､産業構

造の重点は｢ペティ-クラーク法則｣にそって第1次産業､第2次･ 3次産業-とシフトし

ていくと考えられる｡

毛沢東時代に･,経済的な波及効果､外部経済,規模の経済効果などを期待していたという

よりも､国防力を強化するための軍事産業(勿論重工業中心)の必要性が高まった中､ 50-70
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年代に重工業優先の開発戦略が実行されるようになった｡第3章･第1節で指摘したように､

この時期の重工業優先の戦略には経済全体の成長に有効ではなく､いわば｢フェリトマン-

ドーマーモデル｣に当てはまらなかった｡

一方､ 80年代以来､中国全体の重工業率はいったん低下したが､ 1990年代になってから再

びゆっくり上昇しはじめた｡中兼和津次は,重工業(生産財)は前方関連と後方関連とも高

まっている一方,投資配分率即ち全投資に占める重工業部門-の投資が相対的に低下してき

たことから,以前より効率的投資配分を行うようになっている.その中, 80年代以来｢フェ

リトマン-ド-マ｣モデル｣はようやく作用しはじめたと結論づけた(中兼1999),

重工業率の上昇は長江デルタにおいても同じである｡前掲の表3･3によると,重工業比重

については､上海では90年の48.46%から98年の55.88%､江蘇省では90年の45.35%か

ら98年の48.1%､漸江省では90年の34.80%から98年の37.76%-と,それぞれ上昇の傾向

を見せた｡これによると､いわゆる｢ホフマン法則｣ (つまり､経済発展に伴って製造業の中

に占める生産財工業の比重が高まってくる法則｡ドイツの学者w.G.Hoffmannは, 19世紀後半

以降製造業の中の軽工業率が低下し､金属･機械･化学工賃などの重化学工業車が上昇して

きたことを発見したことで､このように名づけられた)が成立するように見えている｡

4.非国有工業率の上昇

バーリ(A.Barle)とミレンズ(G.Means)が発見した20世紀企業における｢所有権｣と｢経

営権｣分離及び企業の法人化という特徴は､国有企業には欠如している｡国有企業の非効率

性をもたらす企業構造の特徴について､コルナルの｢ソフトな予算制約｣が的中しているが､

このほか,地方分権が推進された移行期における地方政府と銀行の癒着から,国有企業は依

然として投資･運営など様々な面で行政の介入を受けている｡

90年代以来､中国の経済規模に占める非国有セクターの比率が上昇の一途を辿ってきた｡

長江デルタでも同じ傾向を示した｡表3-3に示したように,非国有セクターの比重は､上海

では90年の36.40%から98年の76.88%,江蘇省では90年の65.69%から98年の85.11%､

漸江省では90年の68.79%から98年の89.01%-と､それぞれ大幅に上昇している｡

一方,銀行と地方政府の癒着性から,融資に国有企業が優先され､非国有企業は小型のが

多いため担保に問題が生ずることも多い｡従って, 1993年からGDPの成長率が緩め､経済が

引き締め期に入ったような時期に､･真っ先に融資が削除されたのは非国有企業である｡しか

しこれは逆に非国有企業に緊張感(非効率の経営はすぐに倒産につながる)を与え､企業の

経営体質を強化させるという捉え方もある｡

5.三次産業の構造調整

前掲表3-3によると,90年と98年の一次､二次､三次の産業について､上海では4.31:63.81 :

31.88から2.13 : 50.08:47.79､江蘇省では25.07:48.89:26.03から14.ll :50.56: 35.33,漸
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江省では25.06:45.45 :29.48から12.66 : 54.32:33.02 -とそれぞれ変化した｡ ｢ペティの法

則｣が成立しているようである｡

第一次産業比重の減少は共通であったが､上海では第二次産業の13.73%減の代わりに,第

三次産業は15.91%増を見せた｡一方､江蘇省では､第二次産業と第三次産業はそれぞれ1.67
J

と9.3ポイント増であったo漸江では,第二次産業と第三次産業はそれぞれ8.87と3.54%増

であった｡

以上､上海が産業構造面での｢三･二･-｣ (第3次､第2次､第1次産業の優先順位のこ

と)の方針が現実化しつつあることが分かる｡一方､江,漸両省は, 90年に第二次､第三次

産業の変化に正反対の動向があったが, 95年には,三次産業の比例は非常に近い数値になっ

た.そして98年に,漸江省の第-､第三次産業比重は江蘇省のそれを1.45､ 2.31%下回った

反面､第二次産業の比重は3.76%上回ることになった｡ 90年代に初めて江蘇省を追い越した

のは1996年､ 1.87%上回った｡逆に第三次産業の比重に関して､江蘇省が初めて漸江省を追

い越したのも96年からであった｡この新たな逆転の勢いが何をもたらすかは興味深く注目し

ていきたい｡

また､第二次産業に関して､江蘇省ではハイテク産業の興隆､漸江省では軽工業そして非

国有セクタ比率の高さを大きな特徴としている｡
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第6章　90年代長江デルタにおける地域格差の実態と規定要因分析

第1節　90年代長江デルタにおける地域格差の実態

第5章では, 90年代の経済開発戦略と長江デルタの開発特徴について述べたが,この章で

は, 90年代長江デルタにおける地域格差の実態と規定要因の分析を行う0

具体的には,被説明変数がGDPの場合と1人当りGDPの場合,そして広域の長江デルタ

21都市のケースと狭域の長江デルタ14都市のケースを分けてそれぞれ検証する｡

1. GDPと1人当りGDP指標から見た都市間格差の実態

(1) GDPの場合

GDPの格差実態については､次の特徴が見られた(表6-1,図6-1を参照)0

①相対極差と変動係数によると､ 90-95年の間は概ね格差軽減;95-98年,やや拡大傾

向にあった｡しかし98年時点の格差は､ 90年代初頭より小さい｡

②倍率によると､ 93年と98年に二つのピークを迎え,しかも98年は93年を上回った｡

③絶対極差は､一貫して拡大してきた｡

(2) 1人当りGDPの場合

次に､ 1人当り　GDPの格差実態(表6-2,図6-2を参照)について見ると､ 95､ 96年と

いう格差の谷を迎える前に, 92-93年に一つのピークを経験した｡ 96年以降,格差は緩やか

に拡大に向かった｡ 90年代初期とほぼ同じ格差水準に達した｡

2.狭域の長江デルタ14都市と広域の長江デルタ21都市の比較

(1) 1人当りGDPの場合(表6-2､図6-2)

21都市の場合は14都市の場合より格差のピークと谷がそれぞれ一年遅れて迎えた(92年

と93年､ 95年と96年)｡ここから､狭域の14都市から広域の21都市-と経済効果が波及

していく様子を読み取れた｡

(2) GDPの場合(表6-1､図6-1)

21都市と14都市の場合とも､同じ年にピーク(相対極差と変動係数は91年､倍率は93

午)と谷(相対極差と変動係数は95年､倍率は94年)を迎えた｡

(3)格差水準全般(表6-1,図6-1と表6-2､図6-2)｡

GDP格差と1人当りGDPの両方において､広域の21都市の格差水準は狭域の14都市を

上回っていることが分かる｡
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表6-1長江デルタ都市間GDP(名目)格差の推移

比 較 手 法 ■ 9 8 5 9 9 0 1 9 9 9 9 2 1 9 9 3 1 9 9 4 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 9 9 8

1 4 絶 対 極 差 8 5 3 ､ 了3 2 一8 6 5 0 8 0 4 7 0 9 2 2 3 8 9 2 81 6 3 2 7 3 5 9 5

都 , 相 対 極 差 4 .6 7 4 .4 8 4 .5 8 ー 4 .3 2 4 .1 0 3 .8 4 3 .7 7 3 .9 2 4 .0 4 4 .0 7

市 倍 率 ■ 2 1.7 1 3 0 .7 9 3 0 .8 8 3 2 .6 4 3 6 .5 7 3 3 .0 3 3 3 .5 1 3 3 .8 3 3 7 .6 9 3 9 .4 2

変 動 係 数 1.2 0 .0 9 1 .1 2 .0 6 ′0 .9 9 0 .9 2 0 .9 0 .9 5 0 .9 8 0 .9 9

2 1 絶 対 極 差 8 7 4 7 3 2 8 6 5 0 8 0 14 7 0 9 12 2 3 8 9 2 8 6 3 2 7 1 3 5 9 5

都 相 対 極 差 6 .4 5 5 .6 2 5 .8 0 5 .5 3 5 .2 4 4 .8 7 4 .7 5 4 .9 2 5 .0 8 5 .l l

市 倍 率 4 4 .2 4 30 .7 9 3 0 .8 8 3 2 .6 4 3 6 .5 7 3 3 .0 3 3 3 .5 1 3 3 .8 3 3 7 .6 9 3 9 .4 2

変 動 係 数 1 .3 4 1 .1 2 1 .16 1.12 1 .0 6 0 .9 8 0 .9 6 1 .0 0 .0 3 1 .0 4

注:①85年は｢エ農業総生産｣(絶対極差単位:億元), 90-98年は｢GDP](絶対極差単位:億元) ;

②96年未.泰州市が揚州市から.宿遷市が准陰市から独立｡泰州市と宿遷市は研究対象の

21都市に含まれていないものの.揚州市と准陰市のGDP規模に影響を与えたのは確実

③『上海統計年鑑』. 『江蘇統計年鑑』, 『新江統計年鑑』. 『中国城市年鑑』各年版により計裳

単位:億元

14都市絶対極
差(左目盛)

野由由叫一高i 21都市絶対極
差(左目盛)

---.+-1 4都市相対極
差(右目盛)

14都市倍率(右
目盛)

--喋l　�"14都市変動係
数(右目盛)

-　×　-21都市相対極
差(右目盛)

21都市倍率(右
目盛)

-▲-21都市変動係
数(右目盛)

1985 1990 1991 1｣旭2 1993 1994 1995 1996 1997 1998

図6-1長江デルタ都市間GDP(名目)格差の推移
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表6-2　90年代(及び85年)長江デルタ1人当りGDP(名目)格差実態　!

-比較手法 1985ト1990 1991 1992暮 1993 1994 1995暮 1996 199了l 998

1 4 絶 対 極 差 5 6 8 7 4 2 6 2 5 3 4 6 6 4 9 8 4 8 4 1 0 7 9 2 2 9 8 7 1 55 1 9 8 4 0 6 2 0 3 0 4 1 2 .9 9

都 相 対 極 差 .8 2 .4 7 ー●5 5 ー一5 7 ー●3 2 .2 0 1.15 1 . 7 .2 5 1.27 0 .4 2

市 倍 率 4 .4 2 3 .5 9 3 .8 2 4 .3 2 3 .6 4 3 .4 5 3 .18 3 .3 0 3.5 1 3 .5 6 1 .5 4

■変動 係 数 へ0 .5 0 .3 7 0 .3 9 0 .4 5 0 .3 9 0 .3 5 0 .3 5 0 .3 4 0 .3 5 0 .3 6 0 .

2 ー 絶 対極 差 ■6 5 0 4 4 8 6 0 5 9 2 5 7 3 9 2 10 0 9 8 1 2 9 5 7 16 2 3 3 1 8 7 1 2 1 7 68 2 3 8 2 3 1 6 .6 4

都 相 対 極差 2 .7 2 .0 4 2 .2 0 2 .0 9 2 .2 8 1.7 9 1.7 7 1 .7 3 .8 2 .8 3 0 .5 4

市 倍率 ′ 8 .7 0 5 .7 0 6 .8 2 6 .9 1 7 .4 0 6 .8 2 7 .0 4＼ 6 .2 9 6 .4 8 6 .4 .7 9

変動 係 数 0 .6 8 0 .4 9 0 .5 1 0 .5 4 0 .54 0 .5 1 0 ,4 9 0 .4 8 0 .4 9 0 .5 0 0 .1 5

汰:①85年は｢エ農業総生産｣(絶対種差単位:億元). 90-98年は｢GDP】(絶対極差単位:倍元) ;

②9時未.泰州市が揚州市から.宿遷市が准陰市から独立｡泰州市と宿達市は研究対象の21都市に含まれて
l

いないものの､揚州市と准障市のqDP規模に影響を与えたのは確実｡但し. 1人当りGDPに対する影響が小さい｡
メ

③『上海統計年鑑』, 『江蘇統計年鑑』. 『新江統計年鑑』, 『中国城市年鑑』各年版により計算

単位二元

30.000

198519901991 1992199319941995199619971998

図6-2長江デ;k｣都市間における
1人当りGDP(名目)格差の推移
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3.上海市と江蘇省･漸江省間(省レベル)の格差実態

(1) 1人当りGDPの順位(前掲表3-1を参照)

90-98年に,上海は一貫にして1位であったが､江蘇省は7位から6､ 7位,漸江省は6位

から4位-と上昇した｡

(2). 1人当りGDPの成長率(前掲表3-1を参照)

85-90年と90-98年の1人当りGDPの成長率を比較すると,上海は27位か･ら4位,江蘇省

は10位から5位､漸江省は11位から3位-とそれぞれ大きく前進した｡特に上海の前進は

著しいものであった｡

(3)相対極差､倍率そして変動係数

前掲表3_2､図3-3によると,上海と江蘇省､漸江省の格差は90-95年に縮まってきたが､

96-98年に､やや拡大してきた｡

4.　まとめ

上述した格差の実態から, 90年代上海市の経済的復活が明らかになった｡これは90年代

長江デルタ都市経済圏が成り立つための重要な条件(成長中心地の創出)でもある｡

そして､上海と江､漸両省間の1人当りGDP並びに成長率の全国での順位はともに大きく

上昇したと同時に､上海と江､漸両省､及び周辺諸都市間の格差は､ 90-95年の間に縮小し

てきたことから,長江デルタ地域は一つの地域経済圏として連動して形成されつつあると考

ぇられる｡特に狭域のデルタこれは､もともと1人当りGDPの高い狭域の長江デルタ14都

市が広域の21都市より均等性を持っていることから､ 14都市が広域の長江デルタ21都市に

おける中核的な役割を推察できる｡

またこのように中核的な役割が発揮できたのは,これらの都市が従来持つ経済基盤や､ 80

年代以来の特に90年代に続々と設置された経済開発区のもたらした効果(市場経済環境の均

質性､産業構造の高度化等)などが考えられる｡

第2節　90年代長江デルタにおける都市間格差の規定要因分析/

1.分析モデルの設定

90年代長江デルタの経済開発は, 80年代に抱えた問題からの再出発であると考え､重回帰

分析における被説明変数と説明変数は式｣4-2)と同様なものを用いる｡

なお,地域の開放度を反映する｢開発区｣の設置は前述したように､ 90年代の長江デルタ

において重点的に行われた｡ここで､ダミー変数を導入し,その政策的効果を検討する｡具
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体的には｢国家レベルめ開発区｣が設置された都市(上海､南京､無錫,常州､蘇州､南通､

連雲港､杭州､寧波､温州)を1､その他を0にし､ 92, 94､ 96､ 98年の各年の候補説明変

数に組み入れた｡この場合,式(1)は以下のようになる｡

y'- a+blXl+b2X2+b3X3+b4X4+b5X5+b6X6+b7X7+ rD8 (6-1)

このうち､ D8はダミー値である｡なお､ 96年に二つの都市に行政区域の変動(96年末,秦

州市が揚州市から､宿遷市が准陰市から独立した)があったため, 90-98年､･そして95-98

年の成長率に関しては要因分析をしないことにした｡

2.格差要因の検討

キャリブレーションの結果を表6-3-表6-6に示す｡また､各表において示している偏回帰

係数は標準化したものである｡

GDPを被説明変数とした場合の分析においては, ①第2､′ 3次産業構造のほか､ ②非農業人

口と､ ③非国有セクター工業生産額が主な格差要因として抽出できた｡標準化偏回帰係数に

注目すると､ 94年を境に, ｢非農業人口｣ (都市化)要因の規定力は｢非国有セクター｣要因

を上回っている｡

一方､ 1人当りGDPの分析においては､ ｢非国有セクター工業生産額｣が主な格差要因とし

て示された｡ 92, 94､ 96､ 98年に｢国家レベルの開発区｣ダミー変数の有意性が低く､その

規定力が認められなかった(一方､ GDPの場合,逓減法により最初から排除され､従って､表

6-4には反映していない)0

これらの要因について次のように考察できる｡

(1) 14都市と21都市の場合とも､ ｢非国有セクター工業生産額｣が主な格差要因であるこ

とが明らかとなった｡ここで, ｢非国有セクター｣に関わる90年代の改革動向を説明する｡

90年代の全方位開放戦略の打ち出しについては､開放地域の範囲拡大だけでなく､それら

の｢市場体制の実験場｣としての役割も-層深化させた｡生産要素の市場化､機会の均衡化

による競争の促進､市場環境の整備などがこの期の改革の重点になっていた1994年1月1

日,中央政府は､財政･金融,外資･投資､企業制度などの%/方面で､一連の重大な改革措

置を発表した｡

これらに併せて､国有企業に関しても株式化などの改革動向が徐々に見られるようになっ

た｡しかし90年代前半の改革段階においては,株式化された国有企業の株に対して国家は絶I　　　　　　　　　　　_>

大な支配権を持ち､且つ国家所有株については株の流通と譲渡を許さないため､国有企業に

対する国家の温情主義を根本に解消することは依然として困難であった｡国有企業改革は97

年の朱鋒基首相の｢三大改革｣ (国有企業､金融市場,行政)に盛り込まれ,新しい展開を見
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表6-3　90年代14都市GDP格差の規定要因(重回帰分析･偏回帰係数模準化)

● 成 長 率

9 0 年 9 0 年 9 1年 9 1年 ■■ 9 2年 9､2 年 9 4年 ● 9 4年 9 4年 9 5 年 9 5年 9 6年 9■6年 9 7 年 9 8年 9 8 毎
9 0 9 5

補 正決定係数 R 2 0 .9 9 6 0 .9 9 6 0 .9 9 7 0 .9 9 6 0 .9 9 8 0 .9 9 4 0 .9 9 0 0 .9 9 6 0 .9 9 2 0 .9 9 8 0 .9 9 3 0 .9 9 9 0 .9 9 8 0 .9 9 8 0 .9 9 5 0 .9 9 7 0 .82 8

第 2 次 産 業 0 .8 7 0 .9 1 0 .8 0 0 .8 9 0 .8 6 0 .4 5 0 .8 7

(t値 ト ■ 8 .8 8 * * * 1 3 .0 4 * * * 1 8.6 1* * * 2 2.5 7 * * * 2 7 .7 6 * * * 3 .2 5* * * 6▼6 8 * * *

(第 3 次 産 業 ) 0 .5 3 0 .6 4 0 .6 5 0 .60 0 .6 8 0 .8 3 0 .8 5 0 .5 9

(t値 ) 3 .7 6 * * * 4⊥0 7 * * * 3▼7 1*束i 5 .4 8 * * * 4 .4 8 * * * 2 7 .8 8 * * * 3 1 .0 6 * * * 5 .4 8 * * *

地 方 財 政 歳 入 0 .0 2 0 .0 2 0 .4 1

(t値 ) 1 .2 9 .2 1 3 .0 7 * * *

非 国 有 軽 済 ㌔ 0 .1 6 0 .15 0 .18 0 .3 3 0 .2 1 0 .3 7 0 .2 1 0 .18 0 .1 7 0 .1 9 0 .3 2

(t値 )■ 5 .8 8 * * * 5 .6 3 * * 4 .9 1* * * 8 .2 4 * * * fi 9 6* * * 1 0 .0 0* * 3 .8 1 ** * 6 14 * * * 6 .2 2 * * * 2 .3 0 * * 7 .8 1* * *

外 資 直 接 投 資 0 .3 2

(t値 ) 2 .4 9* *

非 農 業 人 口 0 .1 2 0 .3 4 0 .1 0 0 .2 0 0 .2 2 0 .4 1 0 .2 2 0 .3 5 0 ､.1 2 0 .1 4 0二1 5 0 .15 0 .l l

くt値 ) 1 .2 7 2 .5 2 * * 1 .3 8 * 4 .6 0* ** ∴ ■1∴3 4 2 .9 9 * * * 2 .3 6 * * 2 .6 0 * * 3 0 1* * * 1.14 4 .8 7 * * * 1.3 2 1 .3 2

固 定 資 産 投 資 ､ 0 .2 5 0 .3 2 0 .2 3

■(t値 )
1.63 * 2 .2 6* * 1.8 4 *

重 工 業 生 産 額 0 .3 6

(t値 ) 2 .89 * * *

注(1 )***は､有意水準(両側検定)1%であることを示す｡ **は.有意水準く両側検定)5%を示す｡ *は,有意水準(両側検定)10%を示す｡
(2)1マーク: r重工業生産額｣を候補説明変数(85, 90, 94年)として導入する場合の分析結果｡
(3) ｢固定資産投資｣については.前年度のデータを採用する｡
(4)元データ出所: 『上海統計年鑑』, 『江蘇統計年鑑』, 『新江統計年鑑A.,『中国城市統計年鑑』各年版などにより整理･計算



表6-4 90年代21都市GDP格差の規定要因(童回帰分析･偏回帰係数模準化)

● ′■ 成 長 率

9 0年 9 0年 9 1年 9 1年 9 2年 9 2 年 9､4 年 9 4年 9 4年 9 5年 9 5 年 9 6年 9 6年 ■■ 9 7 年 9 7年 9 8年 9 0 9 5

補 正 決定係数 R 2 0 .9 9 5 0 .9 9 6 0 .9 9 6 0 .9 9 3 0 .9 9 8 ′ 0 .9 9 4 ′0⊥9 9 2 0 .99 1 0 .9 9 6 0 .9 9 7 0 .9 9 4 0 .9 9 8 0 .9 9 7 0 .9 9 8 0 .9 9 7 0 .9 9 4 0 .7 2 9

第 2 次 産 業 0 .5 4 0 .7 8 0こ6 9 ､0 .0 3 0 .0 3 0 .8 3 0 .8 2 0 .8 1 0 .2 6 0ー8 6

(t値 ) 3 .9 1* * * 14 .5 7 * * 2 .4 7 * * 1 .1 2 1 .2 7 2 3 .7 2 * * * 2 8 1 6 * * * 3 2 .6 6 * * * 2 6 0 * * * 7 4 0 * * *

(第 3 次 産 業 ■) 0 .4 7 0 .8 8 0 .5 9 0 .5 7 0 .64 0 .6 9 0 .8 4

(t値 ) 4 .5 2 * * * 3 1 .6 1* * * 5 .3 0 ** * 了.0 6* * * 5 .8 1* # * 8 .5 2 * * * 3 5 .0 3 * * *

地 方 財 政 歳 入 0 .2 6

(t値 ) 2.63 * * *

非 国 有 経 済 0 .0 8 0 .18 0 .14 0二2 0 0 .3 8 0 .3 6 0 .2 4 0 .2 2 0 .2 3 0 .1 8 0 .2 8

(t値 ) 1 .6 9 * 7 .2 8軍* * 5 .0 8 * * * 6 .7 8 * * * 13 .2 5 * * l l .5 8 * * 8 .2 0* * * 5 .0 3 * * * 6 .6 8* * * 7 .5 5 * * * 4 2 5 * * *

外 資 直 接 投 資 0 .0 4

(t値 ) 1 .4 7 *

非 農 業 人 口 0 .4 0 0 .3 8 0 .2 2 0 .2 7 0 .2 5′ 0 .4 0 .4 3 0 .2 3 0 .1 8 0 .1了 0 .1 9 0 .l l 0 .2 0 0 .2 5

(t値 ) 3 6 7 * * * 3 .9 6* * * 4 .10 * * * 7 ●0 了* * * 2 .4 9 * * * 3 .93 * * * 4 .4 6 * * * 3 .5 1 * * * 5 .0 0 * * * 1 9 9 * * 6 .5 2 * * * 1 .8 0 * * 8 .2 5 * * * 2 .9 7 * * *

固 定 資 崖 投 資 0 .2 4

(t値 ) ) 2 .4 1 * * *

重 工 業生 産 額 0 .3 0

(t値 ) 3 .1 9 * * *

注(1 )***は.有意水準(両側検定)1%であることを示す｡ **は.有意水準(両側検定)5%を示す｡ *は､有意水準(両側検定)10%を示す｡
(2) <　マーク: r重工業生産額｣を候補説明変数(90年と94年)として導入する場合の分析結果｡
(3) ｢固定資産投資｣については､前年度のデータを採用する｡

(4)元データ出所: 『上海統計年鑑』. 『江蘇統計年鑑』. 『漸江統計年鑑』､,『中国城市統計年鑑』各年版などにより整理･計算



表6-5 90年代長江デルタ14都市における1人当りGDP格差の規定要因分析(重回帰分析･偏回帰係数標準化)

● ■ 成 長 率

9 0年 9 0 *P 9 0 9 1 9 2 年 9 2 9 4 * 9 5 年 9 6年 9 7 年 9 8年 ■■9 8年 9 0 9 5 9 0 9 5

補 正 決 定 係 数 R 2 , ■′0 .7 3 1 0 .7 2 6 0 .7 2 3 0 .8 2 8 0 .7 4 1 0 .7 4 9 0 .6 6 0 0 ,63 5 0 .7 7 2 0 .7 4 2 0 .9 9 7 0 .9 9 5 0 .8 5 6 0 .8 5 1

第 2 次 産 業 0 .0 7 0 .9 0

(t値 ) 3 2 5 * * * 7 .4 1 * * *

(第 3 次 産 業 ) 0 .0 2 1.20 0 .8 4

(t値 ) 1.6 8 * 5 .4 8 * * 7 .8 4 2 * * *

地 方 財 政 歳 入 0ー5 7 0 .4 3

(t値 ) 2 .4 5 * * 3 .4 6 * * *

非 国 有 経 済 0 .4 1 0 .3 6 0 .3 6 0 .6 4 0 .6 0 0 .8 3 0 .8 1 0 .8 9 0 .8 7 0 .2 5 0 .0 3

(t値 ) 1 .9 2 * * 1 .5 4 * 1.5 6 * 3 2 3 * * * 2 8 5* * * 5 0 7 * * * 4 .8 6 * * * 6 .7 1 * * * 6 .19 * * * 了8 1 * * 2 .3 0 * *

外 資 直 接 投 資 0 .9 2 0 .3 3

(t値 ) 7 .9 8 * * * 2 ■了4 * *

非 農 業 人 口 0 .4 3 0 .0 2

㌔(t値 ) .3 2 1 .3 2

固 定 資 産 投 資 0 .5 3 0 .3 1 0 .0 3 0 .3 6

(t値 ) 2 .5 1* * 1⊥5 5 * 1 .8 4 * * 3 .3 1* * *

重 工 業 生 産 額 0 .5 6

(t値 ) 2 .4 1* *

注(1 )***は,有意水準(両側検定)1%であることを示す｡ **は.有意水準(両側検定)5%を示す｡ *は,有意水準(両側検定)10%を示す｡
(2)<　マーク: ｢重工業生産額｣を候補説明変数(85, 90, 94年)として導入する場合の分析結果｡
(3) △マーク:85年の被説明変数は｢1人当り工農業総生産｣であるo
(4) ｢固定資産投資｣については.前年度のデータを採用する｡

(5)元データ出所: 『上海統計年鑑』､ 『江蘇統計年鑑』､ 『漸江統計年鑑』. 『中国城市統計年鑑』各年版などにより整理･計算.



表6-6 90年代21都市における1人当りGDP格差の規定要因分析(圭回帰分析標準化偏回帰係数)

■● 栄 lX - j好

90年 90年 91年 92年 92年 92年 92年 94 年 94 年 95 年 96年 96年 97 年 ■ 9 8年 9 8年 ■P

補正決定係数 R 0.723 0.733 0.75 6 0.723 0.733 0.730 0.728 0.703 0.69､0 0.64 1 0.724 0.7 10 0.7 11 0.723 0.7 14

第 2 次 産業

(t値 )

0.297 0.293

1.3 13 ＼■ 1.280

(第 3 次産業 )

(t値 )

0 .224

1.240

地方財政 歳入 ■

(t値 )

非国有経 済

(ti直)

外 資直接投資

(t値 )

非農業人 口

(t値 )

0.549

3 10***

0.374

0.403

1.86**

0.858 ′0.603 0.687 0.549 0.847 0.730 0.811 0.859 0.84 0.852 0.85 8 0.8 10

了2 9*** 2.66*** 3 80*** 2■3ー*** 6.95*** 5.48*** 6.05*** 7.32*** 5.83*** 7.0 9*** 了.30** 5.74***

0.878

2.12** 了二94***

固 定資産投資

(t値 )

重 工業生産額 0.50 3

(t値 ) 2.32**

ダミー変数

(t値 )

0.112 0.129 0 .086 0 .30 8

0.830 0.460 ●▲0.220 0 .640

注(1)***は､ 有意水準(両側検定)1% である士とを示すふ**は､有意水準(局側検定)5% を示す○*は､有意水準 (両側検定)10 % を示す○

(2)1 マーク:r重工業生産軌 を候補説明変数(85, 90, 94年)として導入する場合の分析結果○
(3)※マーク‥咽 家レベレの開発区｣の有無によるダミー変数の導入結果 :ダミー変数の有意性が認められなかつた○■

(4) ｢固定資産投資｣については.前年度のデータを採用する｡
(5)元データ出所‥ 『上海統計年鑑』. 『江蘇統計年鑑』. 『新江統計年鑑』, 『中国城市統計年鑑』各年版などにより整理･計算



せた｡ 98年に､国家株を法人株に転換,更に上場する案がまとまり,更に99年3月の憲法改

正と同時に, ｢非国有セクター｣の法的地位はようやく確立された｡

98年の14都市の場合, ｢非国有セクター｣要因の標準化偏回帰係数に大幅な低下を見せた

原因は､第2次産業及び第3次産業のような産業構造要因が規定力を現したためである｡そ

れにしても, 90年代を通じて｢非国有セクター｣が最も重要な格差要因であることに変わり

がない｡これは､これから民営化･株式化などを含む国有企業の改革を進まない限り､ ｢非国

有セクター｣立地の地域差が容易に埋まらないことを示唆する｡そして, ｢国有企業改革｣の

徹底は金融,行政､市場メカニズムなどの改革と複雑に絡んでいるのは言う･までもないこと

である｡

(2) ｢外資直接投資｣は､ 14都市と21都市の場合とも､ 90-95年の成長率,特に90-92

年間に都市間格差の規定要因になっていて,その以降の年には規定力が現れなかった｡それ

には以下のような理由が考えられる｡

① 92年上海浦東の開発及び郡小平｢南方講話｣に誘発した開発区ブームが,長江デルタに

ある程度の外資投資の平準化を与えた｡

② 96年以降､アジア金融危機により外資投資の対前年度の後退が長江デルタにおいても同

様に生じた｡

③ ｢非国有セクター｣の要因によって相殺された部分もある｡因みに｢非国有セクター｣

の中で､民間企業と外資企業が含まれている｡

(3) ｢重工業生産額｣については85年, 90年､ 94年のデータしか得られなかったため,そ

の影響力を判断することは十分にはできないが､分析結果として, 14都市と21都市の両場合

とも､ GDPの都市間格差においては94年に規定力があり､ 1人当りGDPの都市間格差におい

ては85年と90年に規定力があった｡

(4) ｢国家レベルの開発区｣の政策的効果を見るために, 21都市の格差規定要因分析にダ

ミー変数を導入した｡前掲の表6-4と表6-6に示した分析結果をみると､ 1人当りGDPの都市

間格差の場合, 92年､ 94年､ 96年, 98年とも説明変数として有意性が低く､その規定力が

認吟られなかった｡うまり､開発区の集中している長江デルタにおいても､ ｢開発区設置｣の

ような単純な政策的要因よりも､ ｢非国有セクター｣に代表された｢体制的要因｣のほうが規

定力は大きいものと考えられる.　　　し

｢開発区｣の政策的効果の規定力が顕著でなかった原因は､以下の三つにあると考える｡

① ｢国家レベルの開発区｣の設置は､ ｢外資｣など｢非国有セクター｣の誘致に重点を置く

とは言え,経済全体のパフォーマンスに対しては､立地している都市の従来の体質が大きく

関与してい右と考えられる｡例えば､ 80年代の上海は､ 14沿海開放都市の一つとして指定さ
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れ､他の開放都市で概ね1つの｢国家レベルの開発区｣を設置した状況の中,上海では｢国

家レベルの開発区｣が三つも設置された｡しかし重工業,そして国有企業の基地として築き

上げられた80年代の上海では,このような政策優位性を十分に発揮することができなかった｡

また､新しい｢開放経済｣のもとで､地理的に重要である都市(たとえば,新欧亜大陸ブリ

ーチ鉄道の起点に位置している連雲港市)にも, ｢開発区｣の設置により活気を与えようとし

ている｡ほかに, ｢国家レベルの開発区｣を設置するプロセスに当たって､未明な点も多い｡

例えば､中央と地方の間に政治的かけひき(political horse-trading)が働いているという

可能性も十分ある(胡1995),

② ｢国家レベルの開発区｣の設置は､旧市街地の外延に新規に作ることが多く,面積は広

域都市行政区域の極一部である｡従って, ｢国家レベルの開発区｣の設置によりすぐ都市全体

の変革につながるとは考えにくい｡特にもともと国有セクターを中心とした経済基盤が固い

都市では,一層その効果を現せるのは時間の経過が必要としている｡またより重要なのは,

このような固有の国有企業の経済基盤に対する改革を進まないかぎり､ ｢開発区｣の波及効果

に限界があると考えられる｡

③ 1992年末に郡小平｢南方講話｣以降､全国的に｢開発区ブーム｣が起こし､しかし一方､

93年以降中国経済全体の成長率が事実上減退していることから, ｢開発区｣の設置効果と経済

成長との関係は当面では明確なものではないと言える｡言いかえれば､中国の経済成長によ

り複雑且つ多様な要因が働いていることを示唆した｡

3.広域の長江デルタと狭域の長江デルタの特徴比較

表6-3と表6-4､そして表6-5,と表6-6を再び比較すると,広域と狭域の長江デルタの間に

次のような差異が見られる｡

(1) 90年代を通じて,都市間GDP格差の場合､ 14都市と21都市の両方とも, ｢非農業

人口｣が一貫して規定力があるが,一方都市間1人当たりGDP格差の場合, 98年に｢非農

業人口｣ 14都市の格差要因になっていたのに対して､ 21都市の格差要因にはなっていなかっ

た｡つまり90年代の後半期に当たる98年に,上海を中心とした狭域の長江デルタでは､よ

り激しい都市化が進行した｡その裏付けとして､同じ14都市の分析結果の中では98年に｢第

2次産業｣と｢第3次産業｣の規定力も併せて現れた｡

上海を囲む14都市においてより激しい都市化が進行した原因として､郷鎮企業の成長が考

えられる.一国内の成長拠点のもたらす｢逆流効果｣は遠い地域まで及ぶのに対して､ ｢波及
＼-

効果｣は成長拠点の周辺部分に強く作用し,遠くまで及ぶ力が弱いのが一般的である(浮田

1990)0 90年代に｢国際的金融･貿易･経済センター｣として国の強力的な政策のバックアッ

プを受けた上海の周辺地域(狭域の長江デルタ)においては,郷鎮企業の成長を含み､真っ

先にその波及効果を受けていると考えられる｡
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(2)一方､ ｢固定資産投資｣は14都市間のGDP格差に対して, 91､ 94､ 98.の各年, 1人

当りGDP格差に対して, 90､ 92､ 98年の各年の成長格差に影響を与えた｡一方､ 21都市の

場合, 98年の都市間GDP格差に対する規定力以外,規定力がなかった｡投資牽引による狭

域の長江デルタ諸都市の成長を窺わせた｡ ｢ハロツトニドーマー効果｣の現れのようである｡

しなお､ 90年代前半期における｢固定資産投資｣の規定力は､ 92年部小平の｢南方講話｣に

誘発された投資ブームの反映と考えられる｡その時期に､各級の地方攻府の積極的な介入も

あり,企業は過剰生産能力を抱えるようになった｡それは93年以降中国GDP成長率の減速

の原因となったという指摘もある(稲村1999),

一方, 98年における｢固定資産投資｣の規定力は､アジア金融危機以降に行われた｢財政

発動｣の政策的効果の現われでもあると考えられる｡内需を拡大させるために,政府が産業

育成や,インフラ建設,住宅建設などを行ったが､財政逼迫のため､容易に進めることがで

きない｡因みに中国の国家歳入のGDPに占める割合は､ 98年の時点で約12%であり,日本

の20%に比べてかなり低い｡そして財政に占める債務収入の比率は4割弱であって､先進諸

国よりずいぶん高い数字である｡

(3) ｢地方財政歳入｣の規定力は14都市の場合､ 91, 90-95年成長率(GDP格差に対し

て)､そして90年､ 90-95年成長率(1人当り　GDP格差に対して)に規定力を発揮した｡

一方, 21都市に対して94年のGDP格差以外規定力はなかった｡

また､ ｢地方財政歳入｣が80年代及び90年代の初頭t,=規定力を発揮した原因は, 94年以

降｢分税制｣の実行による税制改正にあると考えられる｡ ｢分税制｣とは､ 94年に全国的に展

開した新税制である｡主に中央･地方政府間の事務権を明確にした上､ ｢地方税｣､ ｢中央税｣,

そして｢共通税｣の三つに税目を区分し徴収する税政制度である｡分税制は､ 80年代以来低

下してきた中央税収に歯止めをかけ､中央税収の増加メカニズムを確立することを目的とし､

同時にそれまで財政負担が極めて異なっていた地方財政に平準化を与えるためとも考えられ

る｡しかし､中央に収める税金の徴収は国税局ではなく､地方の税務局に委託しているため､

地方税が優先的に徴収され,国税の確保などになお問題が残っている｡

～-
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第7章　広域の長江デルタ21都市の経済圏階層構造分析

第1節　90年代長江デルタ都市経済圏形成のための条件

上述した90年代長江デルタにおける格差状況の変化から,上海経済の復活が明らかになっ

た｡そして,上海市と江､漸両省間の1人当りGDP並びに成長率の全国での順位はともに大

きく飛躍したと同時に,上海市と江､漸両省､及び周辺諸都市間の格差は, 90-95年の間に

縮小してきたことから,長江デルタ(特に比較的に1人当りGDP水準が高く.且つ平準化して

いる狭域の長江デルタ)地域はまとまった地域経済圏として連動しているように考えられる｡

そしてその条件は､ ①上海経済の復活並びに産業構造の高度化による地域成長中心の創出､

② 80年代の成長地域である｢江新モデル｣地域のバックアップ, ③国有企業改革の本格化

に代表される市場化体制の整備の三つにまとめることができる｡

ここでこの三つの条件について考察を行う｡

1.上海都市機能高度化のための政策手段と実績

｢国際的金融･貿易･経済センター｣を目指す上海市には, ｢浦東開発｣を起爆剤に､各種

の開発区が集中するようになった｡都市機能を高度化させるために,市街地においては､黄

細江を挟んだ外灘金融街と浦東新区の｢陸家噂金融貿易区｣は上海市の新たな中央商務区に

成長しつつある｡郊外区には｢ハイテク産業開発区｣､ ｢新興産業開発区｣, ｢私営開発区｣,郊

外県には都市型｢現代農業開発区｣が設置された｡更に､ ｢経済協力区｣の編成により,長江

デルタ､長江流域他の地域との連携が進んできた(陳雲1998),

表7-1には90年代の上海市と江蘇省､漸江省の産業構造の特徴を示した0 90年代の上海

GDP成長は第三次産業の成長により支えられていることが分かった｡更に上海市の第三次産

業の内訳によると､交通･運輸･郵政通信業､卸売･小売業･飲食業,金融保険業は90年代

を通じて主な業種である｡その中, 95年前後期とも安定且つ高い成長率を保ったのは金融保

険業である｡都市機能の高度化により上海市は長江デルタ都市経済圏の中核的な役割を担う

ようになっている｡

2･背撃地｢江漸モデル｣地域の機能分担

表7-1に示されたように､江蘇省と漸江省において､. 90-95年の第3次産業成長率は上海
1し_

市と同水準であったが､ 95-98年の成長率は上海市を大幅に下回った｡しかもその内訳の何

､れの項目についても大幅な低下を見せた｡一方､第2次産業の成長率については､ 90年代を

通じて,江､噺両省が上海市を上回った｡要するに､ 90年代の長江デルタ2省1′直轄市には

産業構造面での機能分担の様子が見られる｡それは､長江デルタ地域が一つのまとまった経

済圏として機能することを進めるものと考えられる｡
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表7-1上海直轄市,江蘇省.漸江省のGDP(及び内訳)の時期別成長率比較

地 域 ■■l

■1.

上 海 直 轄 市 江 蘇 省 ■漸 江 省 ■

5 3 7 8 7 8 9 0 9 0 9 8 9 0 γ9 5 9 5 9 8 5 3γ7 8 7 8 9 0 9 0 9 8 9 0 9 5 9 5 9 8 5 3 7 8 7 8 9 0 9 0 9 8 9 0 9 5 9 5 9 8

■国 内総 生 産 6 .8 8 8 .7 3 2 2 .14 2 7 .0 2 1 4 .4 1 6 .3 5 5 .5 8 22 .5 4 2 9 .4由 l l .7 8 6 .24 1 7 .9 6 2 3 .9 0 3 1 .4 5 12 .2 7

第 一 次 産 業 6 .0 9 9 .4 8 l l.6 1 1 3 .6 0 8 .3 7 3 .99 4 .6 7 14 .0 4 1 9 .0 2 6 .2 0 ､ 4 .2 7 13 .9 2 1 3 .7 6 1 9 .9 9 4 .0 9

第 二 次 産 業

1, 工 業

2■■建築 業

8 .3 0 7 .1 4 18 .2 7 2 3 .9 1 9 .4 2 10 .73 14 .8 8 23 .0 5 3 1 .4 2 1 0 .2 6 1■ー●0 9 18 .4 5 2 6 .6 9 3 5 .0 6 15 ⊥8 8

8 .5 6 .6 0 17 .7 1 2 3 .7 9 8 .2 3 0 .7 1 15 .12 2 2.2 2 3 1 .2 3 ､ 8 .5 7 l l .2 5 18 .60 2 6 .9 0 3 5 .0 2 14 .4 2

2 .7 0 2 1 .1 5 2 4 .0 3 2 5 .3 7 2 1 .8 3 12 .6 5 30 .2 0 3 3 .4 9 2 4 .8 9 10 .l l 17 .30 2 4 .9 3 3 5 .3 8 9 .2 7

第 三 次産 業

1 ●交通 ■運輸 ■郵 政通信業

2●卸 売り⊥小売業 ､■飲食業

3■ 金融 保険業

4 ●不動産業

5■社 会サービス業 ■

6●衛生 ■体 育●社会福祉事業

′考
7■教育 ●文蓋などの事業

8●科学研究 ●総合技術サー

9■国家機関 ●社会団体 ■その

3 .7 0 1 3 .8 7 ､2 8 .23 一 3 2 .6 6 2 1 .1 6 4 .2 9 18 .2 3 2 7 .3 0 3 3 .9 8 1 6 .9 1 5 ー0 0 2 2 .5 3 2 5 .6 8 3 3 .6 8 13 .3 8

6 .3 9 1 4 .7 0 1 8 .60 2 2 .14 1 2 .9 2 2 0 .4 1 2 7 .1 9 3 1 .8 4 ‖1 9 .7 9 4 .1 7 2 4 .5 8 2 7 .4 2 3 5 .3 7 1 5 .2 0

.8 4 6 .9 5 2 9 .5 8 3 9 .0 5 1 5 .2 0 1 .9 2 8 .3 8 2 7 .5 8 3 8 .0 1 ll .9 3 3 .3 9 2 2 .5 8 2 8 .0 9 3 8 .8 12 .0 4

8 .5 6 2 1 .2 8 2 8 .0 0 2 8 :1 3 2 7 .7 9 1 7.5 4 2 3 .0 7 3 0 .12 12 .17 1 8 .4 6 2 5 .7 2 7 .2 8

6 .9 8 2 4 .5 2 6 2 .8 4 8 9 .3 6 皇6 .6 4 14 . 9 3 4 .3 4 3 9 .6 7 2 5 .9 2 .8 5 2 6 .6 4 4 .2 8

3 4 .7 4 1.18 2 4 .5 7 7 .4 3 3 4 .3 0 3 8 .9 5 2 6 .8 9 3 .0 2 3 8 .5 3 1 9 .3 9

2 8 .0 7 3 1ー77 2 2 .1 4 9 .04 2 5 .5 3 0 .5 2 17▼6 0 2 8 .8 9 3 4 .9 1 1 9 .4 5

2 7 .6 8 2 8 .6 2 6 .1 5 1 4 .9 7 2 5 .3 0 2 8 .9 5 19 .4 6 2 2 .5 5 2 6 .1 6 1 6 .7 7

0ス業 2 3 .9 0 2 5 .9 9 2 0 .4 9 1 8 .4 8 2 6 .7 ■■,＼3 3 .7 7 15 .7 7 ､ 1 5 .8 9 15 .5 8 1 6 .4 1

他 2 5 .4 5 2 5 .83 2 4 .8 2 4 .1 6 2 3ー4 6 2 6ー3 1 18 .8 6 2 3 .4 9 2 8 .0 9 1 6 .1 7

一 人 当 り国 内総 生産 5 .9 4 7 .4 4 2 1 .5 9 2 6 .2 3 4 .2 4 4 .5 6 1 4 .1 4 2 1 .5 5 2 8 .2 6 l l .14 4 .0 7 1▲6 .7 5 2 3 .18 3 0 .6 4 l l .6 8

出所: ｢上海経済年鑑｣､ ｢上海統計年鑑｣､ ｢江蘇統計年鑑｣, ｢漸江統計年鑑｣各年版による計算.整理｡



3.市場化環境の整備

90年代長江デルタにおける市場化環境整備について､ ｢非国有セクター｣要因(第4章､第

6章を参照)や､ 90年代長江デルタ経済開発の特徴(第5章を参照)などを考察する時に触

れたが, ｢市場経済体制の整備｣と｢地域格差｣の関係について,以下のように理解できると

考える｡

｢不均整成長モデル｣のもとで､成長拠点と周辺地域間に浸透効果(ミュルダールのいう

波及効果)と分裂効果(逆流効果)が併存すると考えられる｡ハーシュマンはこのような浸

透効果と分裂効果を国際､国内の場合を分けて考察している｡国家間の場合,国家と言う政

策主体が国内産業の保護政策を取ることが可能なことから､一般に浸透･分裂効果とも弱い

のに対して､国内地域間の場合､生産要素の移動が容易であり､地域内の産業を保護する政

策主体が存在しないため･,浸透･分裂効果とも強く働く傾向がある｡

つまり,市場経済体制は規模経済､外部経済を通じて資源､人材､資金を集中させる効果

を持つ｡しかし､要素価格体系が代表する市場メカニズム.が適正に働けば､地域間の格差は

縮小する方向-向かう可能性が大きい｡言い換えれば､ミュルダールのいう｢累積的貧困｣

-の脱出口は市場原理の貫徹､よって波及効果がうまく働く地域経済圏の形成にあると言え

よう｡

既に述べたように､ 80年代は移行期の初期に当たり､中国そして長江デルタにおいて,市

場原理を阻む要素が多数働いていたことは｢上海経済区｣の試みの失敗や､ ｢地方保護主義｣

の台頭などの形で現れている｡一方､ 90年代に入って, ｢国有企業｣､ ｢行政｣､ ｢金融｣という

三つの柱が次第に明確化するとともに,中国の重点的開発地域に′当たる長江デルタでは､上

海浦東の開発を起爆剤に,市場化体制の一層な整備が見られている｡これは長江デルタ地域

を一つの経済圏として働かせる土台的な条件とも言える.

第2節　中枢管理機能と階層構造について

日本で都市(地域)の中枢管理機能に対する研究が盛んになった背景には､昭和30年代の

経済の高度成長が人口･産業の地域､特に都市-の集中を促し､企業の立地にも大きな影響

を与えた事実があった｡

｢都市(地域)の中枢管理機能｣に対する定義は様々であるが,例えば, ｢都市を中心とす

る~定の地域経済的･社会的活動を､調査,研究､情熱サービスを通じて決定し,管理し､

統制し､これらの活動を円滑にする機能で,地域に対する支配影響力の強い機能｣のような

定義がある(経済企画庁昭和46年)0

80年代の｢改革･開放｣政策を打ち出して以来,中国では二桁の経済成長率を達成し, 96

年のアジア金融危機以後も8%のGDP成長率を保ちつづけてきた｡沿海部,そして都市に産
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業･人口の集中が見られ,市場化の波の中で地域の再編が進んでいる｡その中,地域経済中

心が成長しつつ,都市機能の分化,都市中枢管理機能の集積などが見られつつある｡

なお､都市中枢管理機能を｢経済的機能｣, ｢行政的機能｣､ ｢文化･社会的機能｣に大別で

きるが､ ｢経済的機能｣は更に､ ｢金融･保険業｣, ｢卸売り業｣､ ｢事業所支援｣に再分類でき

る｡本論文では､ ｢経済的機能｣のうち,より高度な機能を持っ｢金融･保険業｣に着目して

分析を行うことにした｡,世界経済の流れから見ると､開放経済のもとでは金融機能の地域経

済における役割が大きいと考えられるためである｡

これまでの中国の国有銀行は政府の行政機構と並行して設置されてきた｡.そのため､自己

業務発展のための合理的な枠組みを形成することができなかった｡つまりこれまでの金融機

構は一種の国家指令的な金融システムであった｡そこで, 80年代以降新たに出現したのが｢商

業銀行｣である｡これらの銀行は株式会社の組織形態を取り,中央銀行の監督下で自主経営､

相互競争,そして自己リスクを負う｡勿論､支店立地も地域経済のニーズにこたえ自主的に

行われる｡従って､本論文ではこのような地域経済に怜側に反応し､支店立地と業務展開を

図る商業銀行を検討の対象に選んだ｡

なお､ 95年に｢中国人民銀行法｣が成立し､中国人民銀行を中央銀行とし､従来の4大国

有銀行を商業銀行化させる政策方針が打ち出された｡

上海を中心とした長江デルタ都市経済圏の階層構造を具体的に以下の二つの手法で分析を

試みた｡ ①上海を本社にした二つの商業銀行の支店配置階層構造を事例に考察した､ ②そし

て｢金融総合指標｣の作成･分析を行った｡

第3節商業銀行の支店配置に着目した長江デルタ都市経済圏の実態

表7-2に示すように､ 96年までは中国における14商業銀行の中,上海に本店を置くのは

｢上海交通銀行｣ (1904年創立､ 1984年に株式化銀行として再建した全国的商業銀行)と､

｢上海浦東発展銀行｣ (1993年設立した地域的商業銀行)の二行である｡更に表7_3に示す

ように, 96年に､二行を合わせた14行に占める総資産､預金､貸出の割合は､いずれも50%

前後を占め,税引き前の利益は実に82.27%に達している｡

次に､ 2行の支店配置から､上海を中心とした長江デルタ地域における金融機能の結節性

を検討したが,その結果を次のようにまとめることができる｡

1.上海交通銀行の場合
f

交通銀行の支店配置は,概ね長江デルタ,デルタ以外の長江沿岸地域,東北北部地域､環

潮海地域,華南地域､西南地域とその他の地域に分かれてブロック化している｡そのうち広

義な長江デルタ地域においての立地を見ると､江蘇省北部の連雲港市を陵けば､実に狭義な

長江デルタの14都市に一軒ずつ支店が置かれ､密集していることが分かる(上海交通銀行
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表7-2　中国における14商業銀行の概況

名称 成立年別 主要な立地 備考

中国投資銀行 81年 北京本社 中国人民銀行から分離､全国的商衰銀行

交通銀行 84年 上海本社 1904年設立;84年に株式銀行として再建

招商銀行 86年 喪in 本社 地域壷営業基盤■とする商業銀行

中信実業銀行 87年 北京本社■■ 全国的商業銀行

煙台住房貯備銀行 87年 煙台本社 地域を営業基盤とする商業銀行

深iP廃展銀行 87壷 深少捧社 ､ 地方政府､と専業国有銀行の共同出資

福建興業銀行 白占年 福州本社 ■ 地域を営業基盤とする商業銀行

広東発展銀行 ■88年 広州本社 地方政府と専業国有銀行の共同出資

蝉適任宅貯蓄銀行 89年 僻媛本社 ∴ 地域を営業基盤とする商業銀行

華夏銀行 92年
■山東本社±∵南京､杭州､上海支店

全国的商業銀行

上海浦東発展銀行 93年 上海本社;姉江省と江蘇筆の南京､蘇州､■

∵杭州⊥∴寧波等の都市を中心に鹿矧P

地方政府と専業国有銀行の共向出資 ■

光大銀行 94年 北京本社 鳥竜江､深叫 上海､大連､

珠海､福州､成都､天津

長春､重厚､青島､広州､武漢､畏明分行;

■海口､煙台､アモイ支店;香港代表所

全国的商業銀行

海南発展銀行 95^ 森口本社 ■■ 地方政府と専業国有銀行の共向出資;

98年経営破綻

中国民生銀行 1996年12月 北京本店;上表､広州､深恥 武漢､ 全国的商業銀行

山西等5分行､ 17支店 長江､珠江､華北地区を中心に融資

出所:『中国金融年鑑』各年版により作成



表7-3　中国14商業銀行の規模と収益(1996年)

単位(億元; %)
総 資 産 自 己資 本 自己 資本 率 税 引 き前 総 資 産 自 己資 本 預 金 貸 出

(億 完 ) (億 元 ) ■ ( % ) 利 益 (億 元 ) 利 益 率 ( % ) 利 益 率 (% ) (億 元 ) (億 元 )

交 通 銀 行 3 9 7 9 2 1 6 5 .4 5 7 1 .4 5 2 6 .7 3 1 8 6 1 7 8 6

中 信 衰 業 銀 行 0 8 7 5 5 5 ●1 1 .6 1 .4 6
■2 8二8

8 7 3 5 0 9

光 大 銀 行 4 7 1 2 2 4 ●7 0 ●9 1 .8 9 4 0 .7 2 9 1 2 1 5

華 夏 銀 行 2 2 8 2■9 ■′2 .7 0 ■5 2 .0 4 1 6⊥1 1 6 2 1 0 2

中 国 投 資 銀 行 6 6 1 皇6 3 ●9 5 ■1 0 .8 3 1 9 .4 3 3 1 3 1 3

中 国 民 生 銀 行
■8 6

1 4 1 6 .3 0 ●2 0 .2 8 ー 1●7 4 0 1 9

招 商 銀 行 9 2 6 5 7 6 ■2 2 t4 2 .6 2 4 2 .5 6 7 6 4 1 8

福 建 興 業 銀 行 2 4 4 1 9 7●6 0 ●4 1 .5 7 2 0 .5 1 6 9 1 2 0

煙 台 住 房 儲 備 銀 行 5 7 2 3 ■5 0 .0 3 0 .5 4 1 9 .8 ′ 4 2

鮮 痩 住 宅 貯 蓄 銀 行 6 0 ●4 6 ●7 0 .0 1 .3 2 1 8 .6 4 3

渓 叫 発 展 銀 行 3 0 0 2 5 8 ■4 0 ●9 3 .0 6 3 6 .3 2 0 5 1 4 4

広 東 発 展 銀 行 7 5 8 2 6 3 ■4 0 ●4 0 .5 3 1 5 .6 6 0 9 3 8 9

上 海 浦 東 発 展 銀 行 6 5 0 2 2 3 ■4 1■2 1 .9 2 5 6 .6 4 0 8 2 8 8

海 南 発 展 銀 行 8 6 1 9 2 2 .1 0 ●1 1 .7 4 8 ■1
■2

3

合 計 9 5 3 9 5 3 2 .4 7 0 .7 4 6 9 6 0 4 3 1 1

上 海 2 行 / 全 国 1 4 行 (% ) 4 8 .5 3 4 4 .7 0 8 2 .2 7 5 1 .6 4 4 8 .l l

出所:『中国金融年鑑1997年版』により



HP2000) 0

2.上海浦東発展銀行の場合

図7-1に示す｢上海浦東発展銀行支店配置ネットワーク｣によると,上海浦東銀行(総行･

分行･支店)は,上海に総行以外に24支店､南京分行に12支店(うち南京市域内9支店､

他に南通､無錫,江陰3支店を包括),杭州分行に12支店(うち杭州市域内7支店､他に嘉

興､紹興､蕃山､臨安､余杭5支店を包括),寧波分行に9支店(うち寧波市域内6支店､他

に余桃,慈渓､温州3支店を包括)､蘇州分行に蘇州市域内2支店､北京分行に北京市域内8

支店､そして重慶分行､広州分行と､それぞれ経営基盤を築いた｡

要するに､北京､重慶,広州という三つの分行を除けば,他の四つの分行(南京,杭州,

寧波､蘇州)がすべて狭域の長江デルタに立地していて､規模は北京､重慶､~広州3分行よ

り遥かに大きく､管轄する支行はほぼ狭域のデルタ14都市を包括している｡そして展開して
■

いる業務の面を見ても､人民幣と外貨の両方を取り扱う分行と支店数は,上海のほか,南京,

杭州､寧波,蘇州の順で集中している｡

第4節　長江デルタ21都市の金融機能による階層分析

国土計画協会『都市機能の地域的配置に関する調査』 (昭和42年3月)において用いられ

た分析方法を参考に表7-4を作成した｡表7-4は､ 1995年の｢金融機関店舗数｣, ｢国家銀行

預金残高｣､そして｢保険契約掛け金｣の三つにより｢総合指標｣を作り､長江デルタ　21瓢

市の金融機能及び順位を示したものである｡

その結果､上海の金融機能は全地域の26.42%を占め､その後南京8.84%､杭州　7.59%､

寧波7.22%,蘇州5.77%の順で続いている三　6位の無鶴は4.87%と前2-5位の都市と比べ

て一段低くなったことが明らかとなっている｡

以上により､長江デルタ21都市の金融機能による階層分析で得た結果は､上海浦東銀行の

支店配置ネットワークで得た階層構造とは,かなりの類似性を示している｡つまり上海を頂

点に,第二層には南京､杭州､寧波､薪州､第三層には無錫ほかの都市経済圏構造を示して

いる｡
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図7-1上海浦未発展銀行の国内支店寵直

a)人勝取扱い業務(預金､鮒ナ､決軌貯蓄等)､及び中臥民銀行-肌た偶業務

I :外貨細い業務僻金､貸付け,送金､両解)､及び中臥-亨が桃した代朗務

出所:浦朔邑展銀行ホームページにより作成
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表7-4　広域の長江デルタ21都市の金融機能･順位

(全地域-100)

地 域 (都 市 )

構 成 比 (9 5 年 ) 総 合 指標 し/

A B C A + B + C / 3 順位 ■

上 海市 9 .34 4 0 .84 2 9.0 8 2 6 .4 2 1

南 衷 高 7 .7 2 8 .19 10 .6 1 8 .8 4 2 ′

′杭 州市 5 .9 7 7 .79 9.0 1 7 .5 9 3

寧 波 市 : 5 ●由 3 .9 1 12.18 7 .2 2 4

蘇 州 市 6 .9 5 6 .39 3.9 6 5 .7 7 5

無 錫 市 ′ 5 .1 9 4 .22 ′ 5.19 4 .8 7 6

■揚 州市 7 .5 2 3 .47 2.13 4 .3 7 7

常 州 市 4 .3 1 ′ 2 .5 1 4 .9 9 3 .9 4 8

南 通 市 6 .3 2 ､3 .29 ー 2.0 9 3 .9 0 9

温 州 市 4 .3 7 2 .72 3 .3 8 3 .4 9 10

徐 州 市 4 .63 2 .59 1.7 5 2 .9 9 l l

嘉 輿 市 3 .2 2 1.84 3 .2 8 2 .7 8 12

准 陰 市 5 .8 6 1.52 0 .8 2 2 .7 3 13

紹 輿 市 3 .9 8 2 .00 2 .16 2 .7 1 14

■塩 城 島 4 .6 3 2 .03 0 .9 7 2 .5 4 15

金 華 市 ー 3 .7 1 1 .6 1 2 .16 2 .5 0 16

鎮 江 市 3 .5 9 1.63 1.4 5 2 .2 3 17

連 雲 港 ■ 2 .5 6 1.13 0 .9 5 1 .5 5 18 ′

衛 州市 .9 2 0 .7 1 1.4 1 .3 4 19

■舟 山市 1.54 0 .56 .3 3 1 .14 20

湖 州 示 1.0 9 1.04 1.1 1 .0 8 2 1

注: (1) A:金融機関店舗数(店);B:銀行預金残高(億元); C:保険契約掛金額(億元)
(2) ｢中国富力｣97年版により計算.整理｡
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第8章　日本47都道府県との比較分析

第1節　比較分析のための枠組み設定

1.長江デルタ諸都市と日本47都道府県間の類似性

本章においては､長江デルタ諸都市と日本の47都道府県との比較分析を行う｡後者は前者

と対等的な地域単位ではないように見られるが､長江デルタ諸都市と日本47都道府県間に,

次のような点で類似性を持っていると考える｡

(1)総面積と総人口｡広域の長江デルタの総面積は日本の3分の2弱であり､総人口は日本

とほぼ同水準である｡

(2)､1地域単位の平均面積と平均人口｡日本都道府県の平均面積は長江デルタの都市よりや

や小さい(前者は約0.8万km2､後者は約1万km2),長江デルタ都市の平均人口は日本都

道府県の2倍強を有している｡

(3)地域単位の性質｡中国の都市は｢市が県を指導する体制｣を実施している｡図8-1で示

したように,市域の中で中心市街地のほか,幾つかの｢県級市｣ (工業が比較的に発達してい

る地域)と幾つかの｢県｣ (農業を中心とした地域)を包括することは一般的である｡従って,

長江デルタの広域行政都市は､日本の｢市｣よりも多数の市町村を包括する｢県｣により近

似していると考えられる｡

(4)地域の中核である上海の人口(1300万)､地理的立地(地域全体の中間部)､都市機能

目標設定(国際的金融･貿易･経済センター)などの面は､いずれ東京の場合と似ている｡

2.他の比較案についての検討結果

上海の都市性格〔上述(4)を参照〕を考慮し､日本の地域単位内に｢東京｣を含むほうが望

ましいと考える｡イ東京都市圏｣を考案する場合,以下のような地域内容が提起できる｡

(1)関東ブロック(交通線路などの便を考慮:26地域に分け,百以上の都市圏を包括) [『民

力』各年版]

(2)東京圏(1都2県,襲いは1都3県, 1都4県)

(3)首都圏(都心から50Km圏域､或いはIOOKm圏域)

(4)京浜莫大都市圏(中心市3と東京特別区部;周辺市町村数百) (『地域経済埠覧』各年版)

しかし,日本において､ GDP及びその内訳の疲計データを入手できるのは､県レベルまで

が普通､市町村並びに各種の都市圏のデータを得るのは困難なことは現状である｡しかも市

町村や､都市圏という地域単位の数が多すぎるほか､長江デルタの都市の面積,人口,特に

性格との差が大きい｡

従って,本論文では､日本の都道府県を比較の地域単位とした｡この場合, (1)関東地方(七

県), (2)本州､ (3)全国などのような地域区分が考えられる｡
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鎮 郷 鎮 郷 鎮 郷

図′8-1中国の｢市が県を指導する体制｣を実施する都市の構造
注: ①この体制を実施する都市は､ ｢直轄市｣と｢地級市｣に大別できる｡

②点線部分は､一級の行政機関ではなく､上位行政機関の出先機関であるo

(筆者作成)
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但し､長江デルタが中国の一地域であることから､感覚上のアンバランスを考えて､比較

対象を｢関東｣或いは｢本州｣に絞る方が良いかもしれないが､ ｢関東7県｣であるなら､地

域単位が少ないほか､日本のような制度的背景に均一性を持ち､しかも全国的に地域開発を

展開してきた場合､関東地域だけを分離させることの妥当性については疑問がある｡地理的

面積や人口も考慮すれば､なおさらこのように考えられる｡

従って､本論文では､長江デルタ都市群の比較対象地域を47都道府県にした｡

3.比較の時期について

まず長江デルタ都市レベルのデータが得られるのは､ 90年以降であるため､比較時期を90､

年代に限定することにした｡

一方､ 90年代の長江デルタの発展段階は､日本の高度成長期に相当すると考える｡長江デ

ルタの発展(将来性)をより長期的な視点から検討するために,日本については55-95年の

長期的な地域開発の展開(55-95年)に注目して,分析することとした｡

第2節日本47都道府県の格差実態及び長江デルタとの格差水準比較

1.日本47都道府県の格差実態

まず表8-1と図8-2､表8-2と図8-3の二組の図表には,それぞれ47都道府県における格

差の分析結果を示す｡これらの表に見られるように､ GDPと1人当りGDPのそれぞれから見た

47都道府県の地域格差の特徴として,絶対極差は一貫して拡大してきたが､相対極差,倍率

そして変動係数においては､次のような特徴が現れた｡

(1) GDPは65-70年及び90年に, 1人当りGDPは60-70年及び90年に､それぞれ二つ

のピーク期を迎えた｡

(2) GDP及び1人当りGDPにおける格差のピーク期は､高度成長期とバブル期と合致して
ヽ

いる｡高度成長を達成した時期に効率性が重視されたと認めれば､効率性と平等性のトレー

ド･オフは日本で現れていると言えよう｡

2.長江デルタ諸都市と日本47都道府県間の格差水準比較

表8-3に,日本47都道府県(55-97年の5年ごとのデータ)と長江デルタ都市群の格差

水準を比較した結果を示す｡示した数値は,表6-1､表6-2,そして表8-1,表8-2に示した

｢相対極差｣, ｢倍率｣及び｢変動係数｣という各項目の最小値と最大値(考察期間中におけ

る格差水準の範囲)である｡

まずGDPの場合､倍率はほぼ同じであるが､相対極差においては､日本は長江デルタの2倍

程度,変動係数においては､長江デルタは日本の2倍程度であった｡

一方, 1人当りGDPについて見た場合,相対極差はほぼ同じであった.倍率においては､長
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表8-1 47都道府県におけるGDP(名目)格差

9 5 5 9 60 1 9 6 5 9 7 0 9 7 5 1 9 8 0 9 8 5 9 9 0 1 9 95 19 9三■■

絶対格 差 1,033,87ー 1,892,218 4■9了0,675 1 1β27,659 24 .84 1ー02了 38,983,144 55,979,9 16 82 ,637.837 82,488ー528
84 .162 ,4 18

相 対 格差 7 .15 9 7.5 17 8 .8 62 8 .58 7 7 .9 0 9 7.5 4 9 8.25 8.80 9 8 .297 7.6 83

倍 率 33 .34 5 34 .68 9 45 .33 2 45 .85了 3 8 .2 3 6 3 7.8 3 8 4 1.65 5 4 6●ー2 2 49 .67 1 4 1.0 0 7

変 動係 数 1■ー4 ー 1.2 53 ー.4 2 7 1.4 26 1 .3 0 7 1,25 8 ー.33 3 1.4 12

⊥

1.35 7 1.2 60

注 ‥(1)5 5 - 7 0年 は 県内純生産 (絶 対種差の単位 :億円 ) ;75 ん 95年 は県内総生産 (絶対種差の単位 :億円 )

(2)経 済企画庁経 済研究所編『県民経 済計算 年報 』(大蔵省 印刷省 )各年版により計算

単位:億円

90.000,000

80.000.000

70,000.000

60,000.000

50,000,000

-　40,000,000

30,000,000

20,000.000

1 0,000,000

0

♂ぜ♂*^Q㌔ぜ♂ぜ♂♂

図8-2　47都道府県におけるGDP(名目)格差
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表8-2　4了都道府県における1人当りGDP(名目)格差

19 9 5 19 9 7
19 5 5 1 9 6 0 19 6 5 1 9 了0 19 7 5 1 9 8 0 9 8 5 1 9 9 0

絶 対 格 差

相 対 格 差

塵 率

変 動 係 数

注 :(1 )55 ~

9 3

1 .9 1 6

3 .3 2 3

0 .23 0

13 7 3 2 6 6 9 4 1 3 0 1 2 2 3 3 0 9 4 7 9 7 4 6 3 0 4 7 0 6

1 .80 1 2 .0 3 0 1 .9 8 0 1 .8 12 1 .83 4
2 .0 2 3 2 .2 3 1 2 .0 3 4 2 .0 2 4

3 .0 9 8 3 .3 12 3 .3 5 4 2 .4 7 2 2 .6 0 5 2 .7 87 3 .0 6 1
2 .8 3 7 2 .8 10

0 .2 6 1 0 .2 5 3 0 .2 5 2 0 .1 8 7 . 0 . 9 0 0 ●2ー0 0 .2 3 7
0 .2 0 3 0 .20 1

70 年 は 1人 当 リ県 内 嘩 生 産 (絶 対 極 差 の単 位 ‥10 0 万 円 ) ;7 5 ~ 95 年 は

1人当り県内総生産(絶対極差の単位MOO万円)

(2)経済企画庁経済研究所絹『県民経済計算年報』(大蔵省印刷省)各年版により計算

単位:100万円

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 1997

図8-3 4了都道府県における1人当りGDP(名目)格差
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表8-3　長江デルタと日本47都道府県の格差水準比較

比較対象地域 相 対極差 倍率 変動係数

G D P 1人当 りG D P G D P 1人当りG D P G D P 1人当りG D P

デルタ14都市 3 .7 7~ 4 .58 1.15- 1.57 30 .03~ 39.57 3.18 -̂ 4.32 0.91- 1.12 0 .34 - 0.45

21都市 4 .75- 5.8 1.73- 2.28 30.03~ 39.57 6.29 ~ 7.4 0.96- 1.16 0 .4 8- 0.54

4 7都道府県 7一16- 8.86 1.8- 2.23 33.35~ 49 .67 2.47 - 3.35 1.14- 1.43 0.19′〉0 .2 6

注:長江デルタの観察時期は90 98年;日本の観察時期は55 97年
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江デルタは日本の･1-2倍強,変動係数においては,長江デルタは日本の2倍程度であった｡

要するに｣ GDPの場合,両方の格差実態が近いのに対して､ 1人当りGDPの場合､長江デルタ

の変動係数は概ね日本の2倍ほどであることが明らかとなった｡

第3節地域格差の規定要因分析

1.分析モデルの設定

ここでも長江デルタ諸都市の格差規定要因分析と同じように､重回帰分析･を行う｡用いる

分析モデルは式(4-2)と同様であり､次のように表示する｡

y - a+blXl+b2X2+b3X3+b4X4+b5X5+b6X6+b7X7 (8- 1)

ここで,被説明変数yはGDPと1人当りGDPの2ケースであり,説明変数は,できる限り

長江デルタと類似した｢格差規定候補要因グループ｣を用いるように努めたが､日本の場合,

｢非国有工業｣に相当する項目がないため､ ｢政府サービス業｣という指標を補充することと

した｡その理由は以下の通りである｡

長江デルタ都市間格葦の規定要因に｢非国有工業｣を導入したのは,多くの既往研究によ

り明らかになっているように､ ｢改革･開放｣以来｢非国有セクター｣が中国の経済成長の牽

引車になっているからである｡既に述べたように､長江デルタにおいては,上海のような従

来の国有企業中心の地域もあれば､江蘇･漸江省のような非国有セクター中心の地域もある｡

従って,このような地域が併存している長江デルタに｢非国有セクタr｣項目を候補説明変

数に導入しようとした.一方､中国の統計において､経済全体としての｢非国有セクター｣

の統計項目がないが､工業総生産の中に｢非国有工業｣という分類がある｡それを代表に使

うこととした｡

日本の場合も､経済成長に対する正の規定力を持つ要因を求めることとしたが､既に述べ

たように､日本の1人当りGDP格差が小さいことから､人口集積が経済成長との関連性が高

いと推察したoそこで､幾つかの試行錯誤の末､人口の集積と比例していると見られる｢政

府サービス業｣がGDPに対する規定力が大きいと検出した｡それを格差候補規定要因に加え

ることとした｡

こ＼のように,_日本における地域格差の候補説明変数は以下の7つにまとめられる｡ ①Ⅹ1:第

2次或いは第3次産業(100万円), ②Ⅹ2:地方財政歳入(億円)､ ③Ⅹ3‥政府サービス業(100

万円)､ ④Ⅹ4:外資企業生産額(95年のデーダだけを入手) (100万円)､ ⑤Ⅹ5:非農林漁業就

業人口(千人)､ ⑥Ⅹ6:総固定資本形成(10億円)､ ⑦Ⅹ7:重化学工業率(%)であるこ

2.分析結果
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分析結果は表8-4,表8-5のようにまとめることができる.説明変数の選定は逓減法により

随時再計算したものである｡また,各候補説明変数の元データの単位が違うため,得られた

偏回帰係数の標準化を行った｡

(1) GDPに着目した分析結果(表8-4を参照)

GDPに着目した分析においては､ ①第2､ 3次産業構造のほか､ ②政府サービス業(人口規

模に準ずるものと考えられる)と､ ③重化学工業率などが格差の規定要因として選定された｡

(2) 1人当りGDPに着目した分析結果(表8-5を参照)

一方, 1人当りGDPにおいては, ①第2､ 3次産業構造と､ ②重化学工業率が主な格差q)規

定要因であることが明らかになった｡

(3)標準化偏回帰係数についての検討

標準化偏回帰係数に注目すると､ 65年以来, ｢重化学工業率｣と｢政府サービス業｣は同じ

上昇傾向を示した　70-75年は一つの階段のようであったが, 85-90年の階段は更にそれを

上回った｡一方, ｢第2, 3次産業｣の規定力は65年以来一貫して低下の傾向を示し､ 90年

に谷を迎えた｡.なお, ｢第2次或いは第3次産業｣､ ｢重化学工業率｣､人口に比例する｢政府

サービス業｣などの要因は､何れも｢開発経済論｣或いは｢比較経済体制論｣によるいわゆ

る｢初期条件的要因｣ (経済構造,人口規模)に当たる｡　　　　　＼

｢政府サービス業｣は地域人口に比例したものと考えられる　65年以来その規定力が増し､

90年にピークを迎えた｡バブル時期における人口集中の高まりを裏付けた｡

第4節戦後日本における地域格差及び規定要因に関する政策考察

1.戦後諸改革の効果

戦後行われた一連の改革の効果を認識するには､戦前における日本社会の事情をある程度

触れなければならない｡戦前の日本の社会では身分制や大資本家などの存在により､非常に

不平等な社会であったことは幾つかの研究で分かった(例えば溝口敏行1986､南進亮･小野

旭1987),不平等性が高かった原因は,職業や地位間の格差､男女間の賃金格差などがあげら

れた｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　′

一方,戦後アメリカ占領軍の主導による諸改革は格差是正に導いたと考えられる｡具体的

には以下のようである｡ ①財閥解体と独占禁止政策, ②農地改革(大土地所有者の消滅), ③

労働民主化改革(労働組合法,労働基準法､労働関係調整法などの制定)､ ④税制改革(シヤ

ウプ税制の導入)､ ⑤教育改革(九年義務教育制,高等教育機会平等化･支援策､男女の教育

機会均等化策など)｡このような改革は､戦後復興期だけでなく｡今現在に至って､日本社会
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表8-4　47都道府県におけるGDP格差の規定要因分析(重回帰分析･偏回帰係数標準化)

♯

6 5年 6 5年 70 年 70年 7 5年 7 5年 8 0年 8 0年 8 5年 8 5年 9 0年 由0 年 9 5年 9 5年 9 5 年

補 正決 定係 数 R 2 0 .9 9 4 0 .9 9 3 0 .9 8 9 0 .9 8 3 0 .9 8 8 0 .9 85 0 .9 8 2 0 .98 3 0 .9 7 6 0 .9 8 5 0 .9 6 1 0 .9 8 6 0 .9 3 7 0 .9 5 5 0 .9 6 3

第 2 次 産 業 0 .6 9 0 .6 3 0 .5 7 0 .5 3 0 .4 ､0 .3 9 0 .5 1 0 .4 6

(t値 ) 2ー.0 3 * * * 1 7 .8 0 * * * 1 3 .8 3 * ** 9 .8 1* * * 6 .6 8 * * * 4 .7 5 * * * 5 .2 7 * * * 6 .2 4 * * *

(第 3 次 産 業 ) 0 .9 8 0 .9 5 0 .8 4 0 .8 0 .7 1 0 .6 7 0 .6 9

(t値 ) 6 9 .4 0 * * * 3 8 .3 8 * *声 10 .7 2 * * * 8 .9 2* * * 9 .6 1* * * l l .5 4 * * * 6 .2 9 * * *

■地 方 財 政 歳 入 ■ 0 .0 2

(t値 ) 1 .4 3 *

政 府 サ ー ビス 業 0 .3 2 0 .3 9 0 .4 5 0 .1 2 0 .4 8 0 .1 7 0 .5 8 0 .2 8 0 .5 9 0 .3 1 0 .4 8 0 .2 8 0 .3 4

(t値 ) 9 .8 2* * * 1 ー14 * * * 10 .9 9 * * * 1 .5 8 * 9.0 4* * * 1 .8 9 * * 9 .8 3* ** 3 .8 4 ** * 7 .6 5 * * * 5▼5 9 * * * 4 .9 5 * * * 2 .6 1* * * 4 3 0 * * *

外 資 企 業生 産 額 II 0 .2 5

(t値 ) こ 5 68 * * *

非 農 林 漁 業 就 貴 人 口 0 .0 4

■(t値 ) 1 .6 7 *

総 国 東 資 本 形 成 0 .0 6

(t値 ) 2 .3 3 * *

重 化 学 工 業 率 ■ 0 .0 2 0 .0 4 0 .0 4 0 .0 5 0 .0 5 0 .0 6 ノ0 .0 6 0 .0 7

(t値 ) 1 .7 9 * * 1 .84 * * 1■′94 * * 1.8 2 * * 2 .3 9* * 1 .7 5 * * 2 .9 1* * * 1 .9 5 * *

注(1 )***は.有意水準(両側検定)1%であることを示す｡ **は,有意水準(両側検定)5%を示す｡ *は.有意水準(両側検定)10%を示す｡
(2) ♯マーク付けの95年は, ｢外資生産額｣を候補説明変数に入れる場合の結果である｡
(3) ｢政府サービス業｣の項目について, 65, 70年は｢公務｣に当たり.当時は第三次産業の中に含まれていた｡
(4)65年の分析については,沖縄の一部データが不備のため.サンプル数は46である｡

(5) ｢地域経済総覧｣(東洋経済新報社). ｢日本統計年鑑｣(総務庁統計局). ｢県民経済統計年報｣(経済企画庁経済研究所)各年版により計算,分析｡



表8-5　47都道府県における1人当りGDP格差の規定要因分析(重回帰分掛偏回帰係数模準化)

- I I ■ ■ ■ - ♯ ♯

6 5 ^

0 .7 54

7■0年 ■

0 .8 08

70年 -

0.7 17

m m L & ^ ¥

補 正 決定係数 R 2 0 .83 2 0.6 89 0 .7 14 0 .694 ､ 0 .70 6 0.70 8 0 .72 6 0 .735 0 .80 0 0.6 80 0.7 33 0 .7 84 0 .76 3

′
第 2 次 産 業

(t値 )

(第 3 次 産業 ) 1

(t値 )

地 方財政歳 入

I (t値 )

政 府サー ビス業

0 .8 6

13 .0 1** *

0.83

l l.8 1* **

0 ナ0 ■ 0 .6 8 0 .70 0.7 1 0 .6 9 0 .3 7

7.8 5* ** 7.6 1** * 8.20 ** * 8 .57* * * 7 .7 2* * * 3 .64 ** *

0 7 9 0 .75 0一70 0 .68 0 .70 0 .74 0 .7 1 0 .4

10 .1 1** * 9.0 1* ** 8.43 ** * 3.7 5* ** ､8 .64* ** 10 .57 ** * 8 9 6* ** 2 .8 8* * *

(t値 )

外 資 企業生産額
0 .4 7 0 .3 7

(t値 )
4 .7 0* * * 2 .5 5 ** *

非 - 林 漁 業就業人 口

い■▼

■(t値 )

稔 同定 資本形成芦′

(t虐 )

重 化学 工業率
0 12 0 19 0. 8 0 24 0一24 0 .30 0 .2 7 0 .32 0 .29 0 .3 3 0 .2 8 0 .33 0 .28 0 .33 0 .2 3 ､ 0.2 9

(t値 ) 一 1.76 ** 2⊥4 3* * * 2.54 3* ** 2 95 * ** 2ー68* ** 3 .60 ** * 2.9 9* ** 3.7 5* ** 3 .3 8* ** 4◆ー1* ** 3.4 3** * 4.6 9* **
3 .15* * * 4 .17 ** * 3 .16 * ** 3.7 7* **

注(1)***は,有意水準(両側検定)1%であることを示す｡ **は.有意水準(両側検定)5%を示す｡ *は,有意水準(両側検定)10%を示す｡
(2) ♯マーク付けの95年は, ｢外資生産額｣を候補説明変数に入れる場合の結果である｡
(3) ｢政府サービス業｣の項目について. 65, 70年は｢公務｣に当たり､当時は第三次産業の中に含まれていた｡
(4) 65年の分析については､沖縄の一部データが不備のため,サンプル数は46である｡

(5) ｢地域経済総覧｣(東洋経済新報社). ｢日本統計年鑑｣(総務庁統計局)､ ｢県民経済統計年軌(経済企画庁経済研究所)各年版により計算､分析｡



の平等化に貢献していると考えられる｡

例えば,世界銀行の報告は､日本ををまじめ､韓国,台湾などの発展パターン(いわゆる｢東

アジア/モデル｣)の特徴を以下のようにまとめる｡ ①市場を主体としながら､政府の積極的参

加が目立つ｡ ②輸出振興の発展戦略の実行｡ ｢成長のエンジン｣としての貿易が大きな役割を

になう｡ ③高い教育水準とそれを支えた高い教育投資｡ ④成長の共有｡いわゆる成長と公正

の両立で,比較的平等な分配の実現｡ ⑤比較的効率的な行政組織(world Bank1993),こうし

て見ると,戦後諸改革は､良好な｢市場経済体制｣環境を含む｢東アジアモデル｣を創出す

るための最初の整備段階であったと言える｡

2.地域政策の展開

戦後日本の地域政策は｢全国総合開発計画｣の展開と重なって､幾つかの段階を経過して

きた｡

(1)第一次の｢全国総合開発計画｣ (｢-全総｣)

1960年代初期に国民所得倍増計画(1960年)に対応して､ ｢全国総合開発計画｣ (-仝総,

1962年)が策定された｡この構想は､過大都市の解消と地域格差の是正を目標にし, ①地方

の開発拠点(新産業都市51ケ所､工業整備特別地域6ケ所)の指定や､ ②拠点産業として素

材供給型の重化学工業(電力,鉄鋼､石油精製,石油化学､テルミなど)の誘致,同時に③

過密地域において､工場などの新増設を抑制､既存工業の地域外-の移転を促進するなどの

措置を通して､人口の分散と工業の分散を同時に行おうとしたものである｡このような｢拠

点式｣開発構想には､産業間の関連効果による波及効果が想定された｡ト全総｣は高度経済

成長(大資本の集積)の実現には多いに役立ったと考えられるが,過密･過疎問題並びに格

差の解消につながらなかった｡実際､高度成長期の日本は､地域格差のもっとも大きい時期

でもあったことは前述した｡

(2) ｢新全国総合開発計画｣ (｢二全総｣)

1969年に策定された｢二全総｣は｢広域生活圏｣を設定し豊かな環境の創出を目環にして

いた｡国土全体を①中央地帯(三大都市圏と瀬戸内海地区をつながる地帯)､ ②東北地帯､ ③

南西地帯に三区分し､中央地帯に中枢管理機能,都市型産業,文化機能を集積させ､都市機

能を更に特化させた巨大都市圏を整備する｡一方,東北′と南西の二地帯には国際化時代に対

応した巨大コンビナート(苫小牧東､むつ小川原､志布志など)､食糧基地､大型酪農基地な

どを建設するほか､国民のレジャー用､に巨大観光基地を整備する｡そしてこうした機能特化

された三地域に協調性をもたらすために, ｢大型プロジェクト｣を構想した｡人口･物質,悼

報の巨大流通手段､即ち7000キロメートルの新幹線, 1万キロメートルの高速道路､航空路､

データ通信網などの交通通信ネットワークを先行的に整備したことによって､日本列島は-
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日行動圏として再編成された｡併せて,従来の自治体財政力を組み直し､広域生活圏と広域

行政-と再編する｡ ｢二全総｣は､中央主導のもとで巨大資本の高蓄積を保障した｡ 70年前後

の地域格差が大きいことはこれを反映しているとも言える｡

(3) ｢第三次全国総合開発計画｣ (｢三全総｣)

ト全総｣に続く･ ｢二全総｣の巨大開発は急速な重化学工業化を推進した｡ ｢重化学工業率｣

は1973年に66%に達し､世界一位となったo ｢ホフマン法則｣が著しく現れたようであるo

一方,公害･環境問題は深刻さが増した.オイルショックをきっかけに､資源制約が顕在化

し､経済は安定な成長に移行した｡国民が環境や豊かさに対する意識が転換されつつある中,

1977年に｢三全総｣閣議決定された｡人口･工業の地域分散策として｢定住圏構想｣ (流通圏､

通勤通学圏､広域生活圏などを基本的圏域とし)が打ち出されたが､財政上の制約から､充

分な展開が見られず､それに対して大型公共事業は｢不況対策｣とし環境基準を緩和してま

で強行に実施された｡'こうして｢三全総｣の政策目標と実行に矛盾が見られた｡しかし地域

格差は着実に低下していた｡

(4) ｢第四次全国総合開発計画｣ (｢四全総｣)

経済国際化が更に進んだ中で策定された咽全総｣ (1987年)は､東京圏-の高次中枢都市

機能の一極集中と人口の再集中､及び急速な産業構造の転換と地方圏における経済の停滞な

どを背景に,東京圏の世界都市機能の再編成と交流ネットワーク構想によるよる｢多極分散

型｣の国土形成を柱としている｡過去三回の｢全総｣とも人口や産業の地域分散･定住を課

題として推進してきたが, ｢四全総｣では｢地域交流｣を提案し､交流の中の人口･経済交流

活動の増加を図ろうとしている｡一方､ 80年代後半期から､経済はバブル時期に突入し,地

域格差は再び上昇するようになった｡

このうち､ 1人当りGDPの場合､ 90年はピークであったのに対して､ GDPの場合､ 90年以

降も引き続き格差が拡大し､ 95年にピークを迎えた｡地域間の1人当りGDP格差が縮小した

中, GDP格差が拡大しつづけることは､人口の地域集中が進行していることを読み取れた｡そ

の裏付けとして, GDP格差に対して,人口規模に比例すると考えられる｢政府サービス業｣の

規定力が大きい｡

時期によって重点が違うが,戦後日本の地域政策には概ね次のような目標が込められてい

ると考えるo ①地域格差の是正, ②住民福祉の向上, ③環境保全､ ③地方自治の発展などであ

る｡その中地域格差の是正は一貫して重要な政策目標である｡

3.産業政策

(1)産業政策と行政指導

1964年に,日本はIFM八条国-移行し､ OECD-加盟したことによって資本の自由化時代を
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迎えることとなった｡資本の自由化は日本経済を世界経済の波に更に組み込むように働き､

日本国内の産業構造再編成論を生出した｡具体的には､行政指導による技術開発力の強化､

大型設備導入による産業の効率化と国際競争力の強化が目標とされた1949年に設立された

通商産業省と1951年に設立された日本開発銀行などはこうした産業政策の策定､推進に働い

た役割が大きい｡

その手段として,ビジョンの提示,規制基準などの制度的枠組みの設定､更に目標-の誘

導をはかるための融資,税制上の優遇,補助金,国の直接参加,および行政指導に加えて､

技術協力や輸入調整などの対外的措置や産業振興及び構造改善のための立法措置などが用い

られている(通産省1974),その中､前述した地域政策の中でも既に触れたように､人口と産

業の地方分散を促進するための財政･税制措置､地方でのインフラ整備による全国ネットワ

ークの形成などが含まれている｡地方分散方針のもとで, 1961-75年の社会ストック年間増

加率は三大都市圏(12.7%)が地方圏(ll.4%)を上回ったのに対して､ 76-90年には地方

圏(8%)が三大都市圏(7%)を上回るように代わった(経済企画庁1988),これらの措置は

地域格差の是正につながっていると考えられる｡

一方,これらの行政指導は,企業競争の維持と言う点から看過できない問題点も指摘され

ている｡例えば､行政指導の中で,企業の投資計画に調整を加える投資調整､需要バランス

を確保する名目で行われる生産調整､そして緊急措置としての価格高騰及び急落に対する抑

制などには問題が多い｡例えば,行政指導は過剰生産を拡大させたとの指摘がある(今井賢.

- 1969),またこれらの行政指導は企業の自己責任原則を暖昧にする恐れがある.石油ヤミ･

カルテル事件(1980年9`月､東京高裁判決)に見られるように､行政に対する協力と言う名

目で産業の競争制限の慣行を一層助長する危険が大きい｡事実､ 1961年に設置された√｢産業

構造調整法｣の答申に基づくき､官民協調方式を軸に策定した｢特定産業振興臨時措置法案｣

は三回提案されたが結局廃案となったことから､政府と企業の関係のあり方関わる政策実施

上の対立,即ち,通産省の官民協調方式と財界の自主調整論との対立は常に存在することを

窺わせた(清水･松原1992),

(2)重化学工業化産業政策の推進

日本都道府県別の地域格差の規定要因に, ｢重化学工業率｣の規定力が顕著である｡ここで

もう少し詳しく考察する｡

戦後日本の産業政策の基準を見れば,先進工業国-のキャッチ･アップ過程にあり,高度

経済成長と輸出志向のもとでの国際競争力の強化を実現することが政策の主要課題であった｡

諸産業政策誘導の結果,主として重化学工業の著しい発展と高度経済成長が達成されたこと

が周知の通りである｡

日本の重化学工業は50年代以来に大きく変化し､産業構造の変革を成し遂げた｡本論文が

採用した｢重化学工業率｣のデータ出所｢地域経済総覧｣によると､その定義は｢化学､石油･
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石炭製品,鉄鋼,非鉄金属､金属製晶､機械､電気機器,輸送用機器,精密機器､武器の付

加価値合計額を給付加価値額で除したもの｡｣となっている｡

区分すれば,重化学工業は,軍需財や資本財､中間財,消費財などと大別できる｡戦後日

本は｢追い上げ戦略｣のもとで,重化学工業は素材型主導から消費型-と転身をはかり､し

かも｢知識集約化｣の道を進んできた｡例えば, 70年代以来,コンピュータ､航空機などの

研究開発集約的産業,通信機械,数値制御工作機械などの高度組み立て業､情報処理,ソフ

トウェアなどの知識産業の発展は目覚しいものであったo

マクロ経済学の｢加速度原理｣ (acceleration principle)に説明されたよ15に,資本財需

要は｢経済規模｣の変化ではなく､ ｢経済規模の変化率｣ (経済成長率)の変動に対応して変

動する｡重化学工業のような資本財産業の成長期が,一国の高度成長期に重なることが多い

のは, ｢資本が資本を呼ぶ｣という現象が好況期の山を高めるが､資本財産業の増大は,経済

を不安定化させる潜在的要因でもある1930年代大不況期のアメリカで,工業生産が大きな

落ち込んだ原因の一つは､先行する1920年代の消費財関連重化学工業の発展による産業構造

の変動であった｡そして日本の｢高度経済成長期｣に終止符を打った直接なきっかけはオイ

ルショックという外部資源供給の変動とするなら､90年代初期におけるバブル経済の崩壊は,

こうした高い重化学工業率による経済の不安定要因が働いたと推察できる｡

一方､高度経済成長と二度にわたるオイルショックの過程では､産業構造の展開における

産業間･地域間･企業規模間の不均等が顕著になっている｡重化学工業において､鉄鋼･非

鉄金属･化学･石油化学･繊維などの基礎素材産業の停滞と､金属製品･機械などの加工･

組立産業の成長が見られる｡その中､前者のような不況産業を抱える地域とそうでない地域

の間に､格差が生ずるのは当然である｡地域的に太平洋地帯-の重化学工業の集中が見られ､

その内部でも､高度成長下において西日本の比重が相対的に低下し,東日本特に関東の比重

が上昇し,全体として首都圏-の集中が強まっている｡このような大都市を中心に｢重化学

莱-軽工業､大企業-系列下請け企業群が国土を階層的に配されるという地域的構成を示

している(千葉ほか昭和63年) (なお,日本の地域構成に関して､次節で金融機能に注目′し

地域階層構造分析を試みる)｡

しかし基礎素材産業のような｢斜陽産業｣を保護すれば効率の低下が避けられないし､時

には国際的貿易摩擦も発生する｡従って､構造不況産業対策を｢産業政策｣の枠内だけで考

えるのは妥当ではない｡不況産業更に地域格差是正の基本的な対策として,マクロ経済政策

による適性の成長率と持続的成長の保証や､職業転換のための助成などの労働政策､社会保

障政策を含めた総合的な対策を考える必要がある｡

第5節47都道府県の地域階層分析

1.都市銀行の支店配置から見た地域階層
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全国的に業務を展開している二つの都市銀行を取り上げ､それらの支店配置の地域集積度

から都道府県間の階層関係を分析する｡

(1)第一勧業銀行の場合

表8-6には,第一勧業銀行支店数の地域構成比を時系列で求めた結果を示す(支店別の職

員数については,支店間で大差がないために､考慮していない)｡それにより次のような特徴

が見られる｡

①東京の地域構成比は77年の40.38%から95年の43.1%-と上昇､その後やや低下した｡

その他の関東地域､特に東京圏の諸地域も上昇傾向にあった｡

②大阪については77年以降､順位を2位から3位に下げ,構成比も低下の一途を辿って

きた｡その他の関西圏諸地域も低下の傾向を見せた｡

③支店数が一つしかない地域の数はあまり変わらなかったが,その構成比は, 0.32%から

0.28%-と下がってきた｡

(2)住友銀行の場合

表8-7に支店数を整理した結果を示すが,これによると次のような特徴が見られる｡

①時系列にいうと､東京に立地する支店の構成比の上昇と大阪での低下が対照的であり､

両者の順位は　　-95年の時期に逆転した｡ ｢東京圏｣と｢大阪圏｣各県の間にも同じような

傾向が見られる｡

②支店数が-つしかない地域の数はあまり変わらなかったが,その構成比は､ 0.52%から

0.32%へと下がってきた｡第一勧業銀行の場合と同じように､地域集中度の高まりを窺わせ

た｡

要するに､都市銀行の支店配置の時系列的変遷から見ると,東京及び｢東京圏｣での支店

集中度の上昇と大阪および｢大阪圏｣での相対低下が明らかとなった｡一方､その他の支店

数一つしかない地域のシェアの低下も見られた｡

2.金融機能総合指標で示した地域階層の時系列変動

表8-8は､前掲表7-4と同じ手法を用い, ｢金融機関数｣､ ｢預金残高｣､ ｢保険契約掛け金｣

という三つの指標を用いて金融総合指標を作り､時系列でその順位の変動を示した結果であ

る｡

これにより､次のような事柄が明らかになった｡

①頂点に立った東京のほか､概ね大阪,神奈川､愛知の順で第2階層､その次,埼玉､兵

嵐千葉､福岡,北海道,静岡､広島の順で第3階層を検出することができた.

② ｢東京圏｣の神奈川､埼玉､千葉の上昇と｢関西圏｣である兵庫,京都､さらに愛知な

どの低下は概ね確認できた｡
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表8-6　第一勧業銀行支店数の地域構成比･順位の時系列推移
全地域 = 100

77年 80年 85年 88年 95年 98年
構 成比 順位 構成比■順位 構成比■順位 ■ 構成比 川原位 構成比■順位 構成 比 l順位

40.38 東京 39.24 東京 4 0.42 東京 40.18 東京 43.10 東京 ■ 4 1.94 東京

10.26 大阪 10.44 紬奈川 ー1.38 神奈川 12.02 軸奈川 ll.27 神奈 川 ll.14 神奈川

9 .29 神奈川 10.13 大阪 9.58 大底 9.38 大阪 9二0 1 大阪 9 38 大阪

5.13 埼 玉 5.38 埼玉 5.99 千衰 6.16 千葉 5.63 千葉 5 .87 干葉
5.13 千葉 ■■ 5.38 千葉 5.09 埼玉 4.99 埼玉 5.35 埼玉 5 .57 埼玉

4.49 愛知 4.43 愛知 3 .89 愛知 3.5 2 愛知 3.38 愛知 3.52 愛知
3.2 1 兵庫 3.16 兵庫 2.69 兵庫 } 2.93 兵庫 , 2.82 兵庫 2.93 兵庫

2.24 京都 2.22 京都 2.10 京都 2.0 5 京都 1.69 京都 1.4 7 京都

1.60 栃木 1.58 栃木 1.50 栃木 1.4 7 栃木 1.4 1 栃木 1.17 栃木

1.28 福 岡 1.27 群馬 1.20 群馬 1.17 群 馬 1.13 群馬 1†17 ■群馬

1.28 群馬 ー●27 静岡 1.20 静岡■ 1.17 静岡 I.13 静岡 1.17 静岡 ■､

1.28 静 岡 ー●27 福岡 1.20 福岡 1.17 福岡 1.13 碍岡 ー●17 福岡

0.96 葵城 0.白5 茨城 0.90 茨城 0.88 茨城 0 .8 5 茨城 0.88 茨城

0.96 三重 0.95 三軍 0.90 三重 , 0.88 三重 0 .8 5 三重 0.88▲三重

0.96 山口 0.95 山口 0.90 山 口 0.88 山 口 0 8 5 山口 0.88 山 口 ■

0.64 広島 ■ 0 .63 広島 0.60 広島 0.59 広島 二■､ 0二5 6 広島 0 .59 広島
0.64 愛媛 0.63 愛嬢 0.60 愛媛 0.59 愛晩 0.56 愛媛 0 .59 愛媛

0.64 長野 0 .63 長野 0.60 長野 0.59 長野 0.56 長野 0 .59 長野
0.64 北海道 0 .63 北海道 0.60 北海道 0.59 北海道 0.56 北海道 0 .59 北海道

0.64 奈良 0 .63 奈 良 0.60 奈良 0.59 奈良 ■ 0.56 奈良 ■ 0 .59 奈 良

0.32 青森 0.3 2 青森 0.30 青森 0.59 ､秋田 0.28 青森 0.29 青森

0.32 岩 手 0.3 2 岩手 0 .30 岩手 d二29 青森 0.28 岩手 0.29 岩手

0.32 宮城 ノ0.3 2 草城 0 .30 宮城 0.29 * ^ ' 0.28 宮城 0.29 宮城

0.32 秋田 0.32 秋田 0 .30 秋用 0.29 宮城 0.28 秋 田 0.29 秋 日l

0.32 山形 0.3 2 山形■ 0 .3 0 山形 0.29 山形 0.28 山形 0.29 山形

0.32 福島 0.32 福島 0.30 福島 0.29 福 島 0.28 福島 0.29 福島

0.32 新潟 0.32 廟 潟 ■ ■■′0.30 新潟 ■ 0.29 新 潟 0.28 新潟 0二29 新潟

0.32 山梨 0.32 山梨 0.30 山梨 0.2 9 山梨 : 0 .28 山梨 0.29 山梨

0.32 富山 0.32 富山 0.30 富山 0.29 富 山 0 .28 富山 + 0.29 富山

0.32 石 J】■l 0.32 石川 0一30 ■石川 0.29 石川 0.28 石川 0 .29 石川

0.32 岐阜 0.32 岐阜 0.30 岐阜 ■ 0.29 岐阜 0.28 岐阜 0 .29 岐阜 ′

0.32 福 井 0.32 福井 0.30 福井 0.29 福井 0.28 福井 0 .29 福井

0.32 滋賀 0.32 滋賀 0.30 滋賀 0.29 滋賀 0.28 滋賀 0.29 滋賀

0.32 和 歌山 0.32 和歌山 0.30 和歌 山 0.29 和歌山 0.28 和歌 山 0.29 和歌 山

0.32 鳥取 0.32 鳥取 0.30 鳥取■ 0.29 鳥取 0.28 鳥取 0.29 鳥取 ■

0.32 阜碍 0.32 島根 ■ 0.30 島根 ▲0.29 島根 0.28 島根 0.29 島根

0.32 岡山 0.32 岡山 0.30 岡山 0.29 岡山 0.28 向山 0.29 岡山

0.32 徳 島 0.32 徳島 0.30 徳島 ■ 0.29 徳島 0.28 徳 島 ＼､ 0.29 徳島

0 .32 香川 0.32 香川 0.30 香川 0.29 香川 0.28 香川 0.29 香川

0 .32 高 知 0.32 ､高知 0.30 ′高知 0.29 高知 0.28 高知 0.29 高知

0 .32 佐 賀 0.32 佐賀 0.30 佐賀 ､ 0.29 佐賀 0.28 佐賀 0.29 佐賀

0 .32 長 崎 0.32 長崎 0.30 長崎 ■■ 0.29 長崎 0 .28 長崎 0.29 長崎

0.3 2 熊本 0.32 熊本 0.30 二熊本 ■ 0.2 9 熊本 0 .2 8 熊本 ､ 0.29 熊本

0.3 2 大分 l) 0.32 大分 0.30 大分 0.2 9 ､大分 0.28 大分 0.29 大分

0 .3 2 宮崎 0.32 宮崎 ,0.30 宮崎 0.29 宮崎 0.28 宮崎 0 .29 宮崎

0 .3 2 鹿児島 0.32 鹿児 島 0.30 鹿児島 0.29 鹿児島 0.28 鹿児 島 0.29 席 児島

0 .00 沖縄 0.00 沖縄 ■ 0 .30 沖縄 0.29 沖縄 ■ 0.28 沖縄 0.29 沖縄

出所:『日本金融名鑑』各年版により整理.計算.作成｡
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表817　住友銀行支店配置の地域構成比･1[贋位の時系列推移
全地域-100

77年 80年 85年 88年 95年 98年

構成比 一順位 療成 tt1 順位 構成比 -順位 ▼ 構 成山 順也 L 構成比 ■順位 構成比 ■順位

36.98 大 阪 36.18 大阪 33.78 大阪 43.99 東京 42.07 東京 39.53 東京

29一17 東京 30.15 東京

6.03 挿套 ,lT

3 1.53 東京

6.76 蒼 )lT

23.73 大庭 P

-▲8.54 簡 丁】
2 6.2 1 大阪

8.4 1 押葉汀■

27.24 大阪

-†8.97 神祭,lT6.25 神奈 川

5.2 1 兵庫 6.03 兵庫 6.76 兵庫 5.06 兵庫 5.18 兵庫 5.65 兵庫

3.65 愛知 3.02 愛知 2一70 愛 知 3.80 埼 玉 3.88 埼玉 3.65 埼 玉

2.08 埼 玉 2.5 1 埼玉 2.70 埼 玉 3.80 千葉 2.59 千葉 ノ2.99 千葉

2.08 千葉 2●0ー 京都 2 .25 京都 1.90 愛 知 1.94 愛知 1.99 愛知

2.08 京都 2.0 1 福岡 1.80 手業 1.27 京都 ■ 1.29 福岡 1.33 福 岡

2.08 福岡 1.5 1 干葉 1.80 奈 良 1.27 福 岡 ｢1.29 奈良 llJ 1.33 奈良

1.56 広 島 1.5 1 広島 1.80 ′福 岡 0.95 広島 1.29 京 都 1.33 京都

1.04 山口 ■ー●0 1 山 口

1.0 1 奈良

1.35 広島 0.95 奈 良 ■■■ 0.97 広島 1.00 広

0.52 北海道 0一4 5 北海道 Ql$皇 北海道 0.32 北海蓮 0.33 北海道 ▲

0.52 宮城 0.50 北海道 0■4声 宮城 0.32 宮城 0.32 宮城 0.33 宮城

0.52 新潟 0.50 宮城 0 .4 5 新 潟 0.32 新 潟 0.32 新潟 0.33 新 海

0.52 静岡 0.50 新潟 0 .4 5 静 岡 0.32 静 岡 0.32 静岡 0.33 静 岡

0.52 富 山 ■ 0.50 静岡 ■ 0 .4 5 富 山 + 0.32 富 山 0.32 富山 0.33 富 山

0.52 岐阜 0.50 富山 0 .4 5 岐阜 0.32 岐阜 0.32 岐阜 0.33 岐阜

0.52 福井 0.50 岐阜 ′0 .4 5 福井 0.32 福 井 0-畠2{ 福井 0.33 福井

0.52 奈 良 ■ 0.50 福井 0 .4 5 和歌 山 0.32 和歌 山 0.32 和歌山 0.33 和歌山

0.52 和歌 山 0.50 和歌山 0 .4 5 岡山 0.32 岡山 ■ 0.32 岡山 0.33 岡山

0.52 岡 山 0.50 岡山 ′0 .4 5 愛媛 0.32 ､愛媛 0.32 愛媛 0.33 愛媛

0.52 愛媛 0.50 愛媛 0▲.4 5 佐賀 0.32 佐 賀 0.32 佐賀 0.33 佐賀

0.52 佐賀 0.50 佐賀 ′0 .4 5 熊本 0.32 熊本 0.32 熊本 0.33 熊本

0.52 熊本 0.50 熊本 0 .4 5 大分 ▲0.32 大分 0.32 大分 0二畠3 大分

0.52 大分 0.50 大分 0 .4 5 鹿児 島 0.32 鹿児 島 0.32 鹿児島 0 .33 鹿児島

0.52ノ鹿児 島 0.50 ､東児島 0.45 青森 0.32 青森 0.32一青森 0 .33 青森

0.00 青森 0.00 青森 0.0 0 岩手 ､ 0.00 岩手 0.00 岩手 0 .00 ∵岩手

0.00 岩手 0.00 岩手 ■ 0.0 0 秋 田 0.00 秋 田 0.00 秋田 0 .00 秋 田 ■

0.00 秋 田 0.00 秋田 0.0 0 叫形 0.00 山形 0.00 山形 0 .00 山形

0.00 山形 0.00 山形 0.0 0 福 島 0.00 福 島 0.00 福島 0 .00 福島

0.00 福島 0.00 福島 0.0 0 茨城 0.00 茨城 0.00 茨城 0 .00 茨城

0.00 茨城 0.00 茨城 0.0 0 栃 木 0.00 栃木 0.00 栃木 0 .00 栃木

0.00 栃木 0.00 栃木 0.0 0 群 馬 0.00 群 馬 0.00 群馬 0 .00 群馬

0.00 群 罵 0.00 群馬 0 .0 0 二山梨 0.00 山梨 0.00 山梨 0.00 山梨

0.00 山梨 0.00 山梨 0.0 0 長野 0.00 長野 0.00 長野 0.00 長野 ■

0.00 長野 0.00 長野 0 .0 0 石川 0.00 石 川 0.00 石川 0.00 石川

0.00 石川 0､■00 石川 0.0 0 三重 0.00 三重 0.00 三重 0.00 = 重

0.00 三重 0.00 三重 0.0 0 滋賀 0.00 滋賀 0.00 滋賀 ■0｢O0 滋賀 ■P

0.00 滋賢 0.00 滋賀 o.o o a m 0.00 山 口 0.00 山口 ▼ 0.00 山 口

0.00 鳥取 0.00 鳥取 0.0 0 鳥取 0.00 鳥取 0.00 鳥取 ､0.00 鳥取

0.00 島根 0.00 島根 ■ 0.0 0 島根 0.00 島根 0.00 島根 0.00 島根

0.00 徳 島 0.00 徳島■,㌔ 0.0 0 √簡 島 0.00 礎 島 0.00 徳 島 0.00 ▲徳島

㌢0.00 香川 ■■､0.00 香川■ 0.0 0 香川■ 0.00 香川 0.00 香 川 0.00 香川

0.00 高知 0.00 】高知 0.0 0 高知 ■､′ 0.00 高知 0.00 高知 0.00 高知

0.00 長崎 0.00 長 崎 0.0 0 長崎 ■ 0.00 長崎 0 .00 長崎 0.00 長崎

0.00 宮崎■′ O.OQ 宮崎 0.00 宮崎 ､0.00 宮崎 0 .00 宮崎 0.00 宮崎

0.00 沖縄■ 0.00 沖縄 0.0 0 沖縄 0.00 ∵沖縄 ■■ 0 .00 沖縄 0.00 沖縄

出所: 『日本金融名鑑』各年版により整理,計算,作成｡
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表8-8 47都道府県金融総合指標の時系列変動

順 構成比地域 構成比地域 構成比地域 構成比地域 構成比　地域 構成比　地域 構成比　地域

28.21東京　27.12東京　22.22東京　-21.62東京一21.66東京　20.65東京　18.79東京-15.37東京
13.31大阪　14.34大阪-ll.72大阪　�"10.67大阪　　9.75大阪　-9.67大阪　　8.97大阪　　6.87大阪

;::言霊芸〆 6.45　愛知　　5.41愛知　　｢　.80　愛知　　4.67

3.87　北海遭-　3.19

3.04　福

2.54　静
nxm*

2.00　埼

2.00　広

1.47　千

2.92

2.85 3.06

3.01

2.81 …蓋､

5.13　ttJJI|- 5.39　*MtJl|

5.11愛知-　5.16　愛知

3.83　埼玉　　4.05　埼玉

3.70　兵庫

3.67　千葉

3.67　福岡

3.79　福岡

3.78　兵庫

3.7丁　千葉

2.84　静岡- 2.75　静岡　　2.55　静岡　　　2.64　静岡　　2.71静岡

2.11広島　　　2.18　広島　　2.20　広島
1.82　広島~ 1.99　広島｢- 1.96　広島　1.92　広

1.41新潟- 1.28新港　1.54新宮　1.72新潟　1.69
1.23　LU

1.15　官
XEKI

1.13　岐
1.12　三

1.11岡

1.07　茨

1.06　長
1.00　福

0.58　岩

0.58　*

0.56　滋

0.50　穂

0.49　高

0.43　山

0.41佐

0.41宮

0.93　栃木

0.87　石J(

0.76　福島

0.76　愛媛

0.73　}g

0.72　富

0.72　和歌

0.70　奈良

0.61波
0.61香Jl
0.61長
0.51熊

0.46　青

0.45　大分

0.43　秋田

0.43　山形

0.43　徳島

0.43　虎児

0.36　｣^

0.36 1iJig

0.30　高

0.30　宮

0.27　佐

0.23　鳥

0.21島

0.00　沖縄　　o.oo　沖

1.37　岡

1.34　=

1.25　宮

1.22　枝

1.19　m

1.18　山

1.18

1.12　長
1.10　石川

1.07　栃木

0.99　愛

0.96､福島

.93　吉山

0.91長崎

0.84　福井

0.82　香川

0.80　和

0.79　青

0.77　汝

0.77　沖縄

0.76　熊

0.72　秋

0.70　大分

0.66　山形

1.31岡
OH3　巨ゴ

1.25　m

I.25　岐

1.24　長

1.19　山口

1.11青森
.11石川

.10　福島

1.33　岐

1.19　長崎

I.17　青森

1.12　福島

1.1ト石川

1.11山口

愛還　　1.05　愛媛

.01富山　　1.03　富山

.93　奈良　　o.95　奈良

0.92　熊本　　o.95　熊本

.91鹿児島r o.93　虎児

.90　Will'-　0.90　WJI

.87　秋田~　0.87　秋EEl

.85　大

RKR

.83　山

0.83　福

.81和歌
0.80　沖縄

0.85　岩手

0.85　滋賀

0.84　山形

0.84　福

0.81沖縄

0.75　和歌

0.59　佐

0.57　H

0.56　山

0.54　高

1.89　サォB

1.72　茨城

1.36　三重

1.35　岐阜

1.32　栃木

1.29　群馬

1.29　福島

1.91茨戎　　1.97　茨城

:二;ま霊芝×:::;聖霊
1.62　宮城　　1.68　宮城

1.48　三重-1.53　三重

1.43　栃木　　1.49　栃木

1.42　岐阜　　1.48　岐阜

I.39　福島　　1.44　福島

::;三雲芸× :二三…芸冨
.28　岡山~ I.34　岡山　　1.38　岡山

1.22　長崎~ I.26　長崎

1.17　　　　　1.18　H
1.09　熊本　　1.12　熊本　　1.14　熊本
.06　石川　　　1.10　石川~1.13　石川

1.06　富山

1.06　山口

1.08　山口~ 1.10　山口

1.03　山形　　1.06　山形

I.00　山形′　､ 1.03　富

0.94　奈良~ 1.00　奈

0.94　WJU

0.93　鹿児

0.98　青

0.97　滋

1.05　奈良

1.04　滋賀

1.03　吉山

1.02　青森

0.97　鹿児島　1.01鹿児島

0.85　岩手　　　0.94

0.83

0.83

0.82

0.81

0.了7

0.74

0.98　g^

o.98　mi¥¥

0.89　秋EZ]-　0.87　秋田

0.86　ft

0.84　大

0,81福
0.78　穂

0.77　沖

0.86　大分

0.82　徳島

0.80　福井

0.78　沖縄

0.77　和歌山

0.69　宮崎　　　o.72　宮崎　　o.73　宮崎

0.64　高知　　　o.67　高知-　o.72　高知

0.58　佐宜　　　o.63　佐真　　o.66　佐賀

0.57　山梨　　0.59　山梨

0.54　鳥取　　0.54　鳥取

島根　　o.50　島根　　o.49 島根　　　o.49　島根-　o.51島根



ちなみに､金融総合指標から見た地域階層構造の特徴と変動は,都市銀行を例に見た階層

構造の特徴と変動とは.､かなり一致していることが分かった｡

3.日本の地域階層特徴に対する考察

東京圏の上昇並びに東京一極集中の現象に次のような背景があると考えられる　(1) ｢東ア

ジアモデル｣の持つ政府積極参加の性格, (2)東京をアジアそして国際的中枢都市として位置

づける構想｡以下具体的に言及する｡

(1) ｢東アジアモデル｣の持つ政府積極参加の性格について-

日本は｢東アジアモデル｣の先駆であると言われ,政府主導の経済成長がこのモデルの大

きな特徴の一つであることは既に触れた｡首都機能の持つ東京に､戦後日本の経済を主導し

ている官庁が集中している.企業本社の東京一極集中は､企業は官庁との緊密な接触による

メリット(例えば情報)を望んでいるからである｡政府官庁の産業政策が特に強く働いてい

た高度成長期には,大阪の相対的地盤沈下が目立った｡当面この状況を続いていくと考えら

れる｡住友銀行を含む多くの企業が高度成長期に本社を東京-の移転させる動向には､この

ような背景があると考えられる｡

｢-全総｣以来｢地方分散｣を政策目標にあげてきた行政が､一連の産業政策推進の末､

逆に｢東京の一極集中｣を招いたのは皮肉なことであり､ ｢二律背反｣現象とも言える｡

(2)東京をアジアそして国際的中枢都市として位置づける構想について

1985年の｢プラザ合意｣により,アメリカは71年ぶりに純債務国-転落し,日本が世界最

大の債務国に浮上した｡その結果として日本経済のグローバル化は急加速し､産業の国際競

争力の強化が求められる｡一方､その時期に世界経済が三極化し､いわゆるアメリカ､ヨー

ロッパ､そしてアジアという地域ブロックが形成しつつある｡その中､ 1986年に国土審議会

により出された報告の中で､ ｢東京は､環太平洋地域の拠点という地理的位置からも､世界の

中枢都市の一つとして､国際金融､情報機能の巨大な集積が予想され､世界的な交流の場と

しての役割が増大する｡このような役割にふさわしい業務､居住環境を整備することは, 21

世紀-向けての国土政策上の重大な課題である｡｣と述べられている(国土審議会1986),ま

たこのような主旨は｢四全総｣にも反映している0

このように､戦後政府主導の経済成長のという開発特徴に加えて､こうした国際化の要請

は東京一極集中の維持に拍車をかけている.

第6節　地域格蓮に関する日中比較:類似点と相違点

地域格差に関する日中比較に関して､次のような特徴がまとめられる｡
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1.格差の実態について

長江デルタ都市間の1人当り　GDP格差は日本の約2倍である(変動係数などの格差水準を

表す数値の倍率のこと-一筆者注)｡長江デルタ地域間における格差が大きいことは格差の規

定要因に関係し､そしてこの地域における階層構造にもー定の影響を与えていると考えられ

る｡

3.金融機能に着目した地域階層構造について

(1)日本の都市銀行の支店数は,長江デルタの商業銀行より遥かに多い｡日本における金

融機能の周辺地域-の浸透度の高さを示唆している｡

(2)東京を頂点にした日本の階層化と上海を頂点にした長江デルタの階層化が類似した様

相を呈している｡但し､階層間の差を見ると､ (∋日本の場合､第1位東京対第2位大阪の倍

率は､65年の2.12倍から､98年の2.24倍-とやや上昇し､大阪対第3位の倍率は65年の2.22

倍から98年の1.27倍-と縮小した｡ ②長江デルタの場合(95年)､第1位上海対第2位南京

の倍率は2.99倍であったのに対して,南京対第3位の杭州の倍率はi.'ie倍であった.

要するに､ 60年代以来､東京の一極集中が進んできたが, 90年代の長江デルタの場合,上

海にはそれ以上の金融機能の集中度を見せた｡
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第9章　結論及び政策提言

第1節　中国並びに長江デルタにおける経済開発と地域格差についてのまとめ

1.開発三段階に対する分析の結果

建国以降の中国の経済開発を開発戦略と制度整備の角度から,おおまかに三つの段階に分

けられる｡それぞれの開発段階の格差局面は､違う.様相を呈してきた(表9･1を参照)｡

(1) 50-70年代の経済開発と地域格差について

改革･開放前の50-70年代に､ ｢内陸優先の開発戦略｣､ ｢重工業中心の地方自己完結の開

発戦略｣,そして軍事防備力を高あるための｢三線建設を早める開発戦略｣という三つの開発

戦略と, ｢戸籍制度｣, ｢口糧制度｣､ ｢労働就業国家管理制度｣という三つの制度のもとで､次

のような固定化された｢多階層二重経済構造｣が形成した｡

(》都市と農村, ②重工業と軽工業､ ③中央直属企業と地方企業(縦割), ④中央企業間或い

は地方企業間(横割), ⑤軍需企業と一般企業､ ⑥農村企業(社隊企業)と都市企業､ ⑦内陸

の工業中心と周辺地域｡

このような｢多階層二重経済構造｣のもとで,対応した｢多階層二重経済格差｣が存在し

ていた｡つまり｢多階層二重経済構造｣がこの時期の格差規定メカニズムであった｡そして

これらの｢多階層二重経済構造｣をもたらしたのは計画経済体制であったことから､この段

階の格差の性格を｢体制(構造)的格差｣'と言ってよい｡体制の優位性を持ったこの時期の

上海と､長江デルタ他の地域との格差は一番大きかったo

そして｢華東小三線建設｣の事例に対する考察で分かったように､計画経済体制下におけ

る行政の縦割り･横割りにより支配された｢行政経済区｣が､この時期の地域経済の局面を

代表した形態であった｡

(2) 80年代の経済開発と地域格差について

改革･開放後の80年代に､上述した｢三大制度｣が緩和されつつあり､農村部では｢家族

請負制度｣が導入され､農業生産に活気を注いだ一方､都市部では外資誘致などの目的で｢開

放経済区｣が続々と設置され､都市部の開発に変貌を与えた｡
＼

80年代の開発戦略は｢沿海開放戦略｣と言われ,この戦略のもとで､海外経済とのリンク
/

が強いという地理的優位性を生かし､ ｢労働集約型産業｣, ｢軽工業｣などを成長産業にして成

功を遂げた｢広東モデル｣地域や｢江新モデル｣地域が成長地域となり､上海のような従来

の国有セクター中心の地域との間に格差の変動をもたらした.具体的には, 85-90年の1人

当り　GDP成長率の全国順位は,上海は27位(全部30の省･自治区･直轄市の中)であり,

地盤沈下が目立った｡一方,江蘇省は10位,漸江省は11位であり､それぞれ上海を大きく
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表9-1-　中国並びに長江デルタの経済開発と地域格差

長江デルタ地域経
時 期 開発戦略 ■制度構築 格差のメカニズム 格差の性格 開発 モ ■格差の実

(格差規定要因) デル 態 ●特徴■

- & * %
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①特徴 ‥計画経済 ■(1)三大開発戦略の実行
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｢ 一 一こ ､ロ｣ の f̂ feTC al* ′､モ
50-7 0
年代

一■一 ′≡E
とでゐ P｢多階層二重経済格

(体制的 ● デル ■ かつた 体制特有の縦割

②重工業主体の地方自 董ま:

①都市と農村間

固定化した
大 秦モ

り■横割りの支配

計画経 己完結の開発戦略 格差) - ■- ｢行政経済

済俸制 ③ ｢三線建設｣ を早め デル 区王｣

時期 る開発戦略

(2)三大制度の構築 ‥

②重工業と軽工業間

③中央直属企業と地方企業間

④中央企業間或いは地方企業

間
⑤軍需企業と一般企業間

⑥農村企業 (社隊企嚢) と都
市企業間

⑦工業中心と周辺地域間

②実例 :上海に関

わる ｢華東小三線

建設｣ ■の事例

I: 日

①戸籍制度

②口糧制度

③労働就業国家管理■制■
皮

(3)開発特徴 :
①経済と行政の一体化

②低効率性

③軍事嘩先性
④閉鎖性

80 ･ * 沿海開放戦略■ ① ｢江漸モデル｣ の生起 ; 体制的 ●構 広東 モ 縮小 (上 ■①特徴 ､:市場化改

代 (1一市場経済化改革の開 上海経済の地盤沈下 造的格差と

策的格差

デル 海地盤 の

沈下に■よ
革の始まつたもの

の 行政の障壁に

市場経
始 ‥
①三大制度の緩和

② ｢格差規定頃補要因グ)レー 政

の併存 ;
江 漸モ

★､■■一
り)

J:

､
よる市場の分断化

済座制 ②農村における家族請 プ｣ :①三次産業構造､ ②財 前者0)規定 デル が継続0

●移行期 負制と郷鎮企業の展開 政構造､ ③非国有セクター生 力が強かつ
温 州モ ②実例 :移行期の P

の初期 ③都市部でわ ｢経済開 産額､ ④外資直接投資､ ⑤非 た
P

発区｣ の設直など

(2)開発特徴 :
① ｢地方分権｣ 先行

②企業自主権の拡大
③開発投資の多元化

④成長地域の類型化

農業人口､ ⑥固定資産投資､

⑦軽重工業別工業生産構造○

デル 地域経済局面- -

｢上海経済区｣ の

事例

J: ､ ー■●90 年 * 全方位開放戦略～ ①上海経済の復活 :■都市機 構準的格差 上海 モ q)上海経 出整数⊥長江アル
代

市場経

うち､ 長江デルタにお 能の再調整 (高次機能の集 0)軽減 ; デル の復活 ; ■タ経済圏の初期結

いては ｢T 字型開発 緯度- - 金融等中枢管理機 啄策的格差 ②長江デ′ 成一 その条件 :●
､

戦略｣ の提起が重要 能●産業構造調整等の高ま の継琴 タ全体の ①上海経済の高度

済体制
移行期

の深化
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①上海経済り復活
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り) レべ′レア

ヅプ
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②上海 の背後地

② ｢格差規定候補要因グルー ③格妻縮〃 (江､ 漸両省)のバ

期 果 プ｣ :①三次産業構造､ ②財 期 (90 ツクアップ

(2)顔穿手厚 : 政構造､ ③非国有セクター生 95 ■年) ; ③市場経済体制の

①上海都市機能目標0,I 産額､ ④外資直接投資､ ⑤非 やや拡 再整備

再設定 : ｢国際金融 ●■農業人口､ ⑥固定資産投資､ 期 (95 幽真壁⊥

貿易 ●;経済センター｣

■①経済開発区の痕用
② ハイテク産業重視

③重工業重視

④非国有セクター率の

上昇

⑤三次産業構造の調整

⑦軽重工業別工業生産構造○ 98 年) ①銀行支店配置の

P階層構造 ′

② ｢金融総合指

標｣ から見た都市
■経済圏の階層構造

(筆者作成)
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上回る結果になった｡

つまり同じ沿海地域に位置していても,経済成長がそれぞれ違うパターンを呈していた｡

つまりそれぞれの地域が持つ産業構造､企業組織形態,市場化体制の整備状況などは大きく

影響していた｡地域格差の規定要因に対する定量分析の結果､ ｢非国有工業生産額｣が主な要

因として選定されたほか､ 14都市の場合においては｢重工業生産額｣､ ｢地方財政歳入｣, ｢固

定資産投資｣, 21都市の場合においては, ｢重工業生産額｣と｢外資直接投資｣も規定要因と

して抽出できた｡また, GDPを被説明変数にした時､第2次,第3次産業の規定力も顕著で

あった｡いわば､この時期に長江デルタにおける地域格差は,国有･非国有.セクタ間,軽･

重工業間､三次産業構造､財政政策面の格差などの形で現われた｡

その原因は, 80年代には全国的に｢体制的格差｣ (従来の計画経済体制を強く反映している

国有企業中心の地域と､市場経済化体制を反映している非国有セクター中心の地域の間に生

じた経済成長格差)は依然として強く轟続していたと同時に､市場化改革による｢政策的格

差｣ (｢沿海開放戦略｣のもとで､開放政策の地域的なアンバランスから生じた格差)も著し

く現れ, 80年代の上海はこの二重の格差の劣勢に立っていたからである｡

また80年代の地域経済局面は､ ｢上海経済区｣の事例に対する考察で分かったように､上

海と周辺地域間の経済格差が縮まったものの,長江デルタ経済圏の結成並びにデルタ地域全

体の発展水準をアップさせるためには,上海の地盤沈下(成長中心の不在)は大きな支障で

あった｡

(3) 90年代の経済開発と地域格差について

90年代に､上海浦東の開発を起爆剤に､ ｢T字型開発戦略｣の結合点に位置する長江デルタ

の結節性は強まり､上海と江､漸両省の1人当りGDP実績並びに成長率の全国での順位はと

もに大きく上昇した(特に上海経済の復活が目立つ現象であった)と同時に､上海と江,漸

両省､及び周辺都市間の格差は縮小してきたことから､長江デルタ(特に狭義なデルタ)地

域は､一つの地域経済圏として連動しつつあることが明らかとなった0

本論文では, 90年代長江デルタ都市経済圏初期形成の条件として, ①上海経済の復活､ ②

背後地である｢江漸モデル｣地域のバックアップ､そして③市場化体制の一層の整備などを

あげた､｡

90年代長江デルタ都市間の格差の規定要因を定量分析した結果､ GDPについては､第2次,

3次産業構造のほか､非農業人口と非国有セクターも主な格差規定要因として抽出できた｡

一方, 1人当りGDPにおいては､非国有セクターが主な格差要因であったことが分かった｡

本論文では,上海を中心とした90年代の長江デルタ都市経済圏の階層構造を二つの手法で

分析することを試みた｡即ち､ ①上海を本社にした二つの商業銀行の支店配置階層構造を事

例に考察し, ② ｢金融総合指標｣を作成し､分析を行った｡その結果､上海を頂点にした都

市経済圏の階層構造を実証的に確認することができた｡
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(4)日本との比較分析について

日本との比較分析においては､日本における地域格差のピーク期は､高度成長期とバブル

期に重なっていることが分かったo　一方､長江デルタ都市間の1人当り　GDP格差は概ね日本

の約2倍である｡長江デルタ地域間における格差が大きいことは格差の規定要因に関係し､

そしてこの地域における階層構造にもー定の影響を与えていると考えられる｡

1人当りGDP格差の規定要因に関しては､日本は｢第2次或いは第3次産業｣と｢重化学工

業率｣という二つの｢初期条件的要因｣に要約できたのに対して,長江デルタの場合は､ ｢非

国有セクター｣が代表する体制的要因, ｢体制｣の影響が色濃く残っている｢地方財政制度｣

のような政策的要因は強い規定力を示した｡一方､比較的に単純的な政策要因である｢国家

レベルの開発区｣の設置は地域格差の要因として認められなかった｡

以上の相違は,市場経済体制下の開発国と､計画経済体制から市場経済体制-移行する国

の問おける体制的･構造的差を反映していると考えられる｡

他方, ｢地域経済圏構造｣においては､ 60年代以来東京甲一極集中が進んできたが, 90年

代の長江デルタの場合には､上海にはそれ以上の集中度を示していることが比較分析によっ

て明らかとなった｡

2.本研究が提示する｢格差是正｣の意味(図9-1)

｢地域格差の是正｣は､ ｢地域格差の縮小｣を意味すると一般的に考えられているが､それ

だけではなく､ ｢合理的な地域格差局面｣を作り上げることも含まれていることを､本研究が

提示したい｡また､この両者は後者に統一することができると考える｡つまり､ ｢合理的な格

差局面｣でない｢格差｣を当然縮小､更に無くすべきであるが､場合によって､ ｢合理的な格

差局面｣を築き上げるには､ ｢格差｣を拡大させなければならないこともある｡

例えば､本論文で論じた80年代の長江デルタ地域経済局面の場合, ｢上海経済区｣という

試みの失敗の原因は､主に上海経済の地盤沈下による｢地域成長中心の不在｣であると言え

る｡その時期に,上海とデルタ周辺地域間の格差が縮小したものの､地域経済圏の形成､更

にこの地域の経済のレベルアップにつながるには,,上海という成長中)トの創出が不可欠であ

ることを示唆する｡つまり,地域間における｢合理的な格差局面｣を講じなければならない｡

｢合理的な格差局面｣というと､例えば､地域間の機能分担により生じる｢付加価値生産

性｣の格差はそれに当たると考える｡地域間の機能分担は,市場経済の自然な成り行きとも

言え､経済合理性に由来するものである｡しかし､機能分担,或いは｢経済合理性｣を講じ

て, ｢付加価値生産性｣の高い中心地域と｢付加価値生産性の低い｣周辺地域という局面を形

成させるには､歴史的蓄積も当然原因になるが､行政(特に中央行政)が当面に行われてい

る政策の役割も大きい｡この場合,開発の｢周辺地域｣に陥らないために､各地域は中央政

府に積極的に働き掛けるが, ｢開発の故治経済学｣の課題が生まれる(これは本論文の扱う課
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①地域格差の実態(格差水準の定量化)

②地域格差の規定要因分析
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が緊急課題

｢地域経済局面｣の検証:

･70年代: ｢行政経済区｣ (格差が一番大きかった)

壁遡

(2) 80年代:市場の分断化(格差が縮小したものの､上海

の地盤沈下によるもの一地域成長中心の不在)時期

(3)90年代:地域経済圏の初期形成(前二段階に比べて｢三

つの条件｣が初期具備)期

①成長中心の創出: 95-98年緩やかな格差拡大を容認す

べきが､日本との比較からサブ成長中心の育成も不可

欠と結論づけられる

②波及効果-の期待: 90-95年間の格差縮小には上海に

よる波及効果があり;観測期間などが問題

③地域経済圏の形成に当年って,政府介入の程度･手段

などが課題



題ではない)0

本論文が注目しているのは､計画経済体制の下で戸籍制度などにより生じた｢固定化され

た体制的格差｣に直面した80年代以来の｢改革･開放｣は､ ｢格差是正｣に当たって,どの

ような課題が強いられているのかについてである｡

なぜ｢格差縮小｣が必要なのかについて､以下の2つの側面からよく議論が行われている｡

①社会安定の理由｡地域格差の問題は､民族間題,国家統一問題,貧困問題などに直接つ

ながっているのは明白なことである｡つまり, ｢平等｣の究極的な目標は社会安定であるとも

言える｡

②経済発展の理由｡格差が拡大する中で,低収入層･貧困層に陥る人が多ければ,社会全

体の消費に影響を及ぼす｡つまり,格差を縮小させるには､低収入層や貧困層の購買力を増

強させるという経済的理由も考えられる｡また,低収入は低教育水準,更に低生産性につな

がり,経済成長にマイナスの影響を与えかねない｡そして,低経済成長率から生じる雇用低

下は,高失業率をもたらし､社会の不安定要素にもなりかねない｡

以上は､格差を｢数量的｣に捉える時の結論であるが,格差を｢空間的｣に捉える時には､

別の視点が生まれる｡つまり前述した地域間の機能分担による｢付加価値生産性｣格差の視

点である｡

例えば､本論の研究対象地域である長江デルタの場合､市場化体制が形成しつつある中, ｢成

長中心の創出｣と｢地域格差｣をどのように考えるべきであろうか｡

90年代の長江デルタにおいて,上海と周辺地域間の格差は､前半期は縮小の過程を辿った

が､後半期緩やかな上昇傾向にある｡この格差の実態に対して,縮小した前半期のほうがい

いか､それとも緩やかに拡大している後半期のほうが望ましいかを判断するには､ ､困難なこ

とである｡少なくとも以下のような諸要素を総合的に考慮すべきと考える｡

① ｢地域成長中心｣と言っても､上海は長江デルタの地域成長中JLにとどまらず､ ｢国際経

済･貿易･金融センター｣を-目指している以上､今より更なる発展(そして周辺との間に更

なる格差を付けること)が必要であろう｡従って, 95年以降緩やかな格差拡大傾向は容認す

べきであろう｡

フリードマン(J.Friedman)は, F.ペルーの｢成長の極｣理論,ミュルダールの｢波及＼･

逆流効果論｣,ハーシュマンの｢不均整成長論｣､ロストト(軌W.Rostow)の近代化理論など

発展途上国における｢拠点式開発理論｣を集結･融合させた上で, ｢中心一周辺理論｣を提出

した(Friedman1966),この理論によると,中心的な開発から取り残された｢周辺地域｣に､

副次的な成長中心を適切に配置し,それを新たな成長拠点として発展させることが開発の上

で重要である｡またこのような取り組みは当然ながら､中央政府の具体的な地域政策を通じ

て行われるべきである｡

一方､ 60年代以来東京の一極集中が進んできたが､ 90年代の長江デルタの場合には､上海

にはそれ以上の集中度を示していることは本研究で明らかとなった｡従って､フリードマン
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の理論の応用として,これから上海の継続的な成長とともに,周辺地域の中で規模や上海と

の機能分担などを考える上で､幾つかのサブ成長地域を育成していく必要があるであろう｡

②周辺地域(長江デルタ､及び長江流域,更に中国全体) -の経済波及効果がどのぐらい

あるのかに注目しなければならない(90-95年の間､上海と周辺地域間の格差縮小は､上海

の成長による波及効果と考えられる)｡この場合,この波及効果を観察するには,観察時期を

設けるべきか､そしてこの観察期間の期限などが問題である｡

③中国のような計画経済体制の経験国にとって, ｢地域経済圏｣や, ｢地域成長中心｣の育

成に当たって､政府の介入は､立法など市場化体制の整備にとどまるべきか,それともより

深い介入(産業政策や,財政移転などを通じて)が必要なのか,またその具体的な介入手段

などは問われる課題である｡

④しかし､地域間の｢合理的な格差局面｣を講じる時でも､ ｢国有･非国有セクター｣など

に代表させている｢体制的｣規定要因による地域格差をまず解消させなければならない｡こ

れはまた､地域経済圏の市場化環境整備にも直接つながると考えられる｡

3.今後の研究課題について

(1) ｢逆U字仮説｣について

｢逆u字仮説｣とは,経済発展とともに家計間の所得水準格差が広がり､ある時点を過ぎる

と逆に平等化が進みはじめると言うものである(Kuznets1955､及びクズネッツ1966)｡後

でウイリアムソン(J.Williamson)は一国内地域間所得格差の推移についてもこの仮説で当

てはめ,同じような傾向が観測された(Williamson1965),

本論文ではあえて｢逆U字仮説｣を意識せずに格差の検証を行った｡というのは､ ｢逆U

字仮説｣に難題或いは落とし穴があるからである｡

まず① ｢逆U字仮説｣は､先進国の歴史的経験をもとに抽出したものであり､後で多くの

研究者により時系列並びにクロスセクション･データを用いて多数の国に対して検証が行わ

れたが､中国のような計画経済体制を維持しながら経済開発を進んできた国にとって､格差

の変動に働く要因は市場経済体制国と大きく異なり,同じ土壌とは言えない｡

②観測期間の起点や､長さの設定などは,結論や格差の変動曲線の形を大きく左右するこ

ととなる｡ ｢逆U字仮説｣の中国での検証に当たって､まず｢経済開発の起点｣の設定が問題

であると考える｡市場経済体制-の移行が始まる80年代以降のほうが適切であろうが､広大

な中国の多様性(特に80年代｢沿海開放戦略｣の展開)を考えると､ 80年代にしても沿海

部と内陸部の体制的差が大きく､一様的に対処すべきではないと考える｡また本論文の中で

は沿海部に絞っても､ 80年代に､上海などの国有基地が市場化の波に取り残され､ ｢広東モデ

ル｣地域や､ ｢江新モデル｣地域との土壌の差を大きく見せたことを示した.従.って､中国に

おける地域間の格差推移に関して｢逆U字仮説｣を検証しようとする時に, 90年代の長江デ

ルタ,或いは｢広東モデル｣である華南地域を対象にするほうが適切であると考える｡
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しかしこの場合､観測期間が問題に上がる｡一般的に,長期間の観測時期が望ましいと考

えるが､ 90年代のデータだけを用いて｢逆U字仮説｣を検証するのは到底困難であろう｡

③中国における地域格差に対する研究の力点は､ ｢逆U字仮説｣が成立するかどうかとい

うやや技術的な問題よりも,建国以来各開発段階において､地域格差の変動メカニズムがど

のように変化しているのかを解明するほうがより重要であると考える0

(2)格差指標と格差候補規定要因について

本研究は､ GDPと1人当りGDPを都市間格差の指標にし,そして主に経済水準に直接影

響を及ぼすと考えられる変数を格差の規定候補要因として取り上げた｡今後はほかの格差指

標を採用し,文化･教育･地理など多様な変数を組み込んで格差の規定要因を療証する余地

がある｡

(3)研究対象地域について

本論文の主な研究対象地域である長江デルタ諸｢広域行政都市｣は､多数の｢市｣､ ｢県｣

を包括している｡これらの内部に包括されている個々の地域(｢市｣､ ｢県｣)のデータを収集

し､それぞれを独立単位として地域間の格差と規定要因を分析することが課題である｡

(4)まとめ

要するに,長江デルタ地域の格差変動メカニズムを解明するには､指標の選択や､地域単

位の確定､分析法の組み合わせなどを含め,多方面にわたり今後より複合的な視点から検証

を進める必要がある｡

なお､中国のようなスケールの大きい国は､地域多様性を持っているのは当然なことであ

る｡中国全体の経済開発と地域格差を把握するために,今後別の視点から研究対象地域を選

ぶ必要がある｡

.例えば,建国後の経済開発各馴皆において,沿海部と内陸部の開発視点はかなり重視され

ている｡沿海部と内陸部の経済開発と地域格差には､かなり違う要因が働いているであろう｡

一方,本論文の一つの結果として, 80年代以東､たとえ同じ沿海部に位置している長江デル

タ諸都市の間でも,経済開発と地域格差には決して同じようなパタンが現れているに限らな

い｡むしろ｢体制的｣要因に色濃く影響を受けているかどうかにより,異なった開発の様相

を呈してきたo本研究の成果を踏'*えた上で, ｢沿海部と内陸部｣に着目する経済開発と地域

格差の検証を行うことも興味深い研究課題の一つである｡

第2節政策提言

本論文で得られた知見をもとに､今後の長江デルタ並びに中国における地域開発と格差是正
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に対して,次のような政策展開が求められるものと考えられる｡

(1)建国後の中国は,計画経済体制のもとで国有企業を中心とした経済構造を築き上げ

た｡ ｢改革･開放｣後の中国は,漸進的な開発戦略に沿って, 80年代の沿海開放戦略から90

年代の全方位開放戦略-と移行してきた｡ ｢全方位｣の含意は, ｢沿海｣から｢内陸｣ -とい

う地理的な意味を持っほか､産業及び企業組織形態に対する｢全方位的な改革･開放｣をも

意味している｡つまり､ 80年代軽工業,そして労働集約型産業を成長産業とした産業構造の

バランスを考え､更に産業構造の高度化を図らなければならない｡そのため,従来の基幹的

産業の担い手であづた国有企業に対する改革を本格化に展開しなければならないと考えられ

る｡

本論文の分析によって, ｢非国有セクター｣は, 90年代長江デルタ都市間格差の主な規定要

因になっていることが明らかになった｡従って,長江デルタ都市間における｢非国有セクタ

ー｣格差を解消すること､つまり民営化･株式化を含む国有企業に対する改革は急務になっ

ている｡ ｢抑大放小(大を掴み,小を放つ)｣に示されたような現在の国有企業改革方針には､

中小国有企業の改革が本格化している一方､大型国有企業の行方についは依然として不透明

な一面があると言える｡そして国有企業改革の進展に伴い,企業を取り巻く体制的環境の更

なる整備が不可欠である｡これに含まれている内容は､失業者の救済や再雇用のための労働

力市場整備,適正な金融･行政･価格体系などであり､実に経済体制全般に及んである｡つ

まり､ ｢漸進的改革｣から生じる改革の｢不整合性｣問題を慎重に対応しなければならない｡

一方､ ｢非国有セクター｣に含まれている｢民間企業｣の育成や､そして｢外資企業｣の誘

致によって生ずる地域間の格差発生についても､対策を検討することが必要である｡

(2)日本の｢非農林業就業人口｣は､それほど大きな地域格差の要因になっていなかった

のに対して､長江デルタの場合､ ｢非農業人口｣は｢非国有セクター｣と共に都市間格差の要

因になっている｡先行的な研究の中に,中国の格差問題の核心は農村間の格差であるという

指摘もあるように､中国の都市行政区画(｢市が県を指導する体制｣)に含まれている農村地

域間の格差が､デルタ都市間の格差に大きく影響していることが明らかとなった｡

80年代以来中国の開発手法は､いわゆる｢点｣から｢面｣, ｢面｣から｢線｣ -と拡大する

拠点式開発方式である｡ 80年代から特に.90年代に多数設置された各種の｢開発区｣は､市

場経済の実験場としての役割を果たし､この地域の市場経済体制の均質性､産業構造の高度

化をもたらす効果が現れた一方､各種の｢開発区｣は､交通,人材,行政サービスなどの便

を考えて,旧市街地周辺に立地するほうが多かった｡本論文で論じたように,中国の｢市が

県を指導する傭制｣を実施する｢広域行政都市｣には､市街地のほか,広大な｢県｣ (農村地

域)を包括している｡ところで､基礎条件に劣っている農村地域と市街地の開発における差

は当面続くであろう｡故に､都市間の都市化テンポ(包括している農村地域の都市化)を如
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何に調節するかが重要な課題と考えられる｡

他方､中国はいまも農業大国である｡中国の農業生産は80年代の前半期には大きく高まり,

農業の発展により都市農村部門間の格差が縮まったことや､ 80年代の後半期には,農業の相

対的不振とそれによる都市農村部門間格差の拡大は既往研究で分かった｡つまり､ 80年代初

頭に行われた｢家族請負制度｣ (個人農家)という一時的な農地制度の改革がもたらす効果に

は限界があるため､ ｢リカードの畏｣を避けるには､そして都市農村部門間の格差を是正する

には新たな制度創意が必要である｡

(3､)一国の経済発展に重化学工業の役割が大きいことが日本の事例研究で明らかとなっ

た｡長江デルタを含む中国における重工業は､国有企業との結合によって､ 80年代以来市場

経済の波に取り残され､次第に活気を失った.一方､軽工業は､外資企業( ｢広東モデル｣ )

や郷鎮企業( ｢江新モデル｣ )との結合により､ 80年代に大きな発展を遂げた｡しかし軽工業

だけによって発展を遂げた産業構造では､アンバランスを生じ､限界を感じられる｡従って,

産業構造のバランスを考え､これから重化学工業を多いに発展させることが必要である｡

一方､従来型の国有企業は重化学工業の間と相互に高い関連を持っていることから､改革

の波にさらされ､赤字経営が続いている国有企業に対する改革を進めるに連れ､重化学工業

の重要な担い手が失われる恐れもある｡従って､国有企業の改革と重化学工業の発展を如何

に両立させることが重大な課題である｡

他方, 90年代の長江デルタにおける産業政策には､ハイテク産業重視の姿勢が見られた｡

実際, 90年代以来､外資誘致の分野にも変化が見られている｡ 80年代の経済開発には､投資

資金と外貨を獲得するために､外資全般に対して優遇措置を与えたが､近年以来,外資に対

して選別的な動向が見られる｡外資側は｢内国民待遇｣を求めると同時に,外資を受け入れ

る中国側も産業構造の′高度化や､産業･業種のバランスを求め､とりわけハイテク類などの

外資に対して歓迎の姿勢を見せている｡そして､その他の外資に対する優遇措置の見直しが

始まっている｡

戦後日本の重化学工業においても､産業構造の高度化の道を辿ってきた｡従って,これか

ら中国の重化学工業の発展にとっては､少なくとも二つの課題が強いられている｡一つは､

国有企業の改革を進めると同時に､如何に重化学工業を発展させるかの課題であり､もう一

つは､重化学工業の高度化を如何に実現するかの課題である｡

(4)中国にとって､地域全体のレベルアップに繋がる地域格差の解消は､地域経済圏の

形成と切っても切れない関係にあることは､長江デルタの事例分析を通じて確認できた.一

方､地域経済圏を形成させるためには､地域成長中心の創出が不可欠な条件の一つであるこ

とも本研究を通じて明らかになった｡

｢地域成長中心｣の創出は,都市機能の調整､そして産業構造の調整と密接に関わってい
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る｡長江デルタの産業構造の変動においては､ ｢ペティの法則｣に沿った傾向が現れた｡つま

り経済が､成長すると､第1次産業の比率が低下し,第2次産業と第2次産業の比率が上昇す

る｡このような産業構造の変化は90年代の長江デルタで顕著に見られた｡

そのうち, ｢国際的金融･貿易･経済センター｣を目指す90年代の上海は,政策的手段に

より長江デルタの｢成長中心地｣になりつつあり､そして､これまではその背後地である　80

年代の成長地域江,漸両省との結合により､ ｢都市経済圏｣の初期的な形成に成功を収めたと

言える｡しかし､ 90年代の上海においては､東京以上の(金融機能)一極集中を見せたこと

から､今後都市圏全体をバランスよく発展させてゆくためには､上海以外の南京,杭州,寧

波､療州などをどのようにサブ成長中心として育成していき､上海との間にどのような機能

分担や機能関連を創り出してゆくかが大きな政策課題と言える.
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前に､村上先生と手紙での交流しかなかったせいか,或いは慣れない日本語のせいか､私は少

し緊張気味でした｡しかし､村上先生の朗らかな笑い声は私の心を解して下さいました｡

村上先生のご指導をいただき, 3年前に私は博士課程前期を終了しました｡その1年後に村

上先生が急逝されるとは､その時に夢にも思いませんでした｡博士論文を完成した今,まず天

国にいる村上先生に深く感謝と追悼の気持ちを捧げます｡

博士課程後期のご指導に当たって下さったのは現在の恩師戸田常-先生です｡村上先生から

私を引き取って､暖かく,時には厳しく学業の指導をなさいました｡熱い議論の中でこの論文

の枠組みが浮かびあがりました｡私は情熱を注いだこの日々を絶対忘れることないでしょう｡

そして3年余りの間私の成長を促して下さった戸田先生に尊敬と感謝の意を表したいです｡

論文の審査委員を担当された広島大学大学院国際協力研究科の中山修⊥先生,山下彰一先生､

経済学部の森田憲先生,及び広島国際学院大学の北川建次先生からは､論文の完成に有益なご
11

指導,ご助言を多数いただきました｡また､学会報告の場において､阿部広史教授(岡山大学

環境理工学部)並びに信国真載教授(名古屋市立大学経済学部附属経済研究所長)には､討論

の労をとっていただき､貴重なご意見をいただきました｡以上の先生方に対して厚くお礼を申

し上げます｡

ゼミナールの皆さんは､日々の討論を通じて恥こいい刺激を与えて下さいました｡また資料

収集のお手伝いもして下さいました｡ここで併せて厚く感謝の気持ちを表したいです｡

私の出身校である上海復且大学は､私の学業の原点でもあります｡当時の恩師王滴寧先生を

はじめ､留学期間中に多くの先生や友人から暖かい応援と励ましを頂き､ました｡これはすべて

私ゐ元気の源になっているに違いません.

私の勉強したものをこれからの仕事の中で生かすことは､以上の方々に対するご恩返しにな

ると考えます｡

上海の賑やかな空間と一変して､来日俊の生活には不思議なほど静かな一面もあります｡-日

本から中国大陸を眺める時､宇宙船から地中を眺めるような奇妙な感じさえします｡人は自分

の住みなれた環境から少し離れ､或いは自分従来の専攻(ちなみに私の従来の専攻は政治学で

した)から少し離れる時に､本当に沢山の発見を見つかることがで.きます｡新鮮な刺激は日常

的にぶつかってきて､私にとってこれは留学生活の中の最高の愉しみでした｡
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